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序章

0.1 はじめに

本論文の研究課題は,いかにして組崩を隔てた協働のマネジメントが実施されているの

かといった,組織間マネジメントにおけるコントロール問題にある｡このような問題意識

は,｢組織間管理会計 (interl0rganizationalmanagementaccounting)｣研究,あるいは ｢組

織間マネジメント コントロール (inter-organizationalmanagementcontrol)｣研究の一

連の流れの中に位置づけられる｡本論文では,これらの領域の既存研究で特に重要視され

ている ｢信頼｣という概念を鍵概念として,第-に,組織間コントロールと信頼の関係を

実証的に明らかにすること,そして第二に,組織間コントロールと信頼が観織闇取引の成

果に及ぼす影響を実証的に解明することを目的とする｡

伝統的な管理会計研究は,標準原価計算や予算管理をその根源として意思決定会計及び

業績管理会計を中心に学術的,実務的に多大なる貢献を残してきた｡しかし,一方で,その

適用範囲が階層的な単一組織に限定的であるといった限界を有する.このような背景のも

と,90年代半ばより欧米の研究者を中心に管理会計の適用範囲を拡げることの必要性を示

唆する論文が見られるようになった(例えば,Otley,1994;Otleyetal.,1995;Hopwood,

1996;ScapenSandBroⅡⅣich,2001)｡組織間関係のマネジメントもその代表的な研究テー

マの一つとして,近年では,欧米の学術雑誌において特集号が組まれるほどになり,わが

国においてもこれらの研究領域の重要性は認識されるようになってきている｡

実務的な側面からみれば,現代の鮭織は,製品を原材料から調達し,阻み立て,市場に製

品を投入するまでのあらゆるプロセスを単一企業内で行なっているわけではない｡企業は



その一部を担当し,他の部分を外部組織に委託することで全体の価値連鎖プロセスを形成

している｡例えば,加工組立型の産業では,自社製造コストに占める外部購入費の割合は7

割を超えると言われている｡近年では,企業は自社にとって高付加価値をもたらすコア事業

に特化し,外部組織を積極的に利用しようとする動きさえある｡サプライチェーン･マネジ

メント (SCM)をはじめ,EMS(ElectronicsManufacturingService),OEM (Original

EquipmentManufacturer),ファブレス経営,グローバルソーシンダ,アウトソーシング

などの言葉は,およそここ10数年の間に登場した新たなビジネスモデルである｡

これらの言葉は,可能な限り自社のリスク負担を軽減し,優れた他社と協調的な関係を

構築することで,組織間でのwin-win関係の実現を企図したもののように思われる｡しか

しながら,単独の組織としては自己の利益最大化を前提とした行動をとる一方で,関係他

社との利害の不一致を調整するために,法的な組織境界を超えてどのようなコントロール･

メカニズムが機能し,管理会計がどのような役割を果たしているのかといった点について

は,必ずしも解明されているわけではない｡

本研究では,このように外部企業と市場取引を越えた調整を行ない,各組織の行動の方

向性とそのベクトルの大きさをコントロールするような仕組みを,｢阻織間コントロール｣

と呼称する｡また,｢鼠織間管理会計研究｣の対象は,加登 (1999)の指摘のように,連結

対象となる企業群だけでなく,資本関係のない部品サプライヤー,加工組立を請負う外部

企業,卸売業者,小売業,さらには保守サービスに携わる業者などすべての関係先を含む

ものであるが,不必要な議論の拡散を防ぐためにサプライチェーン･マネジメントや原価

企画を念頭にバイヤー･サプライヤー関係に焦点を当てる｡

0.2 問題の所在 :信頼とコントロールについて対立する仮説

以上のように,伝統的に単一組織内に限定的であった管理会計研究は,その射程範囲を

鼠織間に広げることによって,新たな視座が与えられるとともに,近年では,国際的に注

目を集め,既に多くの研究が蓄積されている｡本論文もこのような流れの中に位置づけら
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れるものである｡とりわけ,既存研究において注目を集めている信頼概念を本論文におけ

る鍵概念として論を展開していく｡

詳細は次章以降で述べるが,信頼とは,取引相手が自社にとって不利益となるような行

動をとらないであろうとする期待であり,相手の行動に対する認識の問題である｡それゆ

え,信頼とは,信頼する側と信頼される側という異なる2者以上の主体間で形成される心

理的状態であるといえる｡一般に,信頼するということは,相手の行動に対する不確実性

を縮減させ,相手の行動の予測可能性を高めることにつながる｡この意味においては,た

しかにルーマン(1968)の述べるように,信頼とは ｢リスクを賭した前払い｣の問題である｡

では,ある主体 (企業)が他者 (他社)を信頼している状態においては,組織を隔てた

コントロールは不要であるのだろうか｡換言すれば,ある主体は,手放しに他の企業を信

頼するといったようなことがあるのだろうか｡このような疑問を本論文の議論の出発点と

したい｡

同様の疑問は,既に組織間管理会計領域の多くの研究によって実に様々な議論がなされ

て0る｡しかし,その研究蓄積は一貫した知見の提供に成功しているとは言いがたいO早

純化の誤解を恐れずに言えば,既存研究から得られる知見は,相反する二つのメッセージ

に集約される｡第一に,信頼が ｢官僚的なコントロールと代替的である｣あるいは ｢公式

的コントロールを緩和する｣といった主張である｡つまり,信頼できないからこそ公式的

あるいは官僚的なコントロールが必要なのであるという立場である｡第二に,コントロー

ルが ｢信頼形成を促進する｣といった主張である｡これは,第一の立場とは逆に,コント

ロールするからこそ,信頼できるという立場だといえよう｡

本論文では,既存研究のレビューから導かれた,上記二つの対立する仮説 (信頼があれ

ばコントロールが緩和されるのか,逆にコントロールが信頼を促進する一要因であるのか)

に着目する｡しかしながら,本論文においては,上記仮説のどちらか片方を支持するといっ

た形ではなく,そもそも既存研究が意図してきた ｢信頼｣自体の概念枠組みの限界を克服

することによって,鼠織間コントロールと信頼の関係の実証的な解明に取り組む｡
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0.3 本論文の意義,目的,貢献可能性

では,このような研究課題にはどのような学問的意義と貢献が考えられるのであろうか｡

以下の二つの側面から本研究が意図する学術的な意義とその貢献可能性について述べる｡

0.3.1 組織間信頼の概念枠組みの提示

自動車産業を中心とした80年代以後の多数の研究蓄積をみる限り,組織間の ｢長期継続

的かつ密接な協調関係が企業業績に好ましい結果をもたらす｣といった命題に対し,研究

者間で一定の合意が与えられている｡その一要素としての信頼は,取引相手の機会主義的

行動を抑制するために取引コストを削減し,さらには開発や生産プロセスの効率化を促す

といった役割が期待されている｡

しかしながら,既存研究が依拠してきたのは,主に組織間取引における構造間比較の視

点であり,契約を重視した取引形態との対比の上で信頼といっているにすぎない｡長期継

続的な関係に内在する合理性を説明する概念として信頼をとらえるためには,極端に言え

ば,このように ｢信頼｣をブラックボックス化した理解はあまりに表層的である点が否め

ない｡

本論文の第一の意義とその貢献可能性は,信頼について経営学だけでなく隣接領域の研

究のレビューから組織間信頼を分析する枠観みの提示を行うことである｡その際,本論文

では主として,わが国のバイヤーの視点から信頼の問題を扱うこととしたい｡組織間取引

において,バイヤーは一体何を信頼しているのだろうか,という視点である｡そして,わ

が国のバイヤー･サプライヤー関係はどのような信頼に支えられているのであろうか｡

0.3.2 組織間信頼とコントロールについての経験的証拠の提供

確かに,信頼は,バイヤー･サプライヤー間の協調的関係を形成する主要因である｡そ

れでは,組織間マネジメントは,信頼があればそれだけで十分なのだろうか｡また,組織
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と組織の間の取引は,単に価格システムに基づいた市場の見えざる手によって調整されて

いて他のコントロール･メカニズムははたらいていないのだろうか,ということである｡本

論文を通じた一つのメッセージは,その答えがノーだということであるO

この点に関して,既存研究は,サプライヤー･マネジメント活動の事例とともにいくつ

かの知見を与えてくれるものの,中間組織や日欧米のサプライヤー関係の比較といった論点

からは,組織間コントロールの実態は十分に見えてこない｡誤解を恐れずに言えば,組織間

関係論においては,日本の自動車産業の優位性がサプライヤーとの密接で協調的な関係にあ

るという重要な発見事項をした一方で,それがどのような組織を超えたマネジメントによっ

て支えられているかという点については信頼概念に大きく依存してきたのである｡

上記の1点目と併せて,本論文の大きなメッセージとして,有効な組織間関係のマネジ

メントは,一方で相互信頼を維持しながらも ｢同時に｣もう一方で阻織間コントロールの

メカニズムもはたらいているのではないかということである｡このような課題は広義には

組織間取引に潜む ｢一見,非合理的に思われる仕組みに内在する合理性｣の解明を目指す

ものであるといえるかもしれない｡

0.4 本論文の構成

本論文は,以下のように構成される｡

まず,第1章では,組織間管理会計領域の既存研究がどのような視点に立脚し,現在ま

でに何がどこまで明らかにされ,何が未解決の問題であるのか,今後の残された課題とそ

の将来展望についての考察を行う｡また,本論文が主に扱う個別のテーマとして,冒頭に

あげた二つの対立する仮説を導き出すことによって本論文の研究課題を明確にする｡

第2章では,隣接科学領域の研究を対象としたレビューから,信頼概念の捉え方につい

て考察する｡レビューの結果,信頼という時,それはダイアドレベル,システムレベル,社

会レベルという三つのレベルによって構成される概念をさしており,それぞれのレベルに

おいて ｢信頼｣の持つ意味内容が異なる｡本論文では,この三つのレベルを基礎として,鼠
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織問取引における信頼を,個人,企業,取引システム,評判,社会規範といった五つの要

素から構成される概念であることを述べる｡

第3章では,本研究における課題を整理し,本研究の研究課題の意義を改めて提示した

上で,分析の枠組みとしての組織間信頼の概念枠組みを提示し,本論文における二つの研

究課題その方法論について述べる｡

本論文の研究課題は,第一に阻織間コントロール ･システムと信頼との関係,そしてそ

して第二にその両者が組織間取引の結果に与える影響について明らかにすることにある｡

このメインテーマについての分析を行うにあたり,本論文では以下の各章において,それ

ぞれ問題を扱う｡

第4章ではわが国のサプライヤー関係の実態について記述統計といくつかの業種間の比

較分析を行うOいくつかの点については既に述べたように,組織間関係のマネジメントに

関する研究については,企業の競争優位性を解明する目的でわが国の自動車産業を中心と

した研究が多数存在している｡それらを参照しながら,わが国におけるバイヤー･サプラ

イヤー関係はどのような特徴を持っているのか,業種間でどのような相違がみられるのか

について述べる｡

第5章では本章で取り上げた組織間信頼の概念分析枠範みに基づいてその操作化と妥当

性の検証として,バイヤーのサプライヤーに対する信頼の構成要素について経験的データ

で裏付ける作業を行う｡

第6章では,組織間信頼とコントロールがどのような特性をもっているかについての分

析を行った上で,本論文の第一の研究課題である信頼とコントロールの関係性についての

分析を行う｡

そして最後に第7章では,信頼とコントロールが阻織間取引の成果にどのような影響を

与えているのかといった本論文の第二の研究課題についての分析を行う｡

最後に終章では,本論文の結論と今後の展望について述べる｡また,本研究での議論が

既存研究についてもつ意義と貢献について述べる｡
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第1章 組織間管理会計研究の萌芽と展開

1.1 はじめに

｢組織間管理会計研究｣とは,法的に独立したエンティティとしての組織と組織の関係,

すなわち ｢阻織間関係｣を主な分析単位とした管理会計研究のことを指す｡本章の目的は,

組織間管理会計領域の既存研究がどのようなパースペクティブに立脚し,どのように議論

されているかを明らかにすることによって,既存研究を整理し今後の課題を提示した上で,

本論文の研究課題を明確にすることである｡

90年代半ばより,伝統的管理会計の限界を克服する目的で組織間管理会計研究は萌芽し,

単一組織の枠を超えた管理会計の適用に関して多様な研究が蓄積されつつある｡とくに近

年では,欧米の学術雑誌において新たな研究領域の一つとして位置づけられ,わが国にお

いても近年その研究領域の重要性は認識されつつある1｡

そこで,本章では,組織間管理会計研究の背景とその論点を整理し,今後の検討課題を

明らかにする目的で,阻織間管理会計研究の萌芽から今日の進展までを概説する｡以下に

続く第2節では,阻織間管理会計研究がどのような背景のもとで生起し,どのような意義

をもつのかについて述べる｡第3節では,進展しつつある既存研究の展開について概説し

た上で,第4節では,既存の組織間管理会計研究がどのようなパースペクティブからどの

ように議論されてきたのか,その論点をレビューする｡既存研究が用いてきた理論枠組み

に従い (1)取引コスト理論 (2)アクターネットワーク理論 (3)構造化理論という三つ

の主要な理論をレビューの枠組みとする｡なお,分析の視点は,ダイアド (1対1),セッ

1例えば,我が国において魁織間管理会計研究の紹介やその意義について検討した研究には,坂口 (2002a),
加萱ほか (2003),小林 (2004),窪田 (2005)などがある｡

7



ト(1対多),ネットワーク (多対多)の関係を含みうるが,不必要な議論の拡散を防ぐ

ためにサプライチェーン･マネジメントや原価企画を念頭にバイヤー･サプライヤー関係

に焦点を当てた組織間管理会計研究をレビューの範囲とする2｡第5節では,レビューの結

果の要約として,既存研究の各パースペクティブに基づく知見の整理に加え,いくつかの

論点について今後の残された課題とその将来展望についての考察を行う｡

レビューの結果,｢信頼｣と ｢組織間コントロール｣について,それぞれの論者が多様な

主張をしていることがわかる｡それらを要約すると,第一に協調的関係の前提条件として

信頼関係の重要性を主張するもの,第二に信頼とコントロールの代替的関係を主張するも

の,そして第三に信頼とコントロールの補完的関係を主張するもの,という三つに区分で

きる｡本章の意義と位置づけは,進展しつつある組織間管理会計研究の現状を各パースペ

クティブにおける論点ごとに整理することで残された課題を浮き彫りにすると同時に,こ

のような既存研究における対立する二つの仮説を導出し,本論文のリサーチクエスチョン

を提示することでもある｡

1.2 組織間管理会計研究の萌芽 :意義と背景

近年,情報技術の進展や市場の不確実性の増加に伴い情報システムのオープン化,ダウ

ンサイジング化などの潮流の中で,自社はコアとなる事業に特化し,他は優れた外部資源

を活用するといったアウトソーシングが積極的に進められている｡その一方で,同時に外

部阻織との協調的関係の構築を目指すといった組織間関係のマネジメント問題は,企業戦

略上の重要な課題としてあげられる｡

しかしながら,伝統的な管理会計研究においては,マネジメント･コントロールや管理

会計のさまざまな技法の適用範囲は,階層的な単一組織に限定的であった｡その意味では,

市場あるいは狙織という区分が明確になされており,組織階層を前提としたマネジメント

2序章でも述べたが,広義には狙織間管理会計研究の対象は,連結対象となる企業群だけでなく,資本関係

のない部品サプライヤー,加工魁立を請負う外部企業,卸売業者,小売業,さらには保守サービスに携わる業
者などすべての関係先を含む (加登,1999)｡本論で取り扱うバイヤー･サプライヤー関係以外にも戦略的提
携やジョイントベンチャー,さらにはERPなどの情報システムを対象とした管理会計研究があるら
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の問題が主な分析の焦点であった｡そのため,組織の枠を超えて実践される協働のマネジメ

ントや関係他社との関係性といった要因はほとんど議論の対象とされてこなかった｡そのよ

うな既存の管理会計研究に対する内省を背景に,欧米の学術雑誌を中心に,組織間関係のマ

ネジメントに関する研究蓄積の必要性を示唆する論文が多数見られるようになった (例え

ば,Otley,1994;Otleyetal.,1995;Hopwood,1996;ScapensandBromwich,2001)｡

例えば,初期の主張としてOtley(1994)は,市場不確実性の増大,事業組織の細分化,

事業の集中,アライアンスの増加,製造業からサービス業へのシフトといった変化の中で,

現代の経営環境においては,従来の一組織の階層的構造のみを扱ったAnthony(1965)に

よる伝統的なマネジメント･コントロール概念に対する痛烈な批判として,その枠組みが

既に時代遅れのものとなりつつあると述べている3｡Hopwood(1996)もまた,組織の階層

性を前提とした管理会計研究の限界を指摘し,組織内だけでなく組織間を含めた水平的なマ

ネジメント･プロセスとそれを調整する水平的な情報の流れの役割に注目することの必要

性を述べている｡このような背景のもとで,現在では,新たな一つの研究領域として,組

織間関係を対象とした管理会計研究が繰り広げられ,単一阻織の枠を超えた管理会計の適

用に関して多様な研究は急速に蓄横されるようになった｡

鼠織間管理会計研究への関心は,このような伝統的な管理会計研究の限界に対する指摘

を契機に注がれるようになったわけである｡ただ,彼らの指摘と前後して従前の管理会計

研究とは異なった視点,すなわち,より広範な視点からコスト･マネジメントを捉え直す

ことの重要性を示唆するいくつかの研究をみることができる｡組織間管理会計論の展開を

論じる上で,まずこのことについて触れておかねばならないであろう｡

80年代半ばから90年代前半にかけてJIT生産方式やTQM,さらには原価企画といっ

た新たなマネジメント手法が普及していく中,時代の要請も手伝ってメーカーとサプライ

ヤー間でのコスト･マネジメントといった新たな研究領域における意義は次第に管理会計

研究者に浸透していくようになった｡実務における先進的な事例を通じて,阻織間コスト･

3Anthony(1965)のマネジメント コントロール概念への批判とその拡張の議論については,本稿の中心
的論点と異なる｡それらの議論については,例えばOtley(1994),Otleyetal_(1995)を参照されたい｡
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マネジメントのための新たな概念や技法が数多く提唱された時期である｡Car一andlttner

(1992)は,"MeasuringtheCostofOwnership"と題した論文において,サプライヤー

からの購入部品費 (購入価格)のみに焦点を当てた既存のコストシステムの限界を指摘し,

TCO (TotalCostofOwnership)という概念を用いて,購入価格だけでなくサプライヤー

管理に付随して発生する多様なコストの定量的な把握の必要性を指摘している｡また,90

年代前半における組織間コスト･マネジメント研究は,主に次の二つの研究の流れによっ

て整理されよう｡第一に,戦略的コスト マネジメント(ShankandGovindarajan,1993)

と呼ばれ,主にPorter(1985)流の価値連鎖の概念に基礎づけられる領域である｡

周知のように ｢価値連銭｣の概念は,Porter(1985)によるものである.彼は ｢会社が

すべての価値活動を実施するコストの総計が,競争相手のコストよりも低いとしたら,会

社はコスト優位を手にするのである (Porter,1985,原著p.97)｣と述べ,コストリーダー

シップ戦略の実現を (1)価値連銭を通じたコスト優位性と (2)その持続性に求めている｡

porter流のこのような考え方が管理会計研究に導入されたのも90年代に入ってからのこ

とになる｡ShaJlkandGovindarajan(1993)による著作 『戦略的コスト マネジメント』

は,Porter(1985)の価値連鎖の概念を援用したコスト分析手法である価値連鎖分析を提

示している｡彼は,｢コスト研究者が取り上げる問題は,捉え方が狭く,短期的な視点に過

ぎない｣として,管理会計研究者への批判とあわせて,その解決法として,価値連鎖に基

づいたコスト･ビヘイビアの分析手法である ｢戦略的コスト分析｣の有用性を指摘してい

る｡同書は,当時のビジネススクールの教科書として,どちらかというと実務的な内容 (辛

汰)と事例を含むものである｡彼らは,戦略的コスト･マネジメント手法として,価値連

銭分析,戦略的ポジショニング分析,コストドライバー分析の三つを主要な要素としてあ

げている｡

第二に,原価企画をはじめとした日本的管理会計と呼ばれる研究領域である｡原価企画

において,製品開発の初期段階からサプライヤーを巻き込んだ活動や組織内外を問わずさ

まざまな人材や情報の共有化が行われる｡そのためサプライヤー関係は,原価企画におけ
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る組織的側面の一つの重要なエレメントとして捉えられている (加登,1993;谷,1996)｡

窪田 (2005)は,｢組織間管理会計の必要性への示唆は,日本的管理会計研究,なかでも原

価企画やJIT(justintime)などの影響を受けて生じてきた側面があり,組織間コスト

マネジメント研究や原価企画活動のサプライヤー関係をあつかう研究も,組織間管理会計

の定義の仕方によっては,その領域に含まれる (p.166)｣と述べている｡その意味でも,わ

が国の管理会計研究者がこの領域において貢献を残すことは重要な課題である｡

小括

以上のように,1990年代前半の組織間管理会計研究は,伝統的な管理会計研究の限界の

克服という点に対して,その答えが理論の中から指摘されたというよりは,実務における

コスト･マネジメントの先進的な実践事例を通じて範織間関係の重要性が指摘されている

ことが理解できる｡これらはレレバンス･ロスト以降,理論と実務との承離から管理会計

の有用性の回復を目指した管理会計研究といくらか共通する特徴であろう｡しかし,これ

らの先進的な研究は,組織間関係そのものを分析枠組みの中心に据えて研究が展開された

というよりは,特定のツールや技法といった管理会計の技術的な側面が強調される傾向に

あった｡この点には注意が必要であるが,しかし,これらの先進的な研究は,明示的では

ないにしろ,組織間関係の重要性を指摘し,以後の研究の方向性を与えてくれるという意

味で観織間管理会計の萌芽的な研究として位置づけられるであろう｡

1.3 組織間管理会計研究の展開

90年代後半以降の組織間管理会計研究は,上で述べた先進的な事例に基づく知見に影響

を受けながらさらなる展開をもたらしている｡組織間コスト･マネジメントに関しては,

cooperらによる一連の論文4がある｡そこでは,｢サプライヤー･ネットワーク内の参加企業

4cooperらによる一連の研究には,Cooper(1995,1996),CooperandSlagmulder(1999,2004)など
があり,いずれも日本企業におけるケースを中心に紹介している｡しかし,これらのケース研究が教育目的で

昔かれたものである点,そしてわが国における原価企画研究の論者とはいくつかの点で主張に相違がある点に
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の活動を調整し,ネットワーク全体の原価低減をするための組織的なアプローチ (Cooper

andSlagmulder,1999,邦訳p.104)として阻織間コスト･マネジメントを位置付けてい

る｡彼らは,日本的サプライヤー関係の安定性が効率的な協働や互恵的投資などを可能に

していると説き,日本企業における事例を広く世界に知らしめた｡しかし彼らの研究が意

図しているものは,全社的利益管理活動としての原価企画とは異なった捉え方をしている

点,そして教育のためのケースとして記述されている点に注意が必要である5｡

また海外ではCarr弧dNg(1995)などが,加登 (1993)などの原価企画研究,とりわけ

日本的サプライヤー関係に影響を受け,英国日産における原価企画活動を対象に,欧州のコ

ンテクストの中でどのように日本的サプライヤー関係の特徴を取り込んでいるのか,につ

いて会計情報の共有の重要性を主蛮している｡また,Dekker(2003)は英国小売業 (Sain'

sbery)において実戯されている価値連銭分析のケースについて記述している｡Sain'sbery

は,サプライヤーからABC (ActivityBasedCostng;活動基準原価計算)に基づく物流

コスト情報の提供を受けているとともに,いくつかの会計的な技法6をサプライチェーン全

体に適用していることが明らかになった｡

CarrandNg(1995)やDekker(2003)は,このような阻織間マネジメントの成功要因

としてバイヤー側が受け取ったサプライヤーのコスト情報を濫用しない,互恵的な信頼関

係を構築することの重要性を述べている｡これらの研究は,欧米においてバイヤー･サプラ

イヤー間の協調関係の重要性が認識されてきたことを反映しているとともに,会計情報の

共有がそのための有効な一つの手段であるという (CarrandNg,1995;Sealetal.,1999;

Molnitsenetal.,2001;Dekker,2003;KajuterandKulmala,2005)｡さらにこれらの研

究は,会計情報の共有のためには,バイヤー ･サプライヤー間の相互信頼が前提として重

要な用件であることを共通して指摘している｡一方で,Gietzmam (1996)もまた,継続

的取引においてコスト情報を含む頻繁な情報共有や信頼,関係特殊的投資がバイヤー ･サ

は注意が必要である｡
5これらの指摘を含むCooperらの一連の研究については,坂口 (2002b)を参照いただきたい｡
6例えば,ABCの他には,Whatif分析などがあげられる｡Whatif分析とは,サプライチェーンの局所
的な変更がチェーン全体にどのような影響をもたらすかを分析するシュミレーション手法のことである｡
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プライヤー問の柔軟な対応を可能にしている点について言及しながらち,同時に自動車産

業における日本的サプライヤー関係の特徴として,承認図 ･貸与図といった取引方式,ラ

ンク制によるインセンティブ制の実施といった組織間マネジメントにおける管理的側面の

重要性についても指摘している｡

小括

このような流れの中,90年代後半以降の研究動向は,コスト･マネジメントにおいて技

術的な側面が強調されてきたこれまでの研究とは異なり,組織間での協調的な関係のマネ

ジメントの視点へ中心的な問題意識の変遷が確認される｡つまり,バイヤー･サプライヤー

関係を分析の焦点として,スポット的な取引だけではなく,長期的かつ協調的な関係のマ

ネジメントに対しても注目が注がれたという点に特徴がみられる｡その意味では,阻織間

管理会計研究は日本的サプライヤー関係の影響を受けて生じてきたところがある｡そして,

会計情報の共有などの阻織間の協調的な行動の源泉にバイヤー･サプライヤー間での信頼

に着目している点でも共通した主張を行っている｡

そして,これ以降の組織間管理会計研究においては,組織間マネジメント･コントロー

ルという枠組みのもとで,伝統的な管理会計研究が対象としてきた不特定多数の取引相手

とのスポット的な市場取引を前提とした会計 (例えば,自製と購入の意思決定)だけでは

なく,特定企業との比較的長期にわたる取引関係あるいは協調的な関係において,どのよ

うなコントロール ･メカニズムがはたらいており,そのなかで管理会計がどのような役割

を果たしているのかといった研究課題への取り組みが多く見られるようになった｡

1.4 組織間管理会計研究における ｢信頼｣の論点

本節では,ここ十数年の間に蓄積されつつある組織間管理会計研究の特徴とその論点を

検討する｡とりわけ,組織間マネジメント･コントロールあるいは鮭織間コントロールと

呼ばれる領域の既存研究で信頼がどのように議論されているかということに焦点をあてる｡
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以下では,依拠する理論から,(1)取引コスト理論によるアプローチ,(2)アクターネット

ワーク理論によるアプローチ,(3)構造化理論によるアプローチの三つに区分してそれぞれ

の論点を述べる｡

1.4.1 取引コスト理論アプローチによる組織間管理会計研究

取引コスト理論

取引コスト理論は,｢企業の境界｣の設定に関わる問題を扱う理論であり,近年,組織間

関係のマネジメントに関する研究において一つの支配的なアプローチである｡取引コスト

理論アプローチは,取引を一つの分析単位として,それが市場による価格メカニズムを通

じた取引がなされるのか,あるいはそれを組織に内部化し階層的な権限関係によって調整

がなされるのかといった選択,すなわち制度としての組織の境界の決定を説明する理論で

ある｡取引コストとは,取引相手を探索し,正当な契約を締結するための種々の活動にか

かわるコスト(事前の取引コスト)だけではなく,取引が契約通りに履行されているかの監

視や再交渉のコスト(事後的な取引コスト)も含む概念である｡今井ほか(1982)は,取引コ

ストの発生要因として ｢意思決定主体の人間的特性｣として限定合理性と機会主義を,｢取

引が行われる場の特性｣として不確実性･複雑性と少数性をあげている｡これらの取引コス

トの総和が,市場メカニズムによる調整に比べて低い場合,取引が内部化され階層的管理

による調整が選択されるという｡また,近年では,完全な市場と組織の二分割というより

ち,市場と阻織を両極とする連続した直線上に位置づけられる中間組織 (今井ほか,1982)

も考慮にいれた分析がなされている7｡

一方,管理会計において企業の境界設定の問題は,しばしば自製か購入かの意思決定問

題として扱われてきた｡しかし,自製か購入かの意思決定に際し,製造コスト以外の諸要因

をどのように意思決定に影響させ,自製(あるいは購入)の意思決定をすべきかという点で

7なお,取引コスト理論については,後にも詳述するため,ここでは本章での以下の議論に差し支えない程

度に理論の概略だけを述べておく｡より詳細な理論の説明は,第3草第2節を参照いただきたい｡
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限界がある｡Gietzmann(1996) は,伝統的な自製と購入の意思決定問題に対して組織間

の関係性の視点からも再検討の必要があることを主張している｡組織間マネジメント･コ

ントロールの視点からは,自製と購入の意思決定では不十分であり,サプライヤー関係のコ

ントロールをも含めた議論が必要となる｡組織間における協調的関係に対して注目が注が

れる中で,取引コストアプローチも管理会計研究に導入されるようになった｡

取引コストアプローチの組織間管理会計研究

取引コスト理論に基づいた組織間管理会計研究は,組織間の統治構造のパターンを類型

化し,その規定要因や会計情報の役割といった側面に焦点を当てている｡ここでは以下の

二つに区分に基づいて説明すが ｡第-に,組戚間の統治構造のパターンとして,市場や階

層的狙織,信頼といった類型化を行っているタイプの研究であり,第二に,組織間の統治構

造のパターンとして,公式的コントロールと非公式的コントロールといった類型化を行っ

ているタイプの研究である｡

(1)組織間マネジメント･コントロールとしての市場,官僚制.信頼

伝統的管理会計研究が市場と親.織の二者択一の議論に終始していたことに対して,取引コ

スト理論に基づいた組織間管理会計研究では,市場や階層的鼠織だけでなく,その中間的な

モードで行なわれる阻織間マネジメント･コントロール･パターンが提唱されている (van

derMeer-KooistraandVosselman,2000,Langfield-SmithandSmith,2003,H血 lSSOn

andLbd,2004)0

例えば,Van derMeer-KooistraandVosselman (2000)やLang丘eld-SmithandSmith

(2003)は,組織間マネジメント コントロールの類型として,市場ベースのマネジメン

ト･コントロール,官僚制ベースのマネジメント･コントロール,そして信頼ベースのマ

8他にも自製と購入の意思決定問題について,取引コスト理論を援用した鼠織間管理会計研究もある(例え
ば,Andersonetal.,2000;SartorirLS,andIくirsten.2005などを参照)｡ここでは,そのような自製と購入と
の意思決定問題について直接的には取り扱わず,以下でも組織間コントロールについて関連する限りのトピッ
クに留めてこの間題をを取り上げたい｡
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ネジメント･コントロールの三つの理念型を提唱した｡彼らは,取引における各段階をコ

ンタクトのフェーズ,契約のフェーズ,実行のフェーズの三つに区分しそれぞれのフェー

ズでのコントロール活動を特徴づけているOさらに,取引コスト理論に基づく要因として,

(1)取引の特徴,(2)取引環境の特徴,(3)取引相手の特徴の三つをコンティンジェンシー

要因としてそれぞれのパターンと関連付けている｡またHakanssonandLind(2004)は,

市場と階層的魁織に加え,｢ネットワーク｣という概念によって協調的関係を特徴付け,市

場と階層的メカニズムが重層的に利用されている状況を描き出している｡

ここで述べた研究は,階層的阻織を前提に,権限によって調整と統制を議論してきた従

来のマネジメント･コントロール (会計によるコントロール)に対して,上記の研究は市

場,階層的組織,信頼といった調整メカニズムを阻織闇取引のマネジメント･コントロール

のパターンとして提唱し,その規定要因について言及している｡とりわけ,｢市場的な統治

構造｣あるいは ｢官僚的な統制｣に代替するもう一つの組織間統治のパターンとして,組

織間の ｢信頼｣といった概念によって説明を試みている点に特徴が見られる｡

(2)公式的コントロールと非公式的コントロール

そもそも,マネジメント･コントロールの枠組みは,阻織の階層性を前提とするもので

あるが,その本質は,組織成果に対する ｢目標の一致 (goalcongmence)｣を促進し,組織

成員の意思決定や行動に対して影響を与えるという側面を有するものである｡組織間コン

トロールの文脈においては,取引コスト理論アプローチの既存研究は,環境的要因に加え,

限定合理性や機会主義といった属人的あるいは行動的要因からコントロール構造の解明を

企図するものであった｡しかし,Spek16(2001)やDekker(2004)は,取引コスト理論ア

プローチの既存研究の限界として次の2点を主張する｡第-に,取引コストの最小化を第

一義的な目的としていたために,目標の一致や目的整合性といった視点が欠如していたこ

と,そして第二に取引構造のスタティックな比較分析に焦点が置かれてきたために,鼠織

間における統制プロセスや調整メカニズムといった側面についてはほとんど触れられてこ
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なかった点である｡

そこでSpek16(2001)やDekker(2004)は,組織理論などを取引コストアプローチに導

入しながら,コントロールのあり方とその規定要因について検討を行っている｡彼らの研

究成果は,取引を対象としたマネジメント･コントロールのあり方が階層性を前提とした

権限関係に基づく公式的コントロールだけではなく,より柔軟で多様なコントロール ･メ

カニズムに基づくことを示唆した点にある｡

例えば,Spek16(2001)は,事前の予測可能性や資産特殊性が高い場合には,公式的な

機械的コントロール (結果によるコントロールや行動によるコントロール)が用いられる

傾向にある一方,事前の予測可能性が低く,組織間関係が関係特殊的であるような場合に

は,行動やプロセスへ介入によって柔軟に対応する探索的コントロールや境界によるコン

トロールが用いられることを指摘した｡事前の不確実性がコントロール活動の大きな弊害

として存在するこのような状況においては,お互いの相互依存関係を認識し協調を生み出

すことが不可欠であり,マネジメント コントロールにおける情報共有といったものが重要

な要因になる｡探索的コントロールにおいては,組織間の情報交換などによるインタラク

ションによって活動プロセスにおいて微調整がなされることになる｡すなわち組織間の相互

依存関係を認識した上で,情報交換に基づいた協調関係を構築することが重要な要因とな

る｡しかしながら,それぞれ独立した鮭織問の情報交換であるため,｢情報流用のリスクや自

己に都合の悪い情報を歪めてしまうという機会主義的な行動の恐れ｣が存在する (Spek16,

2001,p.432)｡そのため,事後的な情報のインパクトが大きい場合は,許容範囲をあらか

じめ設定した上でのコントロール活動,すなわち境界によるコントロールやパワー関係に

基づいた階層的あるいは管理的コントロールが用いられることになるというo

Dekker(2004)は,阻織間関係の文脈において,組織目標の達成にむけた公式的コント

ロールの必要性を ｢タスク調整の問題｣と ｢専有性の問題 (流用に対する危倶)｣の2種類

のリスクに求めている9｡彼は,これら二つの鼠織間コントロール問題を生起させる理由と

9組潮間コントロールの文脈においては,これら二つの側面から鼠織目標の達成にむけたコントロールの必

要性が主張されている場合が多い (TomkinS,2001;Dekker,2004)｡ここでタスク調整の問題は,組織間で
協調的な行動が得られたとしても期待された成果が達成されるとは限らないといった問題の一つであり,パ
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して資産特殊性,環境不確実性,取引頻度といった取引コスト要因やタスクの不確実性や

相互依存性といったタスク要因を提示している｡

図1.I:触 Coo4)による概念フレームワーク

さらに彼は,非公式的コントロールとしての信頼といった概念に注目し,組織間信頼が

組織間協働に関する2種類のリスクを軽減する役割を果たすことによって,公式的なコン

トロール･システムの必要性を緩和すると述べる｡能力に対する信頼が,タスク調整のた

めのリスクを縮減させ,一方で,善意に基づく信頼が,専有性の問題を縮減させることを

主張している (図1.1)0

以上,取引コスト理論アプローチの組織間管理会計研究について,整理すると以下の表

1,1のようになる｡取引コストアプローチによる研究では,ダイアドからネットワークと

いった多様な視点に基づき,ケース研究を中心に行われてきたことがわかる｡さらに,級

織間協働や会計情報共有のための前提として組織間信頼の概念が議論されていたのに対し,

構造的なアプローチにおいては,市場あるいは官僚制に代替する概念としての ｢信頼｣に

注目が集まっていることが理解されよう｡例えば,vanderMeerKooistraandVosselman

(2000)は,市場,組織,混合型といった統治構造に対応する形で,市場,官僚制,信頼

といったコントロール･メカニズムをアプリオリに規定して,契約を中心とした市場取引

や官僚的なコントロールに代わり,信頼が一つの社会的なコントロールとして取引を統制

フォーマンス･リスクと呼ばれる｡一方,情報の専有性の問題は,組腰間において想起された協調性が得られ
ないために発生するリスクであり,関係的リスクと呼ばれる問題のひとつであると理解されよう｡
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する機能を果たすことを述べている｡またDekker(2004)は,組織間における信頼が組織

間協働に関する2種類のリスクを軽減する役割を果たすことから,非公式的なコントロー

ルとしての信頼が,公式的なコントロール･システムの必要性を緩和することを主張して

いるOこれに対し,HakkansonandLind(2004)は,そのような代替的なコントロールで

はなく,市場や階層的関係というのが,現実には層のように重なりあって並存しているこ

とを主張している｡このように,組織間の信頼とコントロールが代替的な関係にあるのか,

補完的な関係にあるのかといったことが議論の焦点となっている｡

表1.):取引コス ト軸 アプロ-

加 芸 … 分析- 鴨 主敷 地 艦 相

Yb JEr仙 ■ 右脚 ダイ7ド 栂 柵 マネジメント･コントロー/レ 市峨 幣産触

d tb d._CKKKI) (ケース研和 (糊 .柵 1割舟 鹿 脚

取引榊 性

SpdtLE如 1) zvA ダイアド. 群連 fFgLアームズレングス,肘 的コントロ 市書不帆 キ産特財も

(㈱ ネットワーク プロセス -JL,.棚 的コントロ-/L･,境外こよるコ 事柵 インパクト

ントロー/レ

tJtM 汀癖 ダイアド ホ途 脚 マネジメント コントロール 柵 帆

JdSd CXXB) (ケース珊 師牧 甘帆 柳 城 取引相手の特性

tb QErX) 雌 ダイ7ド 槻 公由的コントロール 擬果･行事抄, 市轍 鮒

(ケース冊 プロセス 非公内的コントp-ヅレ絹★) 耽 タスク租互帆 タ

ダ･1ケ- M ㈹ スケ不榔

指㌫ 'i rr耕 ネットワーク 携達 徹 す机 ネットワ一g TUA

- 山 QOO4) (ケース㈱ プnセス ★住金か

1･4･2 アクターネットワーク理論アプローチの組織間管理会計研究

次にアクターネットワーク理論を援用した組織間管理会計研究を取り上げる｡アクター

ネットワーク理論は,わが国における管理会計研究ではこれまでほとんど見られなかった

パースペクティブであるが,ヨーロッパやオーストラリアの管理会計研究者の間でしばし

ば援用されている｡その展開は,管理会計研究のみならず,社会科学の方法論として広く

注目を集めているQ以下では,まずアクターネットワーク理論の方法論的特徴を述べるO
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アクターネットワーク理論

アクターネットワーク理論は,社会現象に関する概念間の因果関係を示す理論 (命題)

というより,むしろ行為者 と行為者を取りまく社会関係に対するパースペクティブを示す

理論である｡社会現象,出来事,さらには知識などあらゆる事象を異種混交なアクターと

して認識し,アクター間に成立するネットワーク (アクターネットワーク)として捉える

ところにその特徴がある｡アクターネットワーク理論が前提 とする ｢アクター｣は,個々

の人など意図をもった行為者だけではなく,自然物や人工物もアクターとして認識される｡

つまり,人間と非人間の区別というものを一旦放棄 し,それらすべてをさまざまな利害を

追求する異質なアクターとして存在論的なレベルで対等に扱うのである｡

アクターネットワーク理論の本来的な目的は,さまざまな技術がアクターネットワーク

内において構築されてい くプロセスをこのような視点から詳細に記述し,その形成 と定着

の過程を解明することにある｡そのため,最終的な出来事や技術は,アクターが他のアク

ターの利害を自らの利害に一致させるというプロセスを通じて,さまざまなアクターを巻

き込みながら次第に構築されていった結果にすぎないと考える｡アクターネットワーク理

論においては,この一連のプロセスは ｢翻訳｣10という概念によって説明される｡例えば,

足立 (2000)は,人間と非人間のアクターの利害をあるアクターの利害に一致した形で ｢翻

訳｣し,すべてを取 り込んだ時にはじめて ｢事実｣となるのであると述べている｡

ここでは ｢翻訳｣のひとつの形態 として ｢取 り込み (enroll)｣についてのみ簡単に説明

10この点については,アクターネットワーク理論と｢翻訳の社会学｣との関連についても述べなければなら
ないだろう｡本文中では,以下の議論に必要な｢取り込み｣のみに焦点を当てたが,Callon(1986)は,｢翻訳｣
をネットワークの構築プロセスの戦略として言及し,以下の四つのステップから｢翻訳｣をより詳細に説明し
ている｡四つのステップとは,｢問題化｣,｢関心づけ｣｢取り込み｣｢動貞｣である｡さらに,本論文の以下の
レビューとは直接的に関係しないが,より重要な概念として,｢ブラックボックス｣と呼ばれる概念もアクター
ネットワーク理論の理解には不可欠である｡理論の関心が科学技術の発明やその事実がどのように生み出され
てきたかというプロセスを追うものである以上,その発明や事実の定着の過程もまた重要な一つの側面である
(足立,2000)｡この点について,足立 (2000)は以下のように述べる｡例えば,ある技術の開発は,アクター
ネットワークの構築過程においては,異種混交なアクターを巻き込みながら安定化され.発明や事実として定
着したとする｡このように,安定化したアクターネットワークは,これまでの異種のアクターの存在を隠して
しまい,このような形で一面的に表象された概念を｢ブラックボックス｣という｡すなわち,アクターネット
ワーク理論の目的は,これらの ｢ブラックボックス｣化のプロセスを説明することにあるといえる｡またしば
しば言われるように,｢ブラックボックス｣概念によって,現実を ｢社会的側面｣と｢自然的側面｣に区分し,
そのどちらか一方から説明するといった矛盾を克服することが可能であること,そしてブラックボックス化し
たアクターネットワークが,さらにまた別の規模の大きなアクターネットワークの一つの要素となりうる｡

20



する｡｢取り込み｣とは,役割の同定,すなわち,あるアクターの役割をそれとして認めた

上で,その役割をアクターに付与することを意味する｡構築された技術の特性や役割を事

前に規定するのではなく,それらは,アクターネットワーク全体との関わりや他のアクター

との交渉の結果として生じてくるものである11｡そのため,事象や概念間の因果関係につ

いての普遍性を主張しないところにアクターネットワーク理論の方法論上の一つの特徴が

ある｡それは,一般的に指摘されうるこうした方法論の帰納上の限界からではなく,アク

ターネットワーク分析が,｢できあがった事物,終わった出来事,完成した知識から分析を

始めるのではなく,それらの形成過程を異種混交のアクターの絡まりとして把握し,事物

や出来事,知識などの誕生,変容,消減といったダイナミズムを研究する (足立,2000)｣

ことに主眼をおいているためである｡

アクターネットワーク理論に基づく組織間管理会計研究

近年,アクターネットワーク理論は,管理会計だけでなく組織論など経営学領域の研究に

おいても広く議論されてきている｡本項では,アクターネットワーク理論を用いた阻織間管

理会計研究として,Mouritsenetal.(2001),MouritsenandThrane(2006),Cuganesan

andLee(2006)を取り上げる｡

既に述べたように,アクターネットワーク理論では,行為者としての個人や組織間の関

係だけでなく,意図を持たないモノさえもアクターとして他のアクターと同等に取り扱う｡

組織間管理会計だけでなく,他のアクターネットワーク理論を援用した会計研究では,技

術としての会計もネットワークを構成するひとつのアクターとして認識される｡とりわけ,

ここで取り上げようとする上記三つの研究は,組織 (A)と組織 (B),そして組織 (A)

と組織 (B)を媒介する第三のアクターとして組織を隔てた会計技術 (C)から構成される

ネットワークを想定している｡さらに,彼らの研究方法論上のもうひとつの特徴は,ここ

11例えば,気圧を測定する測定器が子供部屋というアクターネットワーク内にある場合と,科学者の実験室
というアクターネットワーク内に適切におかれた時のその役割が異なるという例をあげている (足立,2000,

p.819).
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までレビューしてきた他の研究とは異なり,組織間コントロール (とりわけ会計的コント

ロール)の役割を事前に規定していない点にあるo組織間コントロールの役割は,ネット

ワーク構成員によって ｢翻訳｣され,アクター間の相互作用の結果として定義される｡

アクターネットワーク理論を用いた管理会計研究 (Motuitsenetal.,2001;Cuganesan

andLee,2006;MouritsenandThrane,2006)では,対象となる組織間関係において,そ

れぞれ異なる会計的コントロール技法を挙げているが,それらの会計的コントロールが組

織あるいはネットワークにどのような影響をもたらしうるのかといったことが共通の問題

意識である｡(組織内の)会計技法についてもしばしば言われることであるが,組織を隔て

て実践される会計技法もまた会計数値によって ｢可視化｣を実現することによって,ネッ

トワークを構成する他の組織に対して ｢遠隔操作 (actionatadistance)｣を可能にするO

さらに,組織と組織を媒介する会計技法は,ネットワークを可動化し,安定化させる役割

をもつことを彼らは主張している｡

例えば,MoIDitsenetal.(2001)は,デンマーク企業2社 (NewTech社とLeanTech社,

ともに仮名)を対象に,オープンブック会計と機能分析の導入研究を行った.NewTech社

は開発業務のアウトソースに併せて,機能分析や購買予算の開示といった活動を導入する

ことによって,サプライヤーと自社内部の調整やモニタリングの役割を担うようになった｡

元来,技術のディベロッパーであった当社は,アウトソース先のコーディネータという存在

へとその役割を変容させていったのである｡

一方,LeanTech社では,製造部門をアウトソースする際に,オープンブック･マネジ

メント12を採用した｡それによって,製造プロセスについての情報へのアクセスが可能に

なり,配送のタイミングから最終製品の発送までの資材の流れ,組み立て機器の調整時間

や中間製品の在庫量,そして利益率などサプライヤーのコスト構造も同時に把握できるよ

うになった｡同時に,サプライヤーのベンチマークやサプライヤーの製造と配送プロセスの

再設計にも貢献をもたらした｡以上2社の事例から彼らは,組織間の会計手法が,相手組

12ここで,オープンブック･マネジメントは,バイヤー側から売上予測の情報をサプライヤーに提供する代

わりに,サプライヤーは製造に関する会計情報や生産情報を開示するというものであった｡
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織に対するコントロールの役割を担っていただけでなく,その導入は,組織の境界の設定,

責任と権限の役割分担,組織能力の形成にとって自社の役割を再認識し,変容させるもの

であったと述べる｡

MouritsenandThrane (2006)は,通信 (テレコミュニケーション),コンサルティン

?,IT(情報技術)産業の三つの異なる産業におけるネットワーク阻織を対象にフィールド

調査を行った｡産業特性や規模などの異なる三つのネットワーク組織において,それぞれ

異なる会計技法やマネジメント･コントロール技法が用いられていたが,彼らはそれらの

技法が ｢自己統制的なメカニズム｣と ｢調整的なメカニズム｣の二つの役割を担っている

ことを指摘している｡例えば,｢阻織間の振替価格｣や ｢中核阻織に対するフィー (報酬)｣

などの会計技法と ｢セグメントによる区分け｣などは ｢自己統制的なメカニズム｣として,

ネットワーク内のコンフリクト,競争,フリーライダーなどを抑制する効果をもたらした｡

｢調整的なメカニズム｣としては,互いに独立した組織体としての目標を調整し,ネット

ワークを構築し維持するために,パートナー企業の選別や組織の技術や能力のマネジメン

トが行われた13｡また,組織間マネジメント･コントロールが,ネットワーク内の顧客情

戟,マーケテイング (ブランドネームの創出),調達活動,そして学習に対して補完的な

役割を担っていると指摘している｡さらに,彼らは,ネットワーク組織の脆弱な性質につ

いても指摘した上で,このような組織間マネジメント･コントロールこそが,ネットワー

クを安定的にするとともに可動化する役割を担っていると主張する｡

以上,アクターネットワーク理論を用いた組織間管理会計研究として,Mouritsenetal.

(2001),MouritsenandThrane(2006),CuganesanandLee(2006)を概観した｡これ

らの研究を研究対象,組織間関係の視点,そして組崩間マネジメント･コントロールにつ

いて得られた知見として,ツール,組織間マネジメント･コントロールの役割とその影響

について,表1.2にまとめている｡

13他にも,自己統制的なメカニズムを構築するプロセスそのものが,調整的なメカニズムであったとMouritsen
andThrane(2006)は述べている0
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1.4.3 構造化理論アプローチの組織間管理会計研究構造化理論

組織間管理会計研究の第三のアプローチとして,ギデンズによる構造化理論を取り上げ

る｡ギデンズによる構造化理論は,構造化の様相を媒介とした主体の相互行為システムと

構造の相互依存的な関係を分析する際のパースペクティブを提供してくれる｡その特徴は,

｢主体的行為が構造に拘束されると同時に主体的行為によって構造が再生産されるという二

重の現象を同時に理解する (園部,1999)｣という ｢構造の二重性｣にあるO｢構造｣のみ

に焦点をあてた研究アプローチでは,主体の相互行為の側面は捨象されてしまうわけであ

るが,このようなパースペクティブからは,人間の主体的行為の概念と構造的説明を統合

して捉えることを可能する｡このとき,構造の次元は ｢意味作用｣,｢支配｣,｢正当化｣に,

行為の次元は ｢コミュニケーション｣,｢権力｣,｢サンクション｣に区分される｡そしてそ

れぞれを媒介する様相として,｢解釈図式｣,｢資源｣,｢規範｣が提示されている (図1.2)O

そして,彼は社会制度の形成や移行のプロセスを分析する際に ｢脱埋め込み｣や ｢再埋

め込み｣という相互に補完的な2種類の概念を提示している｡｢脱埋め込み｣とは,｢社会関

係を相互行為のローか レな脈絡から引き離し,時空を超えて再組織する (p.73)｣ことを指
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# 意味作用 ■→ 親■ー 正統性

f f 壬
# 脚 式 ■→ 栗源一 十 規範
t f Ⅰ

出典ニSealeE血 C2004,p.78)より一部鮭正

す概念であり,｢再埋め込み｣とは,｢脱埋め込みを達成した社会関係が,時間的,空間的に

限定された状況の中で再度作り直されていくこと (p.102)｣を指す概念である (ギデンズ,

1990)｡

構造化理論アプローチによる組織間管理会計研究

Sealetal.(2004)は,イギリスの電子機器産業のDextron社 (仮名)におけるサプラ

イチェーンを対象に,会計の利用についてケース研究を行った｡組織間の統治構造のみに

焦点をあてたアプローチの限界14を克服するために,｢構造の二重性｣を援用したアプロー

チが採用された｡そして,彼らは,アクターの主体的行為と制度的な影響の相互作用の中

で,会計技法が生産され,また再生産されていくプロセスを ｢脱 (再)埋め込み｣という

概念を用いて詳細に記述している｡

Sealetal.(2004)によるDextron社のケースにおいて明らかにされたことは,第一に,

サプライチェーンの再構築を先導してきたコスト管理グループとそこでのコストマネジメ

ント技法は専門化システムとして,組織間関係の ｢脱埋め込み｣や ｢再埋め込み｣のプロ

セスを支える重要な役割を担っていたということである｡彼らは,Dextron社のサプライ

14sealelal.(2004)では,構造的アプローチの限界として,サプライチェ-ン内における行為主体を軽視
しすぎており行動的な側面を十分に扱えないこと,信頼とコントロールに関して既存研究の知見が一貫した知
見を提供できないでいること,オープンブックや原価企画などの特定の会計技法に注力しすぎていることの3
点をあげている｡
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りもむしろ,Dextronが自らのために評価したものであるという記述にも見られるように,

｢信頼が,特定の企業間関係にリンクしているというよりは,むしろそれは抽象的なシステ

ムに対する一般的な信念として見られた (p.89)｣という｡このような視点は,会計技法あ

るいは品質管理手法などの抽象的なシステムを通じて形成される信頼,すなわち互いに熟

知の間柄である主体間で醸成される信頼とは異なったタイプの信頼が組織間で見られるこ

とを示唆している｡

1.5 小括 :残された課題

組織間管理会計研究に関して,伝統的に単一鼠織内に限定的であった管理会計研究が,そ

の射程範囲を阻織間に広げることによって,新たな視座が与えられるとともに,近年では

国際的に注目を集め,進展している｡本章では,組織間管理会計の意義,そして萌芽から

その展開をレビューについて主要なトピックを紹介するとともに,特にバイヤー･サプライ

ヤー関係に焦点を当て,欧米において展開されている既存研究を三つの理論的パースペク

ティブに基づいてそれぞれの論点について整理,検討した｡本章での議論をふまえて,本

論文の以下で取り組む研究課題を明確にするD

本章で取り上げた研究は,ほとんどが狙織間の長期継続的関係や協調的関係を踏まえた

ものであった｡その研究動向は,先進的な事例としての組織間コストマネジメント･シス

テムといった技術的な側面から組織間のコントロール問題へと関心がシフトしてきている

ことがわかる｡そして,その中でどのようなコントロール･メカニズムが生成され,管理

会計がどのような役割を果たしているのかといった研究課題への取り阻みがケース研究を

中心に多く見られることが確認されよう｡

そして,組織間の信頼が,重要な鍵概念として取り上げられているにもかかわらず,そ

の捉え方は多様であり,信頼とコントロールに関して既存研究からは一貫した知見を提供

できていない｡具体的には,経済学をベースとした取引コスト理論パースペクティブにお

いては,市場,官僚的組織,信頼といった三つの組織間コントロールのパターンが代替的
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関係として提唱されている｡その反面,社会学をベースとしたアクターネットワーク理論

や構造化理論パースペクティブにおいては,信頼とコントロールが相互補完的関係として

提唱されている｡

そこで,組織間信頼をどのように捉えればよいかについて,より詳細に検討していく必

要がある｡例えば,構造的アプローチでは,市場,組織.混合型とuった統治構造に対応

する形で,市場,官僚制,信頼といったコントロール･メカニズムをアプリオリに規定して

いる｡そのため,ここにおける信頼概念は,契約を重視した市場的な取引形態と対比して,

長期継続的な関係に内在する合理性を説明する概念として ｢信頼｣をブラックボックス化

した理解にとどまっており,あまりに表層的でありステレオタイプ的である点が否めない｡

構造化理論アプローチにおいては,信頼が,行為主体に向けられたものではなく,抽象的

なシステム (例えば会計システムや品質管理システム)を媒介としても構築されていると

述べている｡例えば,この点などを考慮に入れ,今後,信頼の構成要素をより詳細に検討

していく必要がある｡

本論文では,上に述べた組織間信頼に関わる二つの対立する仮説について,信頼概念の

新たな枠組みを探索することを通して,この問題に取り鮭みたい｡そして,新たな分析視

角のもとで,信頼とコントロールの関係についての分析を行うことを第-の研究課題にあ

げるOそして第二の研究課題として,信頼とコントロールの両者が組織間取引の成果にど

のような影響を及ぼしているのか,という問題に取り組む｡
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第2章 信頼概念の理論的考察

そもそも ｢信頼｣とは,どのような概念であるのか｡本章では,隣接科学における信頼

研究をレビューすることによって,本論文での二つの研究課題に取り組むための概念枠組

みについて理論的な考察を行う｡

レビューの結果,信頼概念の特性について明らかにするとともに,信頼それ自体が多義的

な意味内容を持っていることが確認された｡特に,ここでは,信頼の源泉(sourceoftrust)

に着目して,信頼という時,対 (ダイアド),システム,社会のそれぞれのレベルで異な

る意味をもつことを述べる｡そして信頼の問題を扱う際に考慮すべき,いくつかの状況的

要因を提示する｡このような信頼概念の理論的考察は,阻織間関係における信頼を論する

際の基礎をなす｡

本章では,主に心理学,社会学,経済学の領域においてはその基礎的な研究の蓄積がみ

られるO信頼とはどのような概念であるのかについて考察を行う.本論文での中心的テー

マである,阻織間信頼の概念構築を行うことを目的とする｡

2.1 はじめに

信頼に関する研究は,人文科学,社会科学,自然科学のそれぞれの字間分野において実

に多様な展開がなされている｡信頼研究が実に多様な学問領域においてなされていること

は,すなわち信頼の対象となる分析単位もまた多様であることを意味している｡例えば,

我々が日々の生活において使用する信頼という言葉は,対個人間の関係を意味しているこ

とが多い｡しかしながら,信頼の対象は必ずしも個人とは限らない｡その分析単位として

は,個人のほかに,グループや集団,企業(秤),あるいは国家といったものがあげられる｡
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さらに,信頼の対象として,そのほかに法や契約などの制度やシステムといった非人格的

なものも存在する｡

近年では,組織理論においても,組織内あるいは組織間の協調的行動･コンフリクトの解

消･組織的成果などに対して,信頼が果たす役割の大きさに注目が集まっているOそこでは

主に,心理学や社会学での信頼に関する研究を統合し,その概念を組織コンテクストに投

影させようといった試みがなされている｡とりわけ,組織間関係に限定して言えば,組織

間信頼の概念枠組みは,その多くを取引コスト理論に頼っており,本論文における主要な

リサーチクエスチョンに答えるためには十分とは言えないのが現状である｡その具体的な

根拠や裏付けは次章で述べることにして,本章ではまず信頼研究のレビューを中心に行う｡

冒頭で述べたように,信頼は多くの隣接科学にまたがって議論されることが多いため,こ

こでは,まず予備的な議論として,信頼研究にとって基礎的かつ主要な領域として,心理

学,社会学,経済学を中心に取り上げ,それぞれがどのような視点から議論されているの

かについて明確にしておこう｡そのパースペクティブは大きくわけて以下の二つに区分さ

れると考えられる｡

まず,個人の性格や感情などの心的状態に主な焦点を置き,信頼をある種の期待だとと

らえる見方がある｡これらは,特に心理学あるいは社会心理学で議論される信頼概念と,あ

る程度共通点をもつものである｡後に詳しく述べるように,信頼の根拠にはさまざまなも

のが考えられるが,中でも心理的結合あるいは情緒的な側面でもって信頼と定義され,他

の要因と明確な区分がなされる｡つまり,そして,そこでの第一義的な研究意義は,ある

個人が ｢いかに他者を信頼するようになるのか｣あるいは ｢個人間において信頼の程度は

どのように異なっているか｣ということが研究者の主な関心となっている｡

以上の議論が主に,個人の心的状態のみを対象とした第一の視点であるのに対し,より

広範な概念として信頼が用いられることもある｡例えば,ルーマン (1968)は,信頼を将

来における ｢社会の複雑性を縮減するメカニズム｣として捉え,第-にあげた視点に加え,

システムに対する信頼といった概念を加えている｡これらは,主に社会学や経済学で支配
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的なパースペクティブと言ってもよいであろう｡そのため,ダイアドとしての個人間の信

頼よりも,制度としての信頼に重点を置き,集団内,集団間において ｢人々がいかに信頼

できる関係を作り上げているか｣あるいは,｢どのような制度あるいは社会的なコンテクス

トにおいて,信頼関係が維持しているのか,またなぜその崩壊が起きるのか｣といったこ

とが主要なテーマとなる｡

したがって,前者の心理学的アプローチが ｢なぜ人は信頼するのか｣という,信頼する

側にやや垂心を置いたアプローチとなっているのに対し,後者の社会学的･経済学的アプ

ローチでは ｢なぜ人は信頼に値する行動をとるのか｣という,信頼される側にも重心をお

いた問題を扱っているともいえる｡

2.2 信頼の基礎的考察

2.2.1 概念定義

では,信頼とは,本来どのような性質をもつ概念であるのかC先に述べた学問分野によ

る立場の相違こそあれ,その共通する性質は,概ね信頼が ｢相手の行動に対する期待｣と非

常に深い関係にある｡信頼研究の初期までに遡ってみても,信頼が ｢相手の行為に対する

肯定的な期待｣という点は認識は変わりない｡信頼に関する初期の研究で有名な論者の一

人である,心理学者のDeutsch(1958)によれば,｢信頼とは,個人がある出来事を期待し

ている状態であるOもしそれが満たされた時に肯定的に働く心理的結果よりも,それが満

たされなかった時のネガティブな心理的結果のほうが大きいと認識している行動｣である｡

また,社会学者のGambetta(1988)によれば,信頼とは,｢相手の行動が自らにも影響

を及ぼす状況において,他のエージェントやグループが特定の行動をとってくれるだろう

と,相手の行動を監視するより前に予想した主観的な確率のレベル｣である｡経済学者で

あるSako(1992)も ｢ある取引のパートナーである一方が,予測でき,互いに受容可能な方

法において対応もしくは行動するであろうとするもう一方についての期待｣であると捉え
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ており,信頼が相手の行動への期待であると言う点においては,ほぼ見解が一致している｡

特に心理学などでは ｢能力｣に対する信頼は議論の対象外となりがちであるが,阻織間関

係における信頼を検討する上では,相手の能力についての信頼は,｢意図｣への信頼と同様

に重要な視点である(例えば,An daleeb,1992;Sako,1992;真鍋 ･延岡,2003)a

信頼を ｢相手の意図と能力に対する期待｣として捉える定義は多くの研究で支持ざれ,あ

る程度一般性をもつものであるO相手の意図に対する信頼とは,相手が自分を出し抜いた

り,機会主義的な行動をとる意図がないかどうか,また自分にとって誠実にふるまってく

れるという意図があるだろうという意味で用いられる｡一方,能力に対する信頼とは,自

分が期待したどおりの結果を達成してくれるのに十分な能力を有しているであろうとする

期待である｡

信頼研究において意図や能力は,しばしば信頼の対象(objectoftruSt)と言われる｡こ

れまでの組織間関係における既存研究では,このような信頼の対象から概念化されること

が多かった｡確かに,信頼の対象として確かに間違いないと思われるが,本論文ではこれ

を議論の出発点としてもう少し議論を深めていきたい｡

2.2.2 信頼と状況要因 :信頼,リスク,パワー

では,信頼は単なる期待や希望とどのような側面で異なるのであろうか｡もし信頼が単

なる期待や希望と同義であれば話は簡単である｡しかし,以下に述べるいくつかの状況的

要因のもとで信頼は単なる期待とは概念的に区分される｡そして,それらの状況的な要因

の故に,信頼概念は一義的に捉えにくい概念であると同時に,ときにパラドキシカルな性

質を有する｡

第-の状況的要因は ｢リスク｣である｡Deutsch(1958)による信頼の定義は,｢信頼し

ているということは,個人がある出来事を期待している状態｣であり,｢もしそれが満たさ

れた時のポジティブな心理的結果よりも,それが満たされなかった際のネガティブな心理

的結果のほうが大きい｣という｡また,Coleman(1990)によれば,信頼しなければ達成
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されないであろうことを,信頼される側の行動を通して可能にすることが信頼である｡信

頼される側の信頼性が正当に判断された時に信頼が置かれるならば,信頼が置かれなかっ

た時に比べ,結果的に得られるものは大きい｡しかし信頼を置くということは,相手の行

動に対し決定権を委譲することを意味し,信頼が裏切られた時の損失は大きいことになる｡

その意味では,相手の選択する行動によっては,自分自身が不利益を被るおそれがどの

程度あるのかということ,つまりリスクの程度によって,信頼の意味内容は異なるのであ

る｡このことは,信頼を置く際に生じるタイム･ラグの存在を提示している｡すなわち,宿

頼は,信頼される側の将来の行動に関わる問題であり,時間的な困難性が削減できるなら,

本来的な意味での信頼は必要とされないのである｡Da5gupta(1988)も ｢相手の行動につ

いて自分の行動よりも先に観察できるとすれば,信頼はその効力を失う(p.51)｣と厳密な

意味での信頼の概念定義を主張している｡

そのため一般に信頼は,相手の行動の予測可能性を高める｡信頼するということは,相

手の行動に対する不確実性を縮減させることにつながる(ルーマン,1968)｡しかしながら,

それは現実に相手の行動の不確実性が減少したということではなく,あたかもその不確実

性が減少したかのように振舞うことを意味するのである｡Gambetta(1998)ち,｢相手の

行動について不確実,あるいは無知の状況においてのみ信頼の議論を展開すると述べてい

る｡これらの点は,山岸 (1998)が,不確実性の高い状態においてのみ,信頼が議論され

るべきであるという主張とも整合的である｡

第二の状況的要因は,｢パワー｣である｡例えば,相手の意思決定に先立って,権力や権限

によって意思決定を自己に有利なように歪めてしまうような場合は,本来,信頼とは呼べ

ないだろう｡厳密な意味での信頼とは,相手がとる行動の選択への直接的な介入など権限

あるいはパワーによる強制的手段を持たないことが必要である (Zand,1972;Hu皿prey,

1998)｡換言すれば,パワー格差はあったとしても,公平に接することが相互信頼の必要条

件ともいえる｡

以上の二つの要素が具備されて初めて信頼関係を厳密に定義することも可能であるが,
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組織間関係の信頼を分析する枠組みとしては,リスクやパワーといった要素は信頼関係の

状況的要因として本論文では捉えることとする｡ある主体 (組織A)が取引相手 (組織B)

を信頼しているというような場面において,どの程度リスクやパワーといった要因が存在

するのかという状況的なパラメータとして理解すべきであろう｡

2.3 信頼の形成メカニズム

これまでの議論から,信頼概念の基礎的性質として,概念定義とそれに関連した状況要

因について論じてきた｡信頼について議論する時に,もう一つ重要な論点は,信頼がどの

ように形成されていくのか,ということである｡本節では,単純な二者間のモデルを議論

の出発点として,信頼の形成メカニズムに焦点を当てて検討していく｡

2.3.1 囚人のジレンマ

人がどのように信頼に至るかということについての研究は,囚人のジレンマ(Prisoner'

sDilemma;以下 pD と省略)ゲームを用いた実験によるものが多数存在する(Deutsch,

1958,1960;Swinth,1967;Da51ユgupta,1988;Kollock,1994)0

一般的なPDゲームにおいて,2人の囚人は,お互いに協調し自白をした時には両者に

とって最適な結果が得られるにも関わらず,一方が出し抜いて黙秘をした時の自らの不利

益を考慮に入れ,結果として非合理的な選択をしてしまう｡このような状態を想定するこ

とは,信頼の定義と上記の二つの要件から考えて,単純ではあるが簡潔にその要素を含ん

でいると考えられる｡つまり,PDゲームにおいて,相手が協調戦略をとるであろうとい

うもう一方の主体による期待(確率)の問題であり,さらに相手のとった戦略によって自己

の利得が影響を受けるという二つの意味において信頼の要素を含んでいる｡

Axelrod(1984)では,無期限期間の繰り返しゲームにおいては,取引の継続を期待す

ることから各期に協調が選択されることが確かめられた｡ただし有限期間の繰り返しゲ-
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ムにおいては,非協調を選択することが各期の均衡となる｡なぜなら,このゲームにおい

て代表的な戦略は ｢しっぺ返し戦略｣とよばれ,それによると初回には協調を選択するが,

次期以降は,相手の一つ手前の戦略を真似る｡有限期間で考えれば,最終期には裏切りが

予想されるため,そこから遡って考えれば,毎期裏切りを選択することが均衡として想定

される｡すなわち囚人のジレンマは,取引の恒久的な継続を前提としないゲームのみによっ

ては解決されないのである｡

なお,上記のような囚人のジレンマに典型的にみられる,｢合理的な選択が非合理的な結

果を生む｣というジレンマをここでは ｢社会的ジレンマ｣とよぶ(Konock,1994;山岸,

1998)0

2.3.2 社会的ジレンマの解決

pDゲーム自体,主体間の社会的な関係を含んでいないという点であまりに単純すぎる

モデルであるが,合理的な行動によって非合理的な結果がもたらされるという ｢社会的ジ

レンマ｣を生じさせるという意味において,｢信頼｣というものをひも解いていく上でひと

つのきっかけとして有用である｡

このような,社会的ジレンマの状態での信頼の形成について,Deutsch(1958,1960)は

四つの解決手段 (1協調的態度,2コミュニケーション,3逐次決定,4評判)を提示し

ている｡すなわち,相手に対して協調的態度を示し,個人間のコミュニケーションが増え

ることによって,相手の意図について予測の正確性が高まる｡さらに逐次的に意思決定を

することで,相手の意図や約束にコミットできるなら信頼が形成される確率は高まるであ

ろう｡また相手の評判や相互の経験によっても信頼は形成される｡

社会的ジレンマの解決について,Kollock(1994)もDeutSCh(1958,1960)とほぼ同様

のロジックで説明する｡個人あるいは集団において非匿名的な取引が自らの評判を高めよ

うとするインセンティブに直接的に影響する｡そのような相手の考えや態度に対しコミッ

トすることができれば,信頼は促進され,取引を長期的に継続することが可能であると述
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ベる｡また機会主義的な行動をとった際に課される法やルールによるペナルティ(公的制

裁),あるいは評判の降下という社会的制裁が信頼形成に対し,抑止的な働きをすると考え

られる｡

Kollock(1994)の研究は,取引の対象となる製品の品質が不確実な(つまり,即座に判

明しない)際に,どのような要因が相手に対するコミットメントを高め,信頼が形成される

かを,PDゲームを用いた実験により明らかにしたものである｡品質が購入した即座に判

明する時には,相手へのコミットメントや信頼はあまり考慮に入れられない｡一方で品質

が即座に判明しないような製品(あるいは商品)の時には,相手の評判やこれまでの取引関

係が重視され,相手へのコミットメントが高まり信頼関係がうまれやすいOつまり ｢より

不確実な取引状況の方が,相手へのコミットメントを引き出し,長期的取引関係になりや

すい｣というKollock(1994)の結論は大変興味深い点である｡

2.3,3 信頼の形成要因と形成プロセス

これまでの議論からもわかるように,一般的に信頼という時には,われわれは暗黙的に

信頼する側と信頼される側という,少なくとも2者の関係を想定している｡この点に関連

して,まず ｢信頼｣と ｢信頼性｣を明確に区別しておこう｡山岸 (1998)によれば,信頼

とは信頼する側の特性であり,信頼性とは信頼される側の特性である｡相手が自分にとっ

て好ましい行動をとってくれるだろうと期待することが信頼であり,自分にとってその相

手が信頼に値するのか,ということが信頼性である｡したがって,ある主体AがBを信頼

しているということは,ある主体AにとってBがどの程度信頼に足る存在であるのかとい

うこと (Bの信頼性)を判断した結果,AからBに付与されるものであるといえる｡

さて,信頼の対象が行為者の意図であれ能力であれ,信頼の形成が信頼性の判断による

という点では変わりない｡主体同士の直接的な経験やコミュニケーション,あるいは評判

や制度などを介して直接的,間接的に信頼に足るかどうかといった信頼性の判断がなされ

る｡信頼はその信頼性を見分ける認知プロセス(LewisandWeigert,1985)に基礎をおい
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ているのである1｡信頼のの判断には情報が必要であるという立場に立てば,山岸 (1998)

の指摘する通り,｢信頼は情報処理の単純化によってもたらされるのではなく,逆により複

雑な情報処理によってもたらされる(p.34)｣のである｡

では,信頼はどのような理由によって形成されると考えられるのか｡言い換えれば,ど

のような根拠にもとづいて信頼に足ると判断されるのだろうか｡前節まで,信頼概念につ

いて一般的な概念研究のレビューから説明してきた｡本節では,これまでの流れを受けて

信頼の形成要因について説明を行う｡信頼が形成されるには,さまざまな情報が処理され

た結果,信頼に足ると認知,判断されなければならない｡そこで,信頼できると判断される

根拠にはどのようなものがあるのか｡以下では,信頼形成の根拠となる諸要因として,抑

止的要因,打算的要因,関係的要因,情緒的要因という四つの要因をそれぞれとりあげる｡

第-に,制裁による抑止的要因が存在する(HagenandChoe,1998;真鍋･延岡,2003)｡こ

のような抑止力を根拠とする信頼は,しばしば抑止的信頼(deterrence-basedtrlはt;Shapiro

etal･,1992)とよばれる｡ここでは,信頼の根拠,すなわち,個人がある特定の行動をと

るだろうと予測する理由が,その選択肢自体にあるではなく,他の選択肢を選ばせないよ

うな誘因(抑止力)にあると解釈できるような場合,信頼する側は相手の行動に対して予期

性を高めることができる｡ゆえに,｢抑止的｣信頼が形成されるのである｡

ある主体Aがある行動Xをとるだろうと期待できるのは,Xよりも誘因の大きいと思わ

れるその他の行動Yを取った際に生じる不効用 (例えば,罰金などに加え,社会的地位 ･

評判の低下を含む)が大きい時である｡行動Yを取ろうとする意図に対し,法律や規範と

いった抑止的な力がはたらくことによって,相手の行動の不確実性は低下するであろう｡.ま

た,相手からの信頼を得るためには,人質 (例えば,品質保証書など)を自ら提供し信頼

を担保するような時もある｡このようにすることによって,意図的に相手を裏切った時に

は,利益以上の不利益を被る可能性があるという抑止効果を相手に知らせることで,自ら

の行動の不確実な要素を取り除いてやることで相手への信頼性を高めているのである｡

1山岸 (1998)は,信頼性の判断には情報が不可欠であるために,これを｢情報依存的信頼｣と呼んでいる｡
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第二に,信頼の形成要因として,経済的な損得計算をあげることができる｡ここでは,相

手の信頼性そのものはそれほど考慮されるわけではない(真鍋･延岡,2003)｡むしろ考慮し

ているのは,自己利益のみである｡取引状況に関する情報を主として形成される信頼を打算

的要因による信頼 (打算的信頼)とよぶ｡つまり,信頼する側と信頼される側のコストとベ

ネフィットの分析の結果,ベネフィットが上回ることを根拠に形成される信頼はCalcdative

trust(L弧e,1998)とよばれる｡

ここで,上記の無期限の繰り返しゲームによって協調戦略を互いに選択することが両者

にとっての均衡となる例を思い出してほしい｡永遠に取引が継続するという前提があれば,

機会主義的行動は抑制され,協調する方が互いにとってより大きな利益を生むことが計算

によって明らかにされる｡このような期待から,お互いの行動の予期性が高まることで,宿

頼が形成されると説明することは可能である｡しかしそこには,取引の継続性と自己利益

以外に信頼を促進する要因はない｡同ゲームにおいて期間が有限になり,出し抜くことで

より大きな利益が得られる状況であれば,協調は達成されない｡このことは,逆にいえば,

取引状況だけで他者を合理的な信頼をよせることは,危険性も高いことを意味する｡つま

り,経済的損得計算による信頼は,協調のための積極的理由とはなりえるだろうが,相手

が機会主義的な行動をとらないという理由になりえるかどうかに注意が必要である｡その

ため,外部環境の変化によっては,｢束の間の信頼(Swifttrust)｣(Meyersonetal.,1996)

になる可能性も存在するのである｡

2.4 信頼の分析レベル

信頼の既存文献から,信頼の分析レベルには,対,制度,システム,社会といった四つ

に区分できるであろう｡本節では,そのそれぞれについて取り上げる｡
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2.4.1 ダイア ド･レベルの信頼

これまでの議論からもわかるように,一般的に信頼という時には,われわれは暗黙的に

信頼する側と信頼される側という,少なくとも2者の関係を想定している｡ダイアド (対)

とは,このような信頼する側と信頼される側の2者の関係性を指す｡その意味では,これ

までの議論もダイアドを分析のレベルとして考察してきたといえる｡

まずこの点に関連して論を展開する前に ｢信頼｣と ｢信頼性｣を明確に区別しておこう｡

山岸 (1998)によれば,信頼とは信頼する側の特性であり,信頼性とは信頼される側の特

性である｡相手が自分にとって好ましい行動をとってくれるだろうと期待することが信頼

であり,自分にとってその相手が信頼に値するのか,ということが信頼性である｡相手に

身を委ねた際にこの人であれば,機会主義的な行動をとらないだろう,あるいは公平な意

思決定をしてくれるだろう,この人であれば期待した成果をあげるのに十分な能力を有し

ているだろうという,相手の意図と能力に対する信頼性の判断が信頼として表れる｡した

がって,ある主体AがBを信頼しているということは,ある主体AにとってBがどの程

度信頼に足る存在であるのかということ (Bの信頼性)を判断した結果,AからBに付与

されるものであり,信頼する側が,自己にとって肯定的な相手の行動に対してもつ信念で

あるといえる｡

個人レベルにおける信頼

さて,ダイアド･レベルは,例えば,個人対個人,集団対集団,阻織対範織といった対の

レベルでの信頼関係を分析する次元である｡本論文の目的が組織間信頼にあるために,こ

こではダイアド･レベルの例として,個人対個人,あるいは組織対組職という二つの下位次

元に従って議論する｡まず個人間の信頼は,慣れ親しみや友情,そして過去の相互作用の

中において個人が抱く他者への信頼性の認知あるいは判断の結果,発展する｡例えば,あ

る人が人格的に優れているかどうか,ある人が信頼するに足る専門的な知識や能力を持っ

ているのかどうか,ある人が尊敬できるかどうか,隠し事せず正直でオープンな態度をとっ
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てくれるかどうかといったように,個人レベルの信頼もいくつかの様式を伴う｡

このように信頼の根拠として明確な,あるいは納得的な理由をあげることができる場合

もあるが,しばしば人は客観的な根拠によっては説明できない感情によって他人を信頼する

こともある｡感情的要因に信頼の根拠をもとめるタイプの信頼を情緒的信頼(Affect-based

Ttust,EmotionalTlust)とよぶ(LewisandWeigert,1985;McAllister,1995)｡情緒的信

頼は,相手の行動の不確実性を感情的に信じることで縮減しているといえよう｡すなわち,

愛情や友情,執着といった情緒的要素が,相手に対して ｢このような行動を取ってくれる

はずだ｣とか ｢あの人はすぼらしい人格の持ち主だからそんな行動は取らないはずだ｣と

いう期待につながる｡このような場合,相手に対する感情的な理由を根拠にして,相手の

行動の不確実性を減少させ,信頼が形成されているのである｡

本来的な意味での個人間信頼として,このような心理的結束をあげる論者は多く存在する

(例えば,Lewis-Weigert,1985;YamagishiandYam agishi,1994;McAllister,1995;山

岸,1998)｡この点が,個人間レベルの信頼に特有の性質である｡特に,LewisandWeigert

(1985)は,｢相手の予測を超えたところからが信頼｣であるとして,このような感情的なつ

ながりを重視している｡山岸 (1998)は人格的に優れていることを理由とする信頼を,と

くに人格的信頼とよぶ｡また彼は,特定の相手を信頼するのは,相手の人格的な特性に基

づいた人格的信頼だけではなく,｢相手が自分に対して好意的な態度や感情をもっているこ

とが分かっているから(山岸,1998,p.46)｣として,このような信頼を人間関係的信頼と

よんだ｡McAllister(1995)は,このような様式を人格,高潔亭,愛情,専門能力,忠誠

心,オープンさ,態度の一貫性といった要素を提示している｡

そこには多様な信頼の形成要因があるため,個人レベルでの信頼のタイプをあげればき

りがないが,ダイアド･レベルの信頼において重要なことは,相手の行動に関する不確実

性を主観的に縮減し,相手の行動の予測を高める際に,個人固有の性格や属性に対する信

頼性に基づいたものにたいして信頼が付与されているという点である｡加えて,そこには,

なんらかの過去の相互作用に基づいた個人間の慣れ親しみといった要素が含まれていると
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いうことである｡

企業レベルにおける信頼

次に,他のダイアド･レベルでの信頼として,企業レベルでの信頼があげられよう｡既

存研究において,企業レベルの信頼概念は,次の二つのパースペクティブの下で議論され

ている｡まず一つ目は,個人レベルでの信頼をそのまま組織間関係に適用あるいは投影す

る形で企業レベルの信頼を扱うものである｡個人レベルでは,相手の行動の予測に対して,

内的側面として主に性格や心理的状態に重点が置かれている点で特徴的であったのに対し

て,組織も一つの認知的実体であるという前提の下,企業レベルにおいても同様に高潔さ,

専門能力,忠誠心,オープンさ,態度の一貫性といった要素が信頼性判断の基準となる｡例

えば,ある製品の機能や晶質の面で信頼性が高いとか,製造プロセスが安定的で信頼でき

るといったような点,すなわち阻織的能力の側面に関しては納得的であるが,しかし,こ

のような視点で範織間信頼を議論する際には,実態としての組織に付与される信頼が組織

の高潔さや忠誠心にあるという際に非常に抽象度の高い議論に陥ってしまう危険性がある

点で注意が必要である｡

企業レベルの信頼のもう一つのパースペクティブは,組澱間統治形態としての信頼を扱

う視点であるO組織間での信頼という時に,組織間統治形態としての信頼は,組腰間管理会

計研究にとって最も大きな影響を与えているパースペクティブであるO組織間統治の議論

は,取引コスト理論を中心に非常に多数の研究蓄積がある｡取引コスト理静では,取引コ

ストと製造コストのトータル･コストを最小化するように,企業は統治形態を採用するとい

うのが前提としてある｡すなわち,｢取引を市場で行うのがもっとも効率的なときは,市場

で取引が行われるし,企業の内部やその他の実体として退組織の内部で取引することで取

引費用が最小化されるならば,内部取引が行われる(MilgronandRoberts,1992,p･31)｣｡

ここで,取引コストとは,例えば,新たな取引先を見つけるための探索コスト,取引先と

の交渉に費やす事前あるいは事後の交渉コスト,業務を調整するための調整コスト,さら
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には取引相手が不正な対応をしないかどうかを監視するための監視コストなどを指す2｡

Williamson(1975)によれば,取引コストを発生させる要因として限定合理性と機会主

義,複雑性や不確実性をあげている｡とくに,機会主義は,信頼と非常に深い関係がある

(Wiluamson,1993)｡取引相手が機会主義的な行動をとらないであろうと想定され,手放し

に信頼できるならば,それゆえ相手をモニターする必要はない｡取引コスト理論を援用した

信頼研究においては,このような信頼の機能,すなわち信頼が取引コストを削減するという

点から論じられる事が多い(代表的な例としては,Sako,1992;BromileyandCummings,

1995;ZalleerandVenkatram an ,1995;Zaheeretal.,1998;SakoandHelper,1998;

JongandNooteboom,2000;DyerandChu,2003)｡

取引コスト理論を援用した信頼研究は,阻織間統治の形態として従来まで支配的であっ

た ｢市場か組織か｣といった概念枠組みに対して,第三の統治形態として信頼の重要性を

もたらした点で大きな貢献があ83｡それゆえ,第 1章でも述べたように組織間管理会計研

究にとってもしばしば援用されるパースペクティブであるが,同時に信頼という同一の概

念を用いながらも,本章で紹介する他のパースペクティブとはかなり異なった意味で用い

られていることに注意が必要である｡この点については,ここでは概略に留め,次章で詳

述することとする｡

2.4.2 システムレベルの信頼

本論文では,信頼を ｢相手の意図と能力に対する期待｣として捉える立場を採用してい

る｡この立場は,多くの研究で採用されており,信頼の概念定義としては決して間違って

はいない｡しかしながら,社会における信頼を分析しようとするとこのような定義のみで

は不十分である｡

これまで述べてきた信頼は,個人の属性あるいは性格によって信頼性が評価され,信頼

2sako(1992)では,取引コストとして,探索コスト,交渉コスト,在庫コスト,監視コストをあげている｡
sakoの研究は取引コスト理論アプローチのひとつとして位置づけられるであろう.

3例えば,信頼を第三の統治形態としてみなす初期の研究としては,BradachandEccles(1989)があげら
れる
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が付与される視点と過去の経験などの相互作用のプロセスから相手が信頼に足る存在であ

ると評価されることによって信頼が生じるという視点の二つを含んでいる｡この意味にお

いては,信頼は極めて個別的あるいは関係特殊的な概念である｡しかし,∑ucker(1986)

は,このような個別的関係のみにおいて信頼が形成されるのではなく,より一般的あるい

は普遍的な信頼の源泉があると主張する｡彼女は,信頼形成の源泉として,(1)属性ベー

スの信頼形成,(2)プロセス･ベースの信頼形成,(3)制度ベースの信頼形成という三つ

の視点があることを主張する｡前二者はともに関係の特殊性を信頼の源泉としているのに

対し,制度ベースの信頼は,社会一般に通じる信頼を指すものである｡例えば,社会を取

り巻く法規制や契約といった制度的源泉によって信頼が形成される場合には,その源泉は

一般性を伴うことになる｡

このように信頼は,必ずしも個別の関係だけにおいて成り立つものではなく,一般性 (あ

るいは普遍性)を伴う場合と特殊性 (あるいは個別性)を伴う場合の2種類がある4｡ルー

マン(1968)は,人格的信頼とシステム信頼という二つの概念を示し,日常生活における慣

れ親しみや特定の人物との間に構成される信頼 (人格的信頼)を認めつつも,高度に複雑

化された現代の社会秩序の中では,システムそのものに対する信頼 (システム信頼)のは

たらきが不可欠になると述べる｡Shapiro(1986)は,このような点について人格的信頼と非

人格的信頼という二種類の信頼のタイプを提示して,信頼の源泉の相違を述べている｡こ

のような信頼の源泉の ｢一般性｣も組織間信頼を分析する上での重要な要素となる｡

先に述べたように,公的ルールの罰則や社会的制裁の存在といった制度は,相手の行動

の予期性を高める働きをもつ｡予想を超えた裏切りのような行動がとられた場合には,汰

的,社会的制裁が下ることにより,主体はさらなる追加的負担を負うことになる｡また一

旦そのようなことが起これば,評判の崩壊という社会的損失に加え,時として両者の関係

の喪失にもつながりかねない｡前述の抑止的信頼は制度をベースとした信頼と非常に密接

な関係にあるといえる｡このような場合には,相手に関する信頼性はあまり意味を為さず,

る｡
4真鍋 ･延岡 (2003)も ｢信頼の源泉の一般性｣として,社会普遍性と関係特殊性という二つに区分してい
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むしろ社会的状況における制度そのものに対する信頼性が重要な役割をもつと考えられる｡

さらに,システムレベルでの信頼は,法律や契約,規則といった具体的な制度だけでな

く,より抽象的なシステムに対しても与えられる｡ギデンズ (1990)は ｢脱埋め込み｣と

いう概念を用いて,より抽象的なシステムに与えられる信頼が維持される状況を述べてい

る｡ここでは,その一つとして専門家システムの例だけを述べる｡ギデンズ(1990)もまた,

互いに熟知の間柄であり,長年の経験から醸成される信頼の存在とは別に,抽象的システ

ムに対する信頼というものが存在することを述べている｡例えば,長年定期的に関係があ

る医師などとの間での信頼と,断続的あるいは一時的な関係における医師に対する信頼と

はその意味内容は異なる｡このような場合は,我々は,過去の経験や相互作用に裏付けら

れた倫理的,人格的な信頼を相手に付与しているわけではなく,抽象的なシステムとして

の専門家システムに対して信頼していることになる｡

2.4.3 社会レベルの信頼

システム信頼,とりわけ抽象的システムに対する信頼も広義には,社会レベルの信頼の

範噂に含まれるが,ここでは改めて社会レベルでの信頼を考察したい｡信頼の源泉という

視点から,ダイアドのレベルは,個別的あるいは特殊的な関係が分析の焦点であり,シス

テムのレベルでは,一般的あるいは普遍的な関係が分析の焦点であった｡社会のレベルに

おいては,その両者を含む｡例えば,親友や家族に対する信頼は,ある意味で一般的,普

遍的な特性を有するとともに,多者一般とは異なった関係にあるという意味において個別

的,関係特殊的である｡この点と関連して,Granovetter(1985)は,経済行為の社会的な

｢埋め込み｣を主張する｡彼は,経済活動を営む主体が,全体の関係性から独立して個別に

存在しているわけではなく,また逆に経済生活が社会全体に覆い隠されているのでもなく,

これらの関係が市場の付帯現象になっている (邦訳p.240)｣と主張する｡それ故,社会の

レベルにおいては,信頼を生み出し,不正行為を妨げるような ｢具体的な個人的関係｣と

｢そのような関係の構造｣の両者の役割を強調する｡
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まず,社会レベルの信頼において,社会的なネットワークを通じて流れる評判の役割に

ついて述べる｡評判もまた,社会において信頼を形成する一つの源泉となりうる｡ある主

体が自らの評判を落とすまいと思って信頼性のある行動をとろうとすることは,信頼する

側からみれば,信頼の根拠となりうることは容易に想像できよう｡これだけの意味では,評

判も一般性のみを伴うことになるが,例えば,全く見知らぬ人から得た情報と,慣れ親し

んだ知り合いからの情報では情報の信頼性に与える影響は異なるであろうし,慣れ親しん

だ間柄であるからこそ得られる情報というものもあろう5.coleman (1990)は,密で閉鏡

的なネットワークほど評判の効果が高まると述べる｡それは,密なネットワークほど同種

の情報が流れやすく,集団内での誰も他人の目から逃れることはできないため,評判によ

る効果が高まるとともに,社会的な制裁の効果も高まるためである｡

社会において,評判に似たような性質をもつ信頼の源泉は他にも多数存在する｡地位や

名声,あるいはブランドといった抽象的なものがそうである｡ある個人Aが他の個人Bを

信頼するといった時に,Bの地位や名声が高いこと,あるいはある製品Cのブランドが高

いことから製品の信頼性を判断するといったようなことは,一見ダイアドの関係に見える

が,そこにはここにあげた評判などの第3の存在があることによる｡

社会レベルでの信頼を議論する時に,もう一つ重要な側面は,特定の主体間で構築され

た社会的規範であるO信頼という時に,社会的規範の重要性をあげる論者は数え切れない

ほどに多い｡共有された規範や慣習が信頼の源泉となりうるのは,このような社会規範が

もたらす義務や束縛である｡一定の義務や束縛の上で,自らの信頼性を表したり,他人の

信頼に答えることによって信頼は構築される｡逆に,文化的あるいは慣習的なことに反し

たやり方を採用したりする主体に対しては信頼は置かれないであろう0

5本論文での主なテーマとは異なるが,このような主張は社会ネットワーク理論として近年注目を集め,経

営学領域においてもしばしば援用されている｡社会的ネットワーク理論の第一人者であるBurt(2001)によ
れば,社会ネットワーク理論では,｢情報の流れ｣と｢情報へのアクセス｣に注目する｡より優位に立っている

個人(集団)は,よいネットワークによって他者とうまく結びついていると考えるのである｡つまり,優位に立
つ人は,利用可能で質の良い情報をたとえ自分が持っていないとしても,それに対する情報へのアクセスを有
利に進められるようなポジションにいるはずである｡このような視点から,近年では阻紙論などにおいても組
織を媒介して流れる情報とその関係者のネットワークをその分析対象とした研究がしばしば行われている (例

えば,Uz2ii,1997など)｡
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例えば,Do一e(1983)は,関係的契約という概念を用いて,組織間関係を説明する｡彼

は,階層的力関係のある関係であれ,相互互恵関係にもとづいた安定的で継続的な取引関

係を関係的契約とよんだ｡関係的な契約の上では,経済取引の繰り返し行われる中で友情

の感緒や個人的義務感が生じる｡このような不特定的な義務感は,早急に見返りを期待さ

れるわけではないが,お互いの関係から期待される以上の貢献やコミットメントをもたら

すと考えられる｡Sako(1992)は,長期的な関係において無限定的でオープンなコミット

メント関係を ｢善意に基づく信頼｣とよんだ｡とりわけ,Do一e(1985)やSako(1992)は,

系列に見られるような日本産業の取引関係は,善意に基づく信頼にその基礎をおいている

と述べている｡

2.5 小括

本章での目的は,隣接科学における信頼研究をレビューすることによって,本論文での

リサーチクエスチョンに取り組むための鍵概念である ｢組織間信頼｣の概念枠阻みの基礎

を提供することであった｡そこで,信頼とはどのような概念であるか,その基礎的定義,状

況要因,形成プロセスについて基礎的性質を押さえた上で,信頼の枠組みとして,三つの

分析レベルを提示した｡そして,このような,対 (ダイアド)レベル,(制度を含む)システ

ムレベル,社会レベルで異なる信頼の源泉が見られることが明らかとなった｡詳細は,吹

章で述べることにするが,ダイアドレベルとしては個人 ･企業,システムレベルとしては

取引システム,社会のレベルとしては,評判やブランド,地位名誉などの一般的性質を伴

うものと,社会規範や共有された価値のような関係特殊的性質をともなうものをあげられ

るであろう｡
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第3章 組織間信頼の分析枠組みの構築と研究

方法論

3.1 はじめに

継続的な取引関係におけるバイヤー･サプライヤー間のコントロール問題は,近年の鼠

織間管理会計研究における,第一義的な研究課題である｡第1章では,組織間管理会計研

究の萌芽からその展開の流れの既存研究をレビューし,近年では継続的かつ密接な関係の

コントロール問題において信頼が主な議論の焦点となっていることを述べた｡しかし同時

に,先行研究のレビューから,｢取引相手を信頼しているということが社会的なコントロー

ルとなり,公式的コントロールの必要性は相対的に低い｣という主張と ｢取引相手の協調

的態度を引き出すためのコントロールが信頼を形成するのだ｣という二つの対立仮説が導

かれた｡

本章では,このリサーチクエスチョンに答えるために,既存の信頼概念の枠組みの限界

を指摘し,それを克服するための組織間信頼の概念枠組みを提示する｡

そこで,第2節では,取引コスト理論アプローチにおける信頼概念を軸としてその考察

を行う｡そして,第3節では,本論文の研究課題に取り組むため,どのような分析枠組み

を用いるのか阻織間信頼の構成概念について述べる｡第4節では,研究方法論とその手続

きに関して,どのような研究方法論を用いるのか,またどのようなデータをどのように収

集したのか,分析のデザインについて説明する｡
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3.2 既存研究のL'ビュ-

本研究の目的は,冒頭に示したとおりであるが,組織間信頼に関連した研究は既に経営

戦略論あるいは企業間関係論において既に多くの研究蓄積が存在する｡第1章での先行研

究のレビューからは,一貫した結論が出ていないだけでなく,上記のような相異なる主張

がなされていた｡

そこで第1節では,組織間管理会計研究に影響を与えていると考えられる取引コスト理

論アプローチの既存研究をレビューする｡とりわけ,どのような議論の流れの中でどのよ

うに信頼概念が生成し,そして概念化されているのかといった視点からレビューすること

によって,既存研究における信頼の概念モデルの限界を指摘する｡

3.2.1 企業間関係論における信頼研究の背景

まず,組織間関係論の中で,なぜ信頼といった概念が生起しこれほどまでに注目を集め

るようになったのか｡本節では,まず,信頼といった概念が登場するまでの企業間関係論

について簡単に概説しておこう｡

市場か組織か

組織間関係の議論においては,組織の経済学や企業間関係論において多くの研究の蓄積

がある｡これらの研究は,市場か組織かといった議論に端を発する｡CoaSe(1937)は,｢そ

もそもなぜ阻織は存在するのか｣了なぜある場合には価格メカニズムが調整を行い,また別

の場合には企業家がこれを行なうのか｣という問いに対し,｢取引コスト｣の概念によって

企業の存在を説明した｡つまり,企業が存在するのは,価格システムのメカニズムを利用

する際に生じるコスト,すなわち市場での取引コストが生じるためである｡Coase(1937)

によれば,市場が機能するためには,なんらかの費用が発生するために,阻織を形成し,資

源の指示監督をある権限を持つ人に与えることによって,市場利用の費用を節約すること
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ができるのだという｡さらに,彼は,追加的な取引を組織化することによって企業は拡大

し,逆に企業家がこのような取引の組織化を放棄することによって縮小するという｡

Williamson(1975) は,Co乱se(1937)同様に取引コストの概念を援用して,市場と組

織の境界の設定を議論した｡彼による取引コスト理論によれば,市場による価格メカニズム

を通じた取引がなされるのか,あるいはそれを組織に内部化し階層的な権限関係によって

調整がなされるのかの選択は,取引コストの総和の比較によって決定される｡特に,Coa5e

(1937)が事前の取引コストと阻織内部で必要とされるコストとの比較によって組織の存

在理由を説明したのに対し,Wilhamson(1975) は,事前の取引コストに加えて,事後的

な取引コストも考察の対象に含めた｡事後的な取引コストとは,例え市場において取引契

約が結ばれたとしても,それに伴い事後的に発生するコストのことを指す｡それらは,輿

約通りに実行されているか監視 (モニタリング)のためのコストやコンフリクトの解消,契

約の再交渉などにかかるコストである1｡

弧線の境界問題について取引コスト理論は,大きな貢献をもたらした｡取引コスト理論

は,後にも発展を遂げるが,取引が行われる ｢市場｣と ｢組織｣の二分法を前提として議

論されている｡

中間組織への注目

CoaSe(1937)やWilliamson(1979)の議論の論点は,取引が市場原理によって行なわ

れるか,あるいは組織に内部化され,階層的な権限関係によって調整されるかの二者択一の

問題であった｡しかしながら,現実の経営環境を見れば,必ずしも組織間での取引が市場か

組織かという二者択一の問題として存在しているわけではない｡今井ほか (1982)は,著書

『内部阻織の経済学』において,企業間関係の問題を内部組織か市場かという二者択一では

なく,両者の中間のグレーゾーン,ゆるやかに連結した企業間関係として,｢中間組麻｣の

1事後的な取引コストの中には,契約が不完全であることに起因するコストも含まれる｡契約が不完全とな
らざるを得ないのは,将来にわたって起こるであろうあらゆる状況をあらかじめ契約上で記載することはでき

ないためである｡これらの議論は,不完備契約理論として扱われる領域であり,ここでの議論とも深い関連を
持つと考えられる｡本研究での議論に差し支えないため,特段にこれ以上両者の区分は行なわない｡
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存在を主張する｡この点については,取引コスト理論の提唱者であるWilliamson自身も後

の書籍 (wiuimson,1985)によって中間型の組織形態 ("Hybridform"あるいは'Relational

contract")の存在を認めている2｡

特に日本の自動車産業のバイヤー ･サプライヤー関係においてそのような傾向は強 く見

られる｡今井ほか (1982)は,｢日本の現実を十分に分析の視角にとり入れうるためには,

(- 中略 - )市場 と組織 という二分法をこえて,市場 と組織 との中間にある 『中間組織｣

をも含みうるような三分法に拡張する必要がある｣ と述べた｡

このように阻織間関係を捉えることで,どのような議論の拡張がもたらされたのであろ

うかO結論から言えば,市場と組織を両極 とする連続した直線上に位置づけられる中間組

織の概念3が,組織間関係の研究領域にもたらしたインパクトは,一つには,組織間取引を

市場か組織かという二者択一の問題 としてではな く,繰 り返される継続的取引をもその範

囲に包含し,分析を可能にしたということである｡さらに,より重要な点として,その鼠

織成果に対して企業間コラボレーションの果たす役割の大きさをあげることができる｡つ

まり,組織間の密接かつ互恵的な協働関係がもたらすメリットやその合理性について,多

くの研究者によって記述的 ･実証的な研究がなされ,現在では協調的関係も組織の競争優

位をもたらす源泉の一つであるという命題に対して研究者間の合意が形成されている｡

中間的な組織形態としての密接な組織間関係,いわゆる日本的サプライヤー関係は,し

ばしば欧米との相違によって説明されることが多い｡このような議論のきっかけは,80年

代後半からのIMVP(hternationalMotorVehicleProject4)の成果によるところが大きい.

2Williamsonもr現在では(市場と鼠織の)中間に位置する取引形態はより通常なものとなっている｣こと
を認めている(Williamson,1985)｡また当時は,日本のサプライヤー関係はしばしば欧米のそれとの比較に
おいて分析されることが多かったが,近年では,欧米企業においても中間狙織的なモードが見られることが明
らかになりつつある｡
3中間組織の概念は,Williamson(1985)のいう｢関係的契約｣やAoki(1988)の ｢準統合｣の概念とも
共通性を持つものである｡

4hternationalMotorVehicleProject(略してIMVP)とは,マサチューセッツ工科大学(MIT)が主体と
なって阻耕された国際的自動車産業の研究プログラムである｡IMVPでは1980年以来､いくつかの研究テー

マに基づき世界的な規模で自動車産業の研究が行われてきた｡近年では第4のフェーズ(2001-2004)としてグ
ローバル･バリュ-･チェーンと新技術をテーマに''ManagingtheExtendedEnterprise","eAutomotive",
そして "Vision50faSuStainableFuture"の3点について,MIT以外の世界中の大学や研究機関を巻き込ん

だ取り魁みが行われている｡詳細については,http‥//imvp,nit.edu/index.htmlを参照されたい｡なお,本筋
で述べるのRoosetal(1990)は第2フェーズ,また本稿で取り上げるSako(1992)は第3フェーズにおけ
る同プロジェクトの研究成果である｡

50



日本的サプライヤー関係に注目が集まる契機となったのは,Roosetal.(1990)やClark

andFujimoto(1991)による著書の影響が大きい｡当時の日本の自動車メーカーは,開発

リードタイム,工場における時間当たりの生産性,製造品質の面において欧米の自動車メー

カーを凌ぐ競争優位性を有していた.ClarkandFujimoto(1991)は,これらの事実を多

数の実証的データから明らかにしている｡とりわけ,彼らは,開発段階の早期からサプライ

ヤーを関与させるデザイン･イン活動が開発リードタイムの短縮などの面で日本の自動車

産業の競争優位性をもたらしていると述べ,そのようなサプライヤー企業との関係が,欧

米とは対照的なものであることを述べている.Roosetal.(1990)も同様に,トヨタ自動

車とサプライヤー企業との関係のあり方に言及しながら,トヨタ･システムの優位性を述

べ,欧米企業においてもリーン生産方式,すなわちトヨタ･システムを模範とした ｢無駄

のない(リーンな)生産体制｣への移行を主張する｡

これらの研究によって,日本の自動車産業の購買,開発,生産のシステムに一層の注目

が集まったことは言うまでもない｡IMVPによる広範な研究は,特にサプライヤー関係だ

けを扱ったものではなく,そもそも幅広い角度から日本の自動車産業の実態とその競争優

位の源泉を探るものである｡その中で,相互に密接な関係を築き上げてきた日本の自動車

産業のサプライヤー関係も間違いなく注目を集めてきたといえよう｡

3.2.2 企業間関係論における信頼概念への注目

企業間関係論は,自動車産業のサプライヤー関係への注目の中で急速に研究が蓄積され

ていった｡研究のメインストリームは,組織間マネジメントのあり方とその規定要因につ

いての国際比較であった｡武石 (2003)では,自動車産業のサプライヤー･システムに関

する1984年から1999年までの実証研究をレビューした上で,次のように述べている｡

多くの研究が国際比較,つまり日本と欧米の比較に主眼をおき,中間的取引モー

ドを代表する日本,組織もしくは市場取引モードを代表するアメリカ (および

欧州)という図式で分析,議論を展開していた (武石,2003,p.38)
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前置きが長くなったが,組織間における信頼の重要性もこのような研究の流れの中に位置づ

けられる｡Sako(1992)は,ACR(Arms-lengthContractualRelation)とOCR(Obligational

ContractualRelation)という二つの概念を用いて,バイヤー･サプライヤー関係の相違を

説明した｡OCRとは,信頼をベースとして少数のサプライヤーと長期的で密接な取引関係

を指し,概して,日本のサプライヤー関係に特徴的に見られた｡一方,短期的な契約に基

づき,市場をベースとしたドライな取引関係を指すACRは,特にイギリスのサプライヤー

関係に特徴的に見られたという｡

彼女は,特に組織間における信頼を鍵概念にして日本と欧州との関係性の相違の傾向を

説明する｡信頼とは ｢ある取引のパートナーである一方が,予測でき,たがいに受容可能

な方法において対応もしくは行動するであろうとするもう一方についての期待｣である｡

その信頼(期待)はそれぞれ異なる理由により次の三つのタイプに分類できる｡

まず,お互いが特定の書面あるいは口頭による同意を期待の理由とする ｢約束厳守の信頼

(Contractualtrust)｣である｡｢約束遵守の信頼｣は,書面あるいは口頭でなされた契約を

守るという,お互いの期待に基づく信頼である｡それは,社会的な規範や倫理観の基準の

上,法律やお互いの同意の上でのルールに立脚して形成 ･判断される｡第二に,取引パー

トナーがその役割を充分に果たすという期待に基づく ｢能力に対する信頼 (Competence

trust)｣である｡能力とは,パートナー企業の経営能力や技術力を意味する.最後に,よ

り一般的にお互いの非限定的なコミットメントに対する期待としての ｢善意に基づく信頼

(Goodwilltrust)｣である｡｢善意に基づく信頼｣の構築のためには,早急な見返りを期待

することなく,取引相手に対してコミットできなければならない｡この関係では ｢満たす

義務と受ける好意との不均衡が絶えず保持｣される(酒向,1998)｡これは,相互に負債が

ある状態や誰かに意図的に貸しを作っておくということである｡

日本に比較的多く見られたOCRは､ACRに比べ信頼度が高い｡信頼は,相手の行動を

予測する傾向をもつことから事前の取引コスト5をおさえ,また機会主義的行動を抑制する

5彼女によれば,取引コストは､新たな取引パートナーの獲得にともなうサーチコスト,(2)価軌 品質,
納期などの時期および取引条件に関して合意に到達するための交渉コスト,(3)サプライヤーから発注企業へ
の製品の流れを管理する在庫コスト,(4)契約期間中の協力と相互監督を促進する監視コストがその対象とさ
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ことから事後的な取引コストの削減につながるであろうとSako(1992)は主張する｡約束

厳守の信頼は,口頭での約束も含むため契約を詳細に取り交わす必要性を低減させる｡能

力に対する信頼は,バイヤーによる無検査納品を実施することでオペレーション上の効率

化をもたらす｡また,取引依存度によってあらわされる ｢善意に基づく信頼｣は,特に日

本企業に特徴的に見られた｡彼女は,日本的サプライヤー関係の根底にある要因を信頼と

いう概念で説明し,それが取引コストの必要性を減少させるような望ましい状況を作り出

すことと,組織間協働の効率化をもたらすことにその優位性があると主張する｡

3.2.3 取引コス ト理論と "信頼 "

ここまで取引コスト理論を中心に企業間関係論の流れをレビューしてきたが.｢信頼｣概

念は,取引コスト理論の観点からどのような意味をもつのであろうか｡また信頼概念の導

入は取引コスト理論にどのような影響をもたらしたのであろうか｡

既述のように,取引コスト理論において取引に関わる意思決定主体としての人間モデル

は,｢機会主義｣を前提としている｡Williamson(1979)によれば,機会主義とは,荻滑さ

を伴いながら自己利益を追求する (self-interestseekingwithguile)ことである｡機会主

義は取引コストを増加させる要因の一つ6であり,取引コストの増加は,所有によるコント

ロール (内製化)へと向かわせる｡

組織間取引において,想起しうる不確実性を全て事前に契約書に書き込んでおくことは

不可能である｡そのため,予期せぬ事態に遭遇することがあり,そのような時には再交渉

などの追加的なコスト(事後的な非効率)が生じる可能性がある｡取引コスト理論では,機

会主義的行動による事後的な取引コスト (事後的な非効率性)の可能性を考慮に入れた上

で,市場か組織 (内製化)かといった選択がなされるのである｡

80年代当時のアメリカの自動車産業のバイヤー･サプライヤー関係はこのような状況を

れている｡前者二つが事前の取引コスト,後者二つが事後的な取引コストと考えられる｡

6取引コスト理論においては,限定合理性,少数性,不確実性･複雑性といった要因が取引コスト理論の発
生要件としてあげられている｡
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反映している｡自動車メーカーは,サプライヤーの機会主義的な行動への懸念から多くの

サプライヤーとの取引を行い,一方のサプライヤーは,他の取引相手に転売できないよう

な資産への投資 (関係特殊的投資)に対しては否定的な態度を示してきた｡自動車のよう

な擦り合わせ型の製品においては,関係特殊的投資が必要とされることがある｡このよう

な場合,先に述べた契約の不完備性ゆえに関係特殊的な投資へのインセンティブを低下さ

せる｡なぜなら,そのような投資は,事後的にバイヤー側の交渉力を高め,機会主義的行

動によってサプライヤーの利益を搾取する危険性 (いわゆるホールドアップ問題)がある

ためである｡

一方で,日本の自動車産業におけるバイヤーとサプライヤーの関係は,欧米のそれとは

極めて対照的であった｡相対的に,少数のサプライヤーと長期的な関係をもち,サプライ

ヤーはバイヤーと関係特殊的な資産を保有していた｡欧米と日本の組織間統治形態の相違

は,機会主義的行動を抑制する信頼という概念を導入することによって上記の相違は説明

可能になり,多くの研究者によって注目をあつめることになる｡

このような日本のサプライヤー関係に固有の要因としての信頼は,わが国の自動車産業

の競争優位性の解明とともに広く注目を集め,今では経営学領域での主要なテーマの一つ

となり,欧米においてもサプライヤー関係における信頼の重要性が議論されるようになっ

てきた｡組織間信頼の議論は,管理会計のみならず,戦略論やマーケテイング論においても

議論されており,その代表的な論点の一つとして取引コスト削減効果が述べられることは

gu(RingandVan deven,1992;ZaheerandVenkatraman,1995;Sako,1998;Helper

andSako,1998;JongandNooteboom,2000;Zaheeretal.,1998;DyerandClm,2003)o

3.2.4 既存研究の貢献と解決すべき検討課題

Sako(1992)の上記モデル,ACR(契約ベースの関係)-OCR(信頼ベースの関係)という二

分法は,日本と欧米の取引関係の相違を説明可能にした一つの好例である｡彼女の研究は,

54



後に多くの研究に多大なる影響を与えており,既述のように組織間管理会計もその例外で

はない｡その貢献は,｢80年代後半 90年代前半における欧米と日本の鼠織間統治形態の相

違を説明するモデルとして,｢信頼｣という概念を導入することによって上記の相違を説明

可能にしたこと｣である｡

取引コスト理論では,機会主義的行動を前提とした人間モデルを仮定しているために,日

本的バイヤー･サプライヤー関係のように互いに独立した組織体であるにも関わらず,密接

な関係を継続的に維持し続けるといった形態については理論と整合的な説明が困難であっ

た｡それに対して,Sako(1992)は,信頼といった概念を取引コスト理論に導入することに

よって理論の一貫性を保持したまま,その困難を克服することに成功したのである｡その

根拠は,日本的バイヤー･サプライヤー関係が ｢善意に基づいた｣信頼の上に成立してい

るために,｢信頼が機会主義的な行動を抑制する｣とするものであった｡

しかしながら,次に述べるような点で限界がある｡第-に,信頼概念が本当に精微なも

のであるかどうかについてである｡先に述べたように,ここでの信頼は,一つの組織間取

引の統治形態としての ｢信頼｣であり,片方で市場型 (あるいは契約型)の統治形態との

比較という点において有用である｡それゆえ,信頼概念を包括的に捉えたものであるのか

どうかという点で疑問の余地がある｡少なくとも,本章第二章のレビューの視点を必ずし

も包括的に捉えているとは考えにくい｡

第二に,協調的な関係を支える要因について,信頼以外に他のどのような要因があるの

かという点については明らかになっていない｡信頼ベースの関係と契約ベース関係という

比較において,日本と欧米の組織間マネジメントのあり方の相違を明らかにした点で大き

な貢献がある｡しかし,密接な協調的関係に固有の要因を探索するという視点からは,十分

な分析とは言えない｡Sako(1992)のモデルにおいては,組織間信頼以外の要因について

は,ほとんど考察がなされていない｡そのため,このような理解が表層的である点は否め

ない｡密接な関係あるいはwin-winと呼ばれるようなサプライヤー関係が,どのようなメ

カニズムによって維持されているのかという点は今後の検討すべき課題であるといえよう｡
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第三に,もう一つ重要なこととして,必ずしもSako(1992)のモデルに限ったことでは

ないが,信頼が取引コストの削減に与える影響を実証的に検証した文献はほとんどない｡

本論文では,このような既存研究の限界を確認した上で,信頼と組織間コントロールと

いう視点から分析を行う｡いくつかの先行研究は,どのような組織間のコントロール･シ

ステムが組織間の協働を達成させているのかという問題に対して,いくつかの知見を与え

てくれるものの,そこからは十分な答えを引き出すことはできなかった｡一つの視点とし

ての中間組織の概念は,日本のバイヤー･サプライヤー関係の協調的関係を分析するため

に非常に大きな貢献をもたらしたが,その一方で本研究の視点から見れば, なお抽象度の

高い概念である｡

例えば,バイヤー企業によるリスク分担 (型補償)やVE報酬やランクオーダー制であ

る｡しかし, これらの事例が自動車産業のみを対象にしている点,そして事例レベルの議

論に終始している点で限界があり,ここではより広く組織間マネジメント･コントロール

という統合的枠組みの中で議論する必要がある｡

また,従来,組織内部のマネジメント･コントロールは,没人格的かつコントロール志

向の強いものであったが,信頼を構築するようなコントロール ･システムがどのような特

徴をもつのかといった視点は非常に興味深い論点であり,今後の展開が期待される｡これ

らのテーマに対する貢献可能性を視野に入れつつ,信頼とコントロールの関係について経

験的証拠に基づいて組戚闇取引の実態を明らかにすることが,本論文において筆者が解決

すべき課題である｡

3.3 本研究における組織間信頼の概念フレームワーク

本来,組織間取引における信頼は多義的な概念である｡本論文第2章のレビューから,組

織間取引において信頼が少なくとも広義には三つのレベルから構成される概念であると考

える｡具体的には,三つのレベルとは,(1)個人間あるいは企業間というダイアドのレベ

ル,(2)システムレベル,そして (3)社会のレベルである｡既に述べたように,これら
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のレベルの相違によって信頼の対象や源泉,そして意味内容が異なる｡

第一に,ダイアドのレベルとしての個人に対する信頼は,特定の個人や企業に付与され

る信頼であり,個別性を伴う概念であるDその形成要因としては,信頼が与えられる対象

がもつ人格や能力,そして主体が抱く感情や忠誠心といった多様な要素が考えられる｡第

二に,システムレベルでの信頼は,一般性あるいは社会普遍性を伴う信頼概念である｡公

的ルールや法制度などのシステムによって形成ざれる信頼であり,これは信頼の源泉であ

ると同時にその対象でもある｡第三の社会レベルでの信頼は,評判,ブランド,地位や名

声といった一般的性質をもつタイプの信頼と社会規範や共有された価値に基づき,特定の

間柄の関係で形成される信頼である｡

既存文献から導きだされたこれらの三つのレベルを組織間信頼の枠組みに照らし合わせ

て,ここでは個人,企業,取引システム,評判,社会的規範という五つの要素から組織間

信頼を分析する概念枠組みを以下の表3.1に提示する｡

表 3.1:本論文における信頼概念の枠組み

敷織間信頼の構成要素

ダイアドレベル

個人に対する信頼

企業に対する信頼

システムレベル

取引システムに対する信頼

社会レベル

評判に基づく信頼

社会的規範に基づく信析

組織間取引におけるバイヤーの視点に立つなら,信頼が付与される対象は少なくとも上

記五つのような場合が考えられる｡バイヤーは,例えば,サプライヤー担当者個人を信頼

しているのか,あるいは企業の能力を信頼しているのか,それとも取引上のシステムに対

して信頼が付与されているのか,評判など第三者からの意見なのか,社会的な規範を信じ
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ているのか,これらによってその意味内容は異なるであろう｡また,サプライヤー環境(市

場要因)や取引部晶の特性によっても,信頼のタイプは異なると考えられる｡

3.4 調査デザイン

さて,本論文の分析枠組みの全体像とその目的を明確にしたところで,次に本論文の調

査デザインとして以下の2点について言及する｡まず1点目は,姐織間関係の分析レベル

についてである｡どのような分析レベルあるいは分析視点をどこに据えるかということで

ある｡2点目に,研究方法論についてである｡分析のためにどのようなデータをどのよう

に収集したかということである｡もっとも,両者は互いに密接に結びついており,目的と

する分析レベルに適したデータを用いることが厳密な調査研究には必要不可欠である｡

3.4.1 分析しベル

一般に,企業間システムの分析には,対 (dyad;ダイアド)レベル,セットレベル,ネッ

トワークレベルという三つの分析レベルが存在する (Van deVenandFerry,1980;武石,

2003)｡対のレベルとは,ある特定の企業 (例えば,バイヤー)とその取引先である企業1

社 (例えば,サプライヤー)の関係をみるものである｡また,セットレベルは,ある特定

の企業 1社 (例えば,バイヤー)を中心に,その取引先である複数の企業 (例えば,複数

のサプライヤー)との関係をみる｡最後に,ネットワークレベルとは,直接 ･間接的に取

引関係にある3社以上の企業の相互の関係をみるものである｡つまり,還元すれば,対の

レベルは,1対1の関係,セットレベルは1対多の関係,ネットワークレベルは多対多の

関係を分析する視点といえる｡

本論文では,特定の製造企業 1社を中心として,そこと取引関係にある複数のサプライ

ヤーを分析の範囲としたセットレベルを主な分析視点とする｡ただし,一般にサプライヤー

といっても製品の金型を提供するサプライヤーもあれば,素材を提供するサプライヤー,さ
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らには消耗備品などのサプライヤーなど多種多様な企業が存在する｡そこで,ここでは議

論の拡散を防止する意味で,素材,製造設備,金型,治工具,消耗備品,加工サービスな

どを提供するサプライヤーは分析の範囲からは除外し,バイヤーに直接的に部品を提供す

る国内外のサプライヤーに限定する｡

分析の目的が,バイヤー側からのサプライヤーに対する信頼とコントロールの解明にあ

る｡具体的には,第一の目的は,特定のバイヤーがサプライヤーに対して,どのような信

頼をどの程度付与しているのかという点である｡そして第二の目的は,特定のバイヤーが

サプライヤーに対してどのようなマネジメントを行っているのか,という点である｡これ

らの目的から,本論文では分析レベルとしてセットレベルを採用することは目的整合的で

ある｡

現実を反映させる意味では,セットレベルよりもネットワークレベルで組織間信頼を捉

えるという視点も近年では重要である｡しかし,本論文においては,特定のバイヤーから

みたサプライヤーへの信頼とそのマネジメントに焦点を絞って論を展開することとしたい｡

3.4.2 サンプルの選択

本研究は,バイヤー (最終製品のメーカー)が部品サプライヤーとの取引において,ど

のような信頼がみられるのか,またサプライヤーをどのようにマネジメントしているのか

という点に関心があるOそのため,東京証券取引所第-部に上場の製造業の内,機械,電気

機器,輸送機器,精密機器の4業種に属する企業を対象に,郵送質問調査票によってデー

タを収集された｡特定の業種を絞り込むことには,データの一貫性を確保するいくつかの

利点があることが指摘されている (例えば,Ittneretal.,1999)0

まず,業界全体の動向のコントロールが比較的容易であること,比較的類似した業界に

絞ることで,業界間のコンテクストの相違をある程度コントロールした上で企業間の相違

を実証できることがあげられる｡

そしてさらに重要なことには,本調査のために抽出した上記の企業においては,部品サ
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プライヤーとの間で協働が組織成果にとって重要な要因になるであろうことが予想される

ためである｡サプライヤーとの協働の重要性は,特に自動車産業を対象とした経験的研究

から明らかにされ,わが国の自動車産業の競争優位性の解明に大きな貢献をもたらしてき

た｡しかし,これに対し,本研究の狙いを考えれば,特定の一業種のみに焦点を当てるよ

りは,加工組立型産業全般を扱うことの方に意義があると考えられる｡

このようなサンプルの選択は,わが国の組織間管理会計研究における既存の調査 (窪田,

2001;坂口,2004)のサンプルと同様である｡本研究において,このような研究方法論を

採用することは,上記二つの調査結果の比較検討が可能である点でも利点がある｡

3.4.3 郵送質問票調査の手続き

質問調査票は,2006年11月12日に東京証券取引所第-部に上場の機械,電気機器,輸

送機器,精密機器に属する四業種の全ての企業(374社)を対象として返信用の封筒を同封

して発送した｡企業の購買全般に責任をもち企業の代表としての認識を問うため,購買部

門長宛に直接依頼した｡実態を反映した調査データの収集にとって,上に述べた業種の特

定と併せて,研究者の意図を適切に反映する部門に送付することが非常に重要である｡そ

こで,送付先の部門の抽出には,2006年度版ダイヤモンド社発行の組織図を全ての企業に

ついて確認後,以下に述べる一定のルールのもとで抽出した上で同社発行の2006年度版会

社職員録のデータをもとに可能な限り,個人宛で送付したO部門の抽出の際には,原則と

して,全社的な資材 ･購買統括部門を最優先し,ついで企業のもっとも中核となる事業部

に属する資材 ･購買部門を選別した｡組織図から以上の部門が判明不可能な場合のみ,企

業の製造部門の統括部門の部門長,経営企画等の部門長の順で発送し,適した部門へ質問

票の転送を依頼した7｡

また,本研究における研究方法上の一つの特徴として,従来の質問調査紙だけでなく,

7このような発送ルールの順位付けは,作業の過程で購買部門が製造統括部門の下に置かれていることが多

くの場合で確認されたこと,そして全社的な経営を統括する部門としての経常企画部が転送の依頼先として適

すると考えられたためである｡
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MicrosoftExcel2003(エクセル)で作成した調査票データを保存したフロッピーディスクも

同封して送付した｡回答者には,紙ベースでの質問票とエクセルでの質問票は同じもので

あり,返送方法として郵送とEメールによる2種類があることを明記し,回答方法は回答

者に選択してもらうという形を採用した｡このように回答方法の選択を回答者に委ねたの

は,近年,企業においてパソコンやEメールが経常的に利用されているために,利便性の

観点から回答者,研究者双方にメリットがあると考えられる一方で,メールアドレス等も

個人情報の一つであるという認識が高まっているために電子データでのやりとりに懐疑的

な企業も存在するであろうと考えられたためである｡

3.4.4 郵送質問票調査の回収結果

質問票は,約半月間の回収期間を設け,11月30日をもって一旦締め切りとし,本研究の

調査ターゲットである374社の母集団の内,19.8%にあたる74社からの回答を得た｡郵送

による返答は45社 (回答企業の60.8%)であり,その内,2社からは同封したフロッピー

ディスク上での回答であった｡Eメールによる返答は29社 (回答企業の39.2%)からで

あった｡

次に,回答企業数の業種別内訳は,表3.2に示す通りである｡まず,業種ごとに回収率に

偏りがないかどうかについて独立性の検定を行った結果,5%水準で帰無仮説を棄却する

ことはできず,業種ごとの回収率について統計的な差異は確認されなかった｡しかし,電

気機器産業を除いた他の業種のサンプル数は30社以下と小サンプルであり,精密機器産業

についてはわずかに2社であるために分析の際には注意をしなければならない｡

表3.2:業種別回収率
業種 回収率 回収数 母数

機械 14,0% 17 121

電気機器 24.4% 41 168
輸送用機器 23.0% 14 61

合計 19.8% 74 374
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また,これらのサンプルが母集団の特性を示しているかを確認する必要がある｡非回答

バイアスの存在の有無を確認する必要がある(vanderStedeetal.,2005)｡サーベイの統

計解析結果を一般化することを阻害するバイアスの一つに非回収バイアスがあげられる｡

非回収バイアスとは,回答者と非回答者との間に生じる偏りや差異のことであり,ここに

バイアスが生じれば,調査結果に影響を与える可能性がある｡例えば,督促状の発送前後

での回収企業群の独立性の検定などの手法があげられるが,ここでは,回収企業と非回収

企業の売上高 (2005年3月末時点)を用いて,両者に統計的に有意な差がないことを確認

した｡したがって,次章以降の分析においては,業種間での比較には注意を払いつつも,全

体としてのデータに非回収バイアスはないものとして分析を行う｡

62



第4章 バイヤー ･サプライヤー関係の実態に

関する記述統計結果

4.1 バイヤー ･サプライヤー関係の特徴

本章では,質問票調査から得られた経験的データによって,わが国のバイヤー･サプラ

イヤー関係の特徴を述べる｡主に記述統計を中心にいくつかの分析結果を述べる｡

バイヤーの外製率

まず,調査対象となったわが国の東証一部上場企業の内,機械,電気機器,輸送用機器,

精密機器に属する企業の外製率についての分析結果を表4.1に示している｡外製率とは,紘

製造原価における購入部品費の割合を参考として回答いただいた｡その結果,全産業を対

象とした長井値は,｢50-59%｣であり,次いで ｢70%以上｣,｢6069%｣,｢40-49%｣となっ

ている｡

また,産業別に外製率をみてみると (表4.1),輸送用機器に属する企業群の外製率は

40%以下という回答はない｡次いで電気機器,機械の順であり,幾分散らばりが見られるが,

外製率の高さがうかがえる｡精密機器については,極端にサンプル数が少ないため,これを

もって産業の特性値とみなすことは不可能であろう｡また,外製率が50%以上と答えた企業

数は,4業種合計で65.3%であり,業種別にみると,機械 (62.5%),電気機器 (65.0%)輸

送用機器 (78.6%)となっている｡これらから,対象となる産業における外製率は相対的に

高いと考えてもさしつかえないであろう｡なお,機械,電気機器,輸送用機器の三つの業種

を対象として,部分的にサンプル数が少なく,データの頑健性に乏しいためMarm-Whitney
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の順位和検定を行った結果,業種間での有意な差は確認されなかった｡

表 4.1:企業における外製率 :度数分布

20%未満 20--29% 30-39% 40-49% 50-59% 60-69% 70%以上 N

機械 18.8% 6.3% 0.0% 12.5% 31.3% 18.8% 12.5% 16

電気機器 7.5% 5,0% 2.5% 20.0% 20.0% 17.5% 27.5% 40

輸送用機器精密機器 0.0%50.0% 0.0%50.0% 0.0% 21.4% 28.6% 28.6% 21.4% 142

サプライヤー数

次に,サプライヤーの数についての結果を述べる｡表 4.2は,サンプル企業に現在,直

接的に取引のあるサプライヤー数について回答してもらった結果を示している｡わが国の

自動車産業のこれまでの経験的調査では,部品点数が数万点といわれる自動車では,直接

取引のある1次サプライヤー数は,数百社であると言われている｡

表4.2から,最額値は,全業種ともに ｢4:100社～499社｣の回答を得た｡中央値に関

しては,電気機器のみ ｢5:500社～999社｣であったが,業種全体,機械,輸送用機器に

おいては,中央値も ｢4:100社～499社｣であった｡また,業種間での平均値の差につい

てMam-WI山neyの順位和検定を行ったところ,電気機器と輸送用機器で統計的に有意な

差異(p-0.006)が見られた｡
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表 4.2:現在のサプライヤー数 :業種別記述統計

業種 平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

機械 4.24 1.09 2 6 15

電気機器 4.82 0.83 4 6 38

輸送用機器 4.00 0.68 3 6 12

精密機器 3.00 1.41 2 4 2

続いて,現在のサプライヤーの内,新規のサプライヤーと海外サプライヤーがどの程度

の割合で存在しているかについての記述統計結果を示す｡表4.3は,現在取引のあるサプ

ライヤー総数のうち,取引経験が-年以内のサプライヤー数の割合を示している｡

一方,表4.4は,海外サプライヤー数の比率についての結果をまとめたものである｡なお,

測定には,それぞれ ｢1｣0% ｢2｣1%～10%未満 ｢3｣10%～30%未満 ｢4｣30%～50%未満

｢5｣50%～70%未満 ｢6｣70%以上 という六つのスケールで測定された｡新規サプライヤー

も海外サプライヤーもサプライヤー全体に対する割合としては,それほどばらつきが見ら

れず,どの業種においても1割未満とそれほど高い数値を示さなかった｡

表 4.3:新規サプライヤーの比率 :業種別記述統計

業種 平均値 標準偏差 最小値 最大値 尖度 N

機械 2.35 0.828 2 5 8.24 17

電気機器 2.17 0.451 2 4 7.13 41

輸送用機器 2.00 0.00 2 2 14

精密機器 2.00 0.00 2 2 2
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表 4.4:海外サプライヤーの比率 :業種別記述統計

業種 平均値 標準偏差 最小値 最大値 尖度 Ll

電気機器 2.36 1.019 1 6 7.60

輸送用機器 2.29 0.611 2 4 4,25

合計 2.23 0.852 1 6 10.51L竺

4.2 90年代以降のサプライヤー数の推移

新製品が生み出されては消えていく現代において,市場環境は不確実性を増し,ますま

す厳しさを増しているO製造業は,短 くなる製品のライフサイクルとあわせて技術的イノ

ベーションにも早急な対応を迫られている｡変化の大きな外部環境に適応すべ く,組織の

枠を超えた業務プロセスの見直しや戦略的に外部企業と技術提携を行うなど阻織的な変化

の必要性も大きい｡アウトソーシングや戦略的提携などに注目が集まる中,ここ十数年の

間で,バイヤー ･サプライヤー関係はどのように変容していったのであろうか｡

4.2.1 2000年から現在にかけてのサプライヤー数の推移

まず,2000年から現在にかけてのサプライヤー数の推移を見てみるO質問票調査では,

過去5年間の動向と比較して,2000年から現在のサプライヤー数を ｢1:減少傾向である｣

｢2:増減なし｣｢3:増加傾向｣の三つのカテゴリから選択してもらった｡その結果を表
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4.5に示しているo平均値からは,2000年以降現在にかけて,サプライヤー全体としては

やや減少傾向であるが,新規サプライヤーや海外サプライヤーはやや増加傾向であること

が見てとれる｡

この点についてもう少し詳細にデータを見てみよう.表4.6は,総サプライヤー数の増

減と新規サプライヤー数の増減についてのクロス表である｡興味深いことに,新規のサプ

ライヤーを増加している企業には,次の二つのパターンが多 く見られる.まず,全体とし

てのサプライヤー ･ベースを増加させる中で新規のサプライヤーを増加している企業 (36

社)であり,次に,全体としてのサプライヤー数は絞り込みを行いつつも新規のサプライ

ヤーは増加させている企業 (18社)であるO表4.7を見れば,海外サプライヤーについて

もおよそ同様のパターンが確認できる｡

表 4.5:2000年から現在にかけてのサプライヤー数の推移

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

総サプライヤー数 2.16 0.907 1 3 74

新規サプライヤー数 2.74 0.500 1 3 74

海外サプライヤー数 2.74 0_500 1 3 74

表 4.6:2000年から現在にかけてのサプライヤー数の推移 :クロス表1

新規サプライヤー

減少傾向 増減なし 増加傾向 合計

総サプライヤー 減少傾向 2 5 18 25

増減なし 9 3 12

増加傾向 1 36 37

合計 2 15 57 74

67



表 4.7:2000年から現在にかけてのサプライヤー数の推移 :クロス表2

海外サプライヤー

減少傾向 増減なし 増加傾向 合計

総サプライヤー 減少傾向 1 2 22 25

増減なし 1 5 6 12

増加傾向 8 29 37

合計 2 15 57 74

4.2.2 1995年から1999年にかけてのサプライヤー数の推移

表4.8は,1995年から1999年にかけてのサプライヤー数の推移である｡上に述べた測

定項目と同様のものを採用している｡この時期においては,新規サプライヤー,海外サプ

ライヤーを含め全体のサプライヤー数は,ほとんど前5年と変わっていなOか,あるいは

やや増加傾向にあるといってよいであろう｡

表 4.8:1995年から1999年にかけてのサプライヤー数の推移

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

総サプライヤー数 2.32 0.621 1 3 73

新規サプライヤー数 2.38 0.516 1 3 73

海外サプライヤー数 2.36 0.483 2 3 72
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表 4.9:1995年から1999年にかけてのサプライヤー数の推移 :クロス表 1

新規サプライヤー

総サプライヤー 減少傾向 1 3 3 6増減なし 33 4 38

増加傾向 7 22 29

合計 1 43 29 73

表 4.10:1995年から1999年にかけてのサプライヤー数の推移 :クロス表2

海外サプライヤー

減少傾向 増減なし 増加傾向 合計

増減なし 28 9 37

増加傾向 16 13 29

1995年から1999年のサプライヤーの推移をクロス表で見てみると,特徴的なのは,節

規のサプライヤーを減少させたという企業は 1社であり (表4.9),海外サプライヤーに関

しては減少傾向にある企業は皆無である (表4.10)ということである1｡

1ただし,当時どのくらいの新規サプライヤーや海外サプライヤーとの取引があったのかについては,この

分折からは明らかにできない点に注意が必要である｡
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4.2.3 1990年から1994年にかけてのサプライヤー数の推移

表4.11は,1990年から1994年にかけてのサプライヤー数の推移である｡この時期には,

新規サプライヤー,海外サプライヤーを含め全体のサプライヤー数は,ここでもやや増加

傾向にあるといってよいであろう｡

表 4.ll:1990年から1994年にかけてのサプライヤー数の推移

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

総サプライヤー数 2.36 0.631 1 3 73

新規サプライヤー数 2.31 0.577 1 3 72

海外サプライヤー数 2.28 0.481 1 3 72

表 4.12:1990年から1994年にかけてのサプライヤー数の推移 :クロス表1

新規サプライヤー

減少傾向 増減なし 増加傾向 合計

総サプライヤー 減少傾向 2 2 2 6

増減なし 2 31 1 34

増加傾向 8 24 32

合計 4 41 27 72
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表 4,13:1990年から1994年にかけてのサプライヤー数の推移 :クロス表2

海外サプライヤー

減少傾向 増減なし 増加傾向 合計

総サプライヤー 減少傾向 1 3 2 6

増減なし 27 8 35

増加傾向 20 ll 31

新規サプライヤーと海外サプライヤーを比較すれば,新規サプライヤーの増加傾向に対

して,海外サプライヤーの増加傾向は緩やかである｡また,上記の1995年以降の傾向も考

慮にいれれば,90年代にわが国における製造業のバイヤーはコンスタントにサプライヤー

の数を増加させてきたという傾向が見られる｡そして2000年以降は,そのまま増加傾向に

ある企業と新規サプライヤーや海外サプライヤーを増加させながらも全体のサプライヤー

総数の見直しを行っている企業に区別される｡

4.3 サプライヤー ･システム

4.3.1 サプライヤー ･システムの組織的特徴

多層的サプライヤー関係

自動車産業では,通常完成品メーカーに納入するl次サプライヤー,1次サプライヤー

に納入する2次サプライヤー,そして3次以下のサプライヤーというように階層的なサプ

ライヤー関係を構築している(藤本,1998)2｡1次サプライヤーは,2次以下のサプライ

ヤーから特定の部品を構成する様々な部品を調達し,それを加工し阻み付け(サブ･アセ

ンブリー),ひとつのまとまった ｢システム部品｣としてバイヤー企業に納入する｡このよ

2ただし,現状では,そのような階層構造におoて1次サプライヤーが2次サプライヤーに納入するなど複
雑なネットワーク構造を有しているともいわれている｡
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うな ｢まとめてまかせる一括型の発注パターン｣の実務は,伝統的に日本のサプライヤー

関係が,欧米に比べ,比較的少数のサプライヤーとの部品取引を行ってきたひとつの要因

としてあげられる｡しかし,近年では,欧米の自動車産業においてもこのような階層的な

サプライヤー構成により発注先サプライヤーの絞 り込みが行われていること,それに伴う

様々な改革によってシステム部品を納入する1次サプライヤーが存在するようになってき

た(An dersonetal.,2000).ここでは,このような多層的サプライヤー関係の実態につい

ての特徴についてまとめておく｡

表 4.14:サプライヤーの成層化の程度 :業種別記述統計

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

機械 2.81 1.223 1 5 16

電気機器 3.27 1.074 1 5 41

輸送用機器 3.71 1.069 2 5 14

精密機器 4.00 0.000 2

本調査での業種別記述統計は,表4.14に示す通りである｡サプライヤー関係の多層性に

ついて,｢貴社から見てサプライヤー関係は,1次下請け,2次下請けなど多層的に形成さ

れていますか｣という質問に対して,｢1:全 く成層化していない｣から ｢5:大部分で成

層化している｣の5段階のスケールで測定しているOここでも,サンプルの少なさから精

密機器を分析対象から除外して考えると,輸送用機器が平均値で3.71と高い値を示してい

るのに対して,電気機器,機械の順で相対的に低い値を示している｡

また,表4.15は,協力会の有無についての回答結果を示している｡表は得られた回答を

パーセンテージの形にして示しており,輸送用機器が71.4%と高い数値を示している｡上

で述べたようなサプライヤー関係の成層化の程度の高いことと関連しているかもしれない
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が,機械産業での結果を見る限り,協力会があるからといって必ずしも階層的なサプライ

ヤー関係を構築しているわけでもないようである｡協力会については,その存在は知られ

ているにも関わらず,そこでバイヤー･サプライヤー間のどのような情報交換が行われて

いるのかなどといったことについては全く明らかになっていない｡しかし,協力会はバイ

ヤー ･サプライヤー間だけでなく,サプライヤー同士でも顔を会わす機会であると考えら

れ,そこでどのようなコミュニケーションが営まれているかについては興味深いO

表 4.15:協力会の有無 :業種別記述統計

全体 機械 電気機器 輸送用機器 精密機器

協力会 ある 52.7% 58.8% 43.9% 71.4% 50.0%

4.3.2 バイヤー ･サプライヤー間の役割分担

日本の中核企業(主にアセンブリー･メーカー)は,従来から自らを中心とするネットワー

ク,すなわち系列を形成し,主として部品購入を行ってきたO中核企業に納入する企業に

対して,しばしば,下請け企業という言葉が使われることがある｡しかしそれには,取引

において技術的にも立場的にも低位にあるという印象を伴う｡浅沼 (1997)によれば,加

工組立型産業の代表である自動車産業における実務においては,このような呼称は既に利

用されなくなっているという｡彼は,実務においては,貸与図,承認図という方法によっ

て外注加工サプライヤーを分類していることを明らかにした.貸与図方式とは,バイヤー

側で開発,図面を引き,｢サプライヤーに設計図を貸与して製造を行わせる｣方式である｡

一方,承認図とは,バイヤーが ｢大まかな仕様を提示し,その仕様に適応するような部品

をサプライヤー側で開発｣した後,バイヤーは ｢その図面を投出させて検討し,承認を与

える｣という方法による(浅沼,1997)｡
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このような実務に類似した内容は,他の産業でも行われているのだろうか｡本調査では,

主要サプライヤーとの間で次の五つの項目について,どちらがその役割を担っているのか

という点について回答をもらった3｡

まず,部品の基本設計については,75,5%がバイヤー側で担当していることがわかるが,

その詳細な設計にあたっては,バイヤー側が担当する比率は,62.1%となっている｡これ

は,部品の基本設計については,バイヤー側で担当するとともに,その詳細な設計につい

てはサプライヤー側に任せているという実務がいくらか行われていることを反映している

のかもしれない｡

表4.16:主要サプライヤーとの役割分担 :記述統計

全体 N

部品の基本設計 バイヤー 75.5% 74

サプライヤー 27.0% 74

部品の詳細設計 バイヤー 62.1% 74

サプライヤー 39.2% 74

設計図面の所有 バイヤー 68.9% 74

サプライヤー 32.4% 74

納入/出荷時検査 バイヤー 29.7% 74

サプライヤー 73.0% 74

品質保証責任 バイヤー 24.3% 74

その設計図面の所有権については,バイヤー側の比率が相対的に高くなっていることが

3回答にあたっては,必ずしも片方が担当しているとは言い切れないために,複数回答を可能としている｡

複数回答を行った企業は極めて少なかったが,それゆえバイヤーとサプライヤーの合計は100%を超えている
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わかる｡部品の設計に関わる側面については,主にバイヤー側に主導権があるのかもしれ

ない｡

次に,部品の納入時あるいは出荷時の検査についての役割分担については,サプライヤー

側が73.0%を占めている｡また部品の品質保証責任についても,サプライヤー側が77.0%と

高い値を示している｡

4.4 小括

本章では,わが国のバイヤー･サプライヤー関係の実態に関して記述統計結果を中心に

述べてきた.概ね,産業間での相違はなく,全体的な傾向を示していると言えるOその中

においても,サプライヤー関係の多層的関係,あるいは協力会などについては,輸送用機

器の産業において相対的に高い数値を示している｡これらの実態については,以降の分析

の予備的な議論として位置づけ,これ以上の分析は行わないが,いくつかの興味深い組織

間関係マネジメントの実践や現状が把握できる｡特に,サプライヤーの数の推移について

は,近年における開発業務あるいは製造業務のアウトソーシングの実態とあわせて更なる

考察が必要であるし,2000年を契機としたサプライヤー数の特徴的な変化がどのような要

因のもとで生じてきたのか,またその結果どのような組織間マネジメントに変化が起こっ

たのかなど,本章での統計結果からさらに研究を発展させていくことが重要である｡
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第5章 組織間信頼の概念の操作化と妥当性の

検証

5.1 はじめに

本章では,本論文で鍵となる概念,組織間信頼についての振作化と質問票調査で得られ

たデータ用いて構成概念の妥当性についての検証を行う｡まず,第2節では,本論文の第2

章及び第3章で提示した阻織間信頼の概念枠組みにおける構成概念を改めて確認する｡第

3節では,各レベルにおける信頼の構成要素をどのような項目で測定するのかについて述

べた上で,実際に質問票で得られたデータを利用して,構成概念の妥当性についての確認

の作業を行う｡この段階で,得られたデータの制約から若干の修正を加えた後に,第4節

では,以降の分析で採用する阻織間信頼概念を提示する｡

5.2 組織間信頼の概念の操作化

本研究において ｢組織間信頼｣は,バイヤーによる信頼の対象として,ダイアド,シス

テム,社会という三つのレベルを想定し,さらに下位の五つの要素に細分化して構成した

(第3章参照)｡既存文献から導きだされたこれら三つのレベルを組織間信頼の枠組みに照

らし合わせて,ここでは個人,企業,取引システム,評判,社会的規範という五つの要素か

ら組織間信頼を分析する枠組みを以下の表5.1に提示する｡

まず,第-に,ダイアドのレベルとしての個人に対する信頼は,特定の個人や企業に付

与される信頼であり,個別性を伴う概念である｡その形成要因としては,信頼が与えられ

る対象がもつ人格や能力,そして主体が抱く感情や忠誠心といった多様な要素が考えられ
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る｡第二に,システムレベルでの信頼は,一般性あるいは社会普遍性を伴う信頼概念であ

るQ公的ルールや法制度などのシステムについての信頼であり,ここでは信頼の源泉であ

ると同時にその対象でもあると考えている｡第三の社会レベルでの信頼は,評判,デラン

ド,地位や名声といった一般的性質をもつタイプの信頼と特定の集団間で形成される社会

規範や共有された価値に基づく信頼の二つを意味している｡

なお,変数名として用いる時には,個人に対する信頼は ｢対個人信頼｣,企業に対する

信頼は ｢対企業信頼｣,取引システムに対する信頼は ｢システム信頼｣,評判に基づく信頼

は ｢評判への信頼｣,社会的規範に基づく信頼は ｢社会的信頼｣といった略称を用いるこ

とにする｡

表 5.1:本論文における信頼概念の枠組み

組織間信頼の構成要素

ダイアドレベル

個人に対する信頼 ⇒ 対個人信頼

企業に対する信頼 ⇒ 対企業信頼

システムレベル

取引システムに対する信頼 => システム信頼

社会レベル

評判に基づく信頼 =〉 評判による信頼

社会的規範に基づく信頼 => 社会的信頼

組織間信頼の概念を構成する変数とその項目を以下のように,それぞれ設定した (表5.2)｡

そして,それぞれの項目について,｢全くそのようなことはない｣から ｢全くそのとおり｣

までの5段階のリッカートスケールを用いて測定した｡本来,このような構成概念を新規

に構築する際,特に操作化にあたっては事前のパイロットスタディによって,各変数と構

成概念の妥当性及び内的整合性の確保を行い,尺度の信頼性高めるべきであるが,今回こ

の作業を行うことができなかった｡そのため,若干の修正を伴いながら,それぞれの下位
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変数の各項目について構成概念の妥当性と内的整合性について検討していくCまた,それ

ぞれのレベルについての概念の抽象度が実に様々であるために,これらの項目を全て同時

に分析にかけることは好ましくないと思われる｡そのため,以下ではそれぞれのレベル毎

にみていく｡

表 5.2:組織間信頼を構成する各項目表

組織間信頼の操作化

対個人信頼

現在のサプライヤーの担当者は概ね人格的に優れており尊敬できる

現在のサプライヤーの担当者は自身にとって都合の悪い情報でもつつみ隠さず教えてくれる

納期遅れが生じた際,サプライヤーの担当者の努力でなんとかできたのではないかと思うことがある(氏)

対企業信頼

現在のサプライヤーの部品品質について心もとないと思うことがある (氏)

現在のサプライヤーの技術や能力は貴社にとって欠かせないものである

現在のサプライヤーとの取引が途絶えた場合,現在の価格,晶質,機能の水準を維持することは困難だ

現在のサプライヤーの部品は概ね業界で評価が高い

システム信頼

ISOなどの第三者機関による認証をもつサプライヤーとは安心して取引ができる

現在のサプライヤーとの取引が途絶えても,代替的なサプライヤーを確保することができる

評判による信頼

業界内での噂や情報には敏感な方だ

悪い評判のあるサプライヤーとの取引開始 (継続)は､慎重にならざるを得ない

社会的信頼

現在のサプライヤーとは共存共栄の堅い辞で結ばれている

これまでの取引上の慣行や慣習はこれからも変わることはないだろう

現在のサプライヤーとの長期的関係は今後も変わることはない

(氏)は逆転尺度による項目を指す｡
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5.3 組織間信頼の特徴と妥当性の検討

ダイアドレベル :対個人信頼

まず,組織間信頼を構成する概念の一つ目は,ダイアドレベルにおける個人に対する信

頼である｡既述のように,ここでは簡略化のために変数名を対個人信頼とする｡表5.3にあ

るように,個人レベルを対象とする質問項目として,担当者の協調的態度を期待する程度

と機会主義的行動を危倶する程度の二つの下位変数を用意したO-つ目の ｢現在のサプラ

イヤーの担当者は概ね人格的に優れており,尊敬できる｣については,サプライヤーの担

当者が人格的に高潔で信頼に値する人物であるのかについて,次の ｢現在のサプライヤー

の担当者は､自身にとって都合の悪い情報でもつつみ隠さず教えてくれる｣は,機会主義

的な行動をとる可能性についてどの程度危倶しているかに関する質問である｡一方,｢納期

遅れが生じた際に､サプライヤーの担当者の努力でなんとかできたのではないかと思うこ

とがある｣は,担当者が協調的な態度を示し,バイヤー側の要求に対して柔軟な対応が可

能であるかどうかについての質問を意図したO

表 5.3:個人レベルの信頼の下位変数

個人レベルの信頼の下位変数

機会主義的行動への危倶

現在のサプライヤーの担当者は概ね人格的に優れており尊敬できる

現在のサプライヤーの担当者は自身にとって都合の悪い情報でもつつみ隠さず数えてくれる

柔軟な対応

納期遅れが生じた際,サプライヤーの担当者の努力でなんとかできたのではないかと思うことがある(氏)

(氏)は逆転尺度による項目を指す｡
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表 5.4:個人レベルの信頼 :記述統計
平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

現在のサプライヤーの担当者は概ね人格的に優れており, 338 0.676 2 5 74

尊敬できる

現在のサプライヤーの担当者は､自身にとって都合の悪い 2.97 0.707 1 4 73

情報でもつつみ隠さず教えてくれる

納期遅れが生じた際に､サプライヤーの担当者の努力でな 2,19 0.696 1 4 74

んとかできたのではないかと思うことがある (氏)

表 5.5:個人レベルの信頼 :相関係数

1 2 3

1 現在のサプライヤーの担当者は概ね人格的に優れており, 1

尊敬できる

2 現在のサプライヤーの担当者は､自身にとって都合の悪 0.51*** 1

い情報でもつつみ隠さず教えてくれる

3 納期遅れが生じた際に､サプライヤーの担当者の努力で 0.20** 0.04 1

なんとかできたのではないかと思うことがある (氏)

***1%レベルで有意,+*5%レベルで有意

これらの記述統計結果と相関係数については,それぞれ表 5.4と表 5.5で示す通りであ

るが,これをみると,第-の人格的な信頼性についての質問は,機会主義的行動への危倶

との相関が確認されたものの,第三の協調的態度への態度とも相関をもってしまっている｡

因子分析による解析も考えられるがここでは当初のまま,対個人信頼の下位変数として用

いたCすなわち,前2項目を ｢機会主義に対する危倶｣とし,後者を ｢柔軟な対応｣への

期待とした｡なお,ここで ｢機会主義｣に対する危倶の変数においては,機会主義的な行

動を行わないだろうという意味での期待を指すために信頼の尺度としては順尺度となる｡

ダイアドレベル :対企業信頼

次に,ダイアドレベルにおけるもう一つの要素は,企業に対する信頼 (対企業信頼)で

ある｡個人レベルの信頼(対個人信頼)と同様に,ダイアド(対)のレベルであり,特定の取

引相手が信頼に足る存在であるかどうか,これが対企業信頼の一つ目の構成要素となる｡
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企業 (ここでは取引関係にあるサプライヤー)の信頼性に対する評価 と言い換えることも可

能である｡評価の対象としては,製品の価格,品質,機能などにはじまり,サプライヤー

の製造能力や品質管理体制,さらには経営体力など多岐にわたるが,その企業に対する信

頼が,広 くサプライヤーの能力であることで共通している｡このような視点から組織間信

頼を捉える既存研究も多 く存在する1｡

それぞれの項目についての記述統計結果を表5.6に示す｡最も平均値の高い項目は,｢現

在のサプライヤーの技術や能力は貴社にとって欠かせないものである｣の4.28であり,吹

いで平均値が3.89の ｢現在のサプライヤーとの取引が途絶えた場合､現在の価格,晶質,

機能の水準を維持することは困難だ｣である｡逆に,最も平均値の低い項目は,｢現在のサ

プライヤーの部品晶質について心もとないと思うことがある｣の2.76(尺度の逆転後の値)

である｡これらの結果を解釈すれば,概ね現在のサプライヤーの重要性についての認識は

高いものの,その一方で納入される部品の品質についてはいくらかの不安を感じているバ

イヤーも中には存在すると考えられる｡

表 5.6:企業レベルの信頼 :記述統計

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

現在のサプライヤーの部品品質について心もとない 2.76 0,948 1 5 74

と思うことがある (氏)

現在のサプライヤーの技術や能力は貴社にとって欠 4.28 0.673 3 5 74

かせないものである

現在のサプライヤーとの取引が途絶えた場合､現在 3.89 0.853 2 5 74

の価格,品質,機能の水準を維持することは困難だ

現在のサプライヤーとの取引が途絶えても,代替的 2.78 0.815 1 5 74

なサプライヤーを確保することができる (R)

現在のサプライヤーの部品は概ね業界で評価が高い 3.72 0.562 3 5 74

質問票の設計段階においては,｢現在のサプライヤーとの取引が途絶えても,代替的なサ

プライヤーを確保することができる｣という項目は,システム信頼を構成する一つの項目

1例えば,Sako(1992),SakoandHelper(1998)はその典型例であるし,他にも真鍋･延岡 (2003)や
Dekker(2004)などがある｡
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とすることを想定していたが,本項日は企業レベルの信頼の一部と統計的に有意な相関関

係をもつ結果となった｡質問項目の内容から考えて,一般的なシステムに対する信頼とい

うよりは,それぞれの企業独自の取引に依存するシステムと関連する｡後述する項目間の

相関係数や因子モデルの妥当性と結果の解釈可能性などを検討した結果,システム信頼の

構成要素からは除外した上で,対企業信頼の項目として採用した｡

表 5.7:企業レベルの信頼 :相関係数

1 2 3 4 5

1 現在のサプライヤーとの取引が途絶えた場合､現在の価格, 1

晶質,機能の水準を維持することは困難だ

2 現在のサプライヤーの技術や能力は貴社にとって欠かせない 0.46*** 1

ものである

3 現在のサプライヤーとの取引が途絶えても,代替的なサプラ 0.34**事 0.14 1

イヤーを確保することができる (氏)

4 現在のサプライヤーの部品品質について心もとないと思うこ 0.12 0.05 -0.12 1

とがある (R)

5 現在のサプライヤーの部品は概ね業界で評価が高い 0,22* 0.18 -0.02 0.35*** 1

榊 *1%レベルで有意叫5%レベルで有意 *10%レベルで有意

また,これらの項目についての相関係数を示したものが表5.7である｡質問票の設計段

暗では,｢組織能力に対する信頼｣という一つの変数に集約されると考えたが,相関係数か

ら,表5.7の1,2,3の項目については,相互の相関関係が認められ,一方で1,4,5にもいく

らかの相関関係が確認された｡そのため,一つの下位変数とすることは避けた｡これらの

五つの項目に対して因子分析を行い,プロマックス回転をかけた結果を表5.8に示す｡因

子間の相関関係がある程度想定されるためにプロマックス法を用いところ,因子間相関は

r=0.27であった｡なお,各項目の相関係数は,表5.7に示す通りであり,バリマックス法

による分析でも抽出された因子構造に相違は見られなかった｡

因子が二つに分かれたことに関しては想定と異なる結果となったOこの第-因子の項目

に共通する点は,取引関係にあるサプライヤーに対して高い重要度を示すものであるが,同

時に他の取引サプライヤーと代替不可能であることも指している｡そのサプライヤーが重
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要な存在であり,バイヤーにとって必要不可欠であるなら,ある種の信頼と呼べるであろ

う｡しかし,他のサプライヤーと代替不可能な場合には,そのサプライヤーに対してなん

らかの理由で依存度が高くなり,ある種のパワー関係が生じてしまう｡信頼形成における

このような関係は,｢構造同値｣と呼ばれる問題である (Burt,2001)｡構造同値とは,取引

関係にあるサプライヤーが他の取引サプライヤーと代替不可能であるような場合には,依

存的な信頼関係になりやすいといった傾向を示すものである｡そのため厳密には信頼とは

区別が必要である｡そのため,ここではサプライヤーに対する高い評価との区分を明確に

しながら,対企業信頼を構成するもう一つの下位変数として分析枠組みに取り入れる｡

以上の結果,第一因子として抽出された項目は,現在のサプライヤーに対して重要不可

欠だという認識や代替不可能性を示していることから ｢重要性と依存｣とする｡第二因子

を構成する項目は,サプライヤーに対する評価の高低を示すものであり ｢評価｣と呼ぶ.

表 5.8:企業レベルの信頼 :因子分析

対企業信頼

重要性と依存 評価 共通性

現在のサプライヤーとの取引が途絶えた場合､現在の価格,品 0.91

質,機能の水準を維持することは困難だ

現在のサプライヤーの技術や能力は貴社にとって欠かせないも 0.47

のである

現在のサプライヤーとの取引が途絶えても,代替的なサプライ 0.43

ヤーを確保することができる (氏)

現在のサプライヤーの部品晶質について心もとないと思うこと 0,68 0.33

がある (R)

現在のサプライヤーの部品は概ね業界で評価が高い 0.55 0.18

固有値 1.78 1.33 3.ll

因子寄与率 35.49 26.61 62.1

主因子法,プロマックス回転後｡因子負荷量が,0.40以上のみを記載

固有値,累積寄与率の最右欄はそれぞれの累積億を記載
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システムレベル :システム信頼

続いて,組織間信頼を構成する三つ目のレベルとしてシステムレベルの信頼を記述統計

結果(表5.9)から見てみる｡システムレベルの信頼とは,普遍性をもつ取引システムに信

頼の源泉があることを指し,サプライヤーに対する信頼が,ダイアドの相互作用の結果で

はなく,第三者としての取引システムを媒介して形成されるタイプのものを指す｡

本調査では,サプライヤーがISOの認証を保有していることによって,バイヤーはどの

程度の安心感を得ているのかということを測定した｡当初設定したもう一つの項目は上に

述べたように,対企業信頼の下位変数として取り入れたために,システム信頼の測定に用

いた質問項目は ｢ISOなどの第三者機関による認証をもつサプライヤーとは安心して取引

ができる｣の-項目のみである｡

表 5.9:システムレベルの信頼 :記述統計

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

ISOなどの第三者機関による認証をもつサプライヤー 3.62 0.839 1 5 74

とは安心して取引ができる

結果についての解釈であるが,その平均値は3.62(5点リッカートスケール)と,やや高

い値であるといえるかもしれない｡

この規格は国際標準化機構 (ISO)が定める国際規格であり,例えばISO9000シリーズ

は,サプライヤーの品質管理システムに対して一定の品質水準を満たしていることを保証

する認定プログラムであり,その認証は既に品質について信頼に足ることを保証するもの

である｡本項目は,そのシステムに対する信頼性を測定したものである｡尺度の信頼性に

は若干の危供が残るが,バイヤーによるISOシステムに対する信頼の高低として捉え,シ

ステム信頼は認証システムのことを指すという仮定の下で利用することにし,この-項目

のみを採用するO
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社会レベル :評判

次は,社会レベルの信頼の一つ目である評判について検討する｡質問票に基づけば,評

判に対する信頼として設定したのは,以下の二つの項目であった｡一つは,｢業界内での噂

や情報には敏感な方だ｣である｡評判に対する信頼の一般的な特性を表現することを意図

した｡もう一つは,｢悪い評判のあるサプライヤーとの取引開始(継続)は､慎重にならざる

を得ない｣という特定の状況でより具体的に評判についての認識を問うた｡

表5.10に記述統計結果を示しているが,二つ目の項目については,特に高い平均値を示

している｡一つ目の項目についても平均値で3.62となっており,バイヤー･サプライヤー

関係において評判の効果というものが大きいことが伺えるOしかしながら,後に行う分析

に限っていえば,｢悪い評判のあるサプライヤーとの取引開始(継続)は､慎重にならざるを

得ない｣という項目の天井効果が大きいために以後の分析からは除外せざるを得ない｡

そこで,｢業界内での噂や情報には敏感な方だ｣だけを用いて,評判に対する信頼の構成

要素とすることを検討したが,この-項目からは,信頼というよりは,評判というよりは

単に業界の噂や情報への感度を問うだけの意味しか持たないことが想定されるために,以

後の分析において評判に対する信頼については除外する｡

表 5.10:社会 (評判)レベルの信頼 :記述統計

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

業界内での噂や情報には敏感な方だ 3.62 0.696 2 5 74

悪い評判のあるサプライヤーとの取引開始(継 4.61 0.773 1 5 74

読)は､慎重にならざるを得ない
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社会レベル :社会規範に対する信頼

最後に,社会的なレベルの信頼の二つ目の側面として社会規範に対する信頼について述

べる｡ここまでの四つのレベルの信頼は,信頼の対象と源泉の一般性(あるいは個別性)と

いった側面からある程度具体的な説明と操作化が可能であった｡しかし,社会規範に対す

る信頼は極めて多義的かつ抽象的な概念である｡なおかつ信頼の源泉は一般的特性と個別

的特性の双方を同時に備えている｡例えば,ある集団内で共有された価値や規範などがこ

れに該当するわけであるが,系列内外の通例や慣習,さらには国内サプライヤーと海外サ

プライヤーの文化的要素などもその範噂に含まれるだろう｡

ここでは,本論文の分析枠組みとの整合性を考慮して,社会的信頼の一つの側面として

バイヤー･サプライヤー間の現在から将来にかけての関係性の強さに関する項目で換作化

を行った｡そのため,本項日においては社会規範としての具体的な慣習や習慣を特定して

設問することや文化的側面は考察の対象外とした｡具体的な質問項目は,以下の表5.11に

ある3項目を用いている｡

表 5.ll:社会レベルの信頼 :記述統計

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

現在のサプライヤーとは共存共栄の堅い秤で結ばれ 3.49 0,745 1 5 74

ている

これまでの取引上の慣行や慣習はこれからも変わる 2.58 1.135 1 5 74

ことはないだろう

現在のサプライヤーとの長期的関係は今後も変わる 3.16 0.828 1 5 74

ことはない

表5.11の記述統計の結果からは,｢これまでの取引上の慣行や慣習はこれからも変わるこ

とはないだろう｣という項目については若干,否定的な傾向がうかがえる｡その他の二つ

の項目に関しても,平均値は3(5点リッカートスケール)より少し高い程度であり,現代の

経営環境の変動の大きさを反映しているためかどうかは明らかではないが,将来にわたっ
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ての長期的な関係の継続については慎重な姿勢であるのかもしれない｡

表 5.12:社会レベルの信頼 :相関係数

1 2 3

1 現在のサプライヤーとは共存共栄の堅い幹で結ばれている 1

2 これまでの取引上の慣行や慣習はこれからも変わることはない 0.20* 1

だろう

3 現在のサプライヤーとの長期的関係は今後も変わることはない 0.38*** 0.39*** 1

***1%レベルで有意,**5%レベルで有意,*10%レベルで有意

次にこれらの項目の相関係数について,表5.12に示す｡全ての変数間の相関係数は統計

的に有意な値となっている(各々の有意水準については表5.12を参照)｡そしてこれら三つ

の項目がどのような潜在変数によって規定されているかをみるために因子分析を行ったと

ころ,-因子に収束した｡それぞれの因子負荷量は,｢現在のサプライヤーとは共存共栄の

堅い秤で結ばれている (0.44)｣｢これまでの取引上の慣行や慣習はこれからも変わるこ

とはないだろう (0.46)｣｢現在のサプライヤーとの長期的関係は今後も変わることはない

(0.86)｣であり,固有値は1.66,因子寄与率は38.0%である｡このことから,社会レベル

の信頼としての下位変数は,これらを合成した一つの変数とし,バイヤー ･サプライヤー

間の関係性の強さとその継続性を表す意味で ｢関係の不変性｣と呼ぶことにする｡

5.4 小括 :組織間信頼の妥当性の検証結果

以上の結果を改めてここで整理しておく｡まず,個人レベルの信頼である ｢対個人信頼｣

については,下位の変数として機会主義的行動の危倶 (の程度の低さ)を示す ｢機会主義｣

とバイヤーの要求に対して柔軟に対応してくれる程度を示す ｢柔軟な対応｣の二つを設定

した.対企業信頼については,サプライヤーの能力に対して必要不可欠だと感じている程

度 ｢重要性と依存｣と能力に対する高い評価を示す ｢評価｣の二つを設定したOシステムに

対する信頼は,ISOなどの認証システムに対する安心の度合いを示すものであり,｢認証シ
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ステム｣とした｡また,評判に対する信頼の項目については,データの制約上,以後の分

析からは除外せざるを得ないが,それでもなお評判に対する信頼というのは組織間におけ

る信頼の一つの構成要素として重要な要素であることに代わりはないだろう｡最後に,社

会のレベルにおけるもう一つの項目としてバイヤー･サプライヤー間の関係性の強さとそ

の継続性に対する認識の程度を示す ｢関係の不変性｣を設定した｡

これらに関しては,いずれも対応する質問項目を合成した変数2によって以下の分析を進

めることにし,以下では記述統計結果のみを記すだけにとどめ,次章以降の分析の際にさ

らなる考察を行う｡

表 5.13:五つのレベルにおける信頼 :記述統計

信頼対象とその内容 平均値 標準偏差 N 質問項目

対個人信頼

(機会主義) 3.18 0,603 73 間5(9)(13)

(柔軟な対応) 2.19 0.696 74 間5(15)

対企業信頼

(重要度と依存) 3･65 0･588 74 間5(6)(7)(14)

(評価) 3.24 0.632 74 間5(2)(12)

システム信頼

(認証システム) 3.62 0･840 74 間5(5)

社会的信頼

(関係の不変性) 3.08 0.672 74 間5(1)(8)(ll)

2合成変数の計算には単純平均を用いている｡これは,因子分析等を行った時には因子得点の係数を用いた

加重平均値を使うことが妥当であるように考えられるが,必ずしも全ての下位変数で同様の手法を用いていな
い点から,ここでは単純平均による合成得点を用いた｡
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第6章 バイヤーのサプライヤーに対するコン

トロールと信頼

6.1 はじめに

本章では,第-の研究課題として,阻織間取引における信頼とコントロールとの関係に

ついての分析を行う｡まず以下では,本章の節構成とそれぞれの節で行われる分析の流れ

と簡単な要旨を述べる｡

まず第2節では,分析の第1ステップとして,組織間取引の関係性の分類とその特徴に

ついて質問票調査データから検証する｡ここでは,組織間取引の関係性として二つの要因

(市場的関係を志向する因子と安定的関係を志向する因子)を抽出しそれらの特徴が明確

化される｡これらは組織間取引の関係性を規定する要因として既存研究でも提示されてき

たものである｡それゆえ,既存研究の枠魁みは一定の説明力をもつものであるともいえる｡

しかしながら,これらの要因が互いに相反する二項対立的な類いのものでなく,むしろ両

立可能な要因であることも同時に明らかとなる｡

続く,第3節と第4節では,既存研究の限界を克服するための基礎的なデータを提示す

る｡第3節では,分析の第2ステップとして,関係性と組織間信頼の関連を,第4節では第

3ステップとして関係性と鼠織間コントロールとの関連をそれぞれ個別に分析する｡本論

文の文献レビューからも明らかなように,組織間でのパートナーシップを重視する安定的

関係は,価格メカニズムを重視した市場志向の取引関係あるいは距離を隔てたアームズレ

ングスな関係に比べて,高レベルの信頼に支えられているとしばしば言及されてきたOこ

のような議論が,組織間における信頼を十分にとらえきれていないこと,そしてそれゆえ,
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組織間信頼についてはより多次元的な視点からの議論が必要であることについては本論文

の第2章,第3章で概念的に議論してきたことである｡

そこで第3節では,質問票調査データを用いて,鼠織間取引の関係性と信頼との関係につ

いての経験的な分析を行うO取引の長期継続性を志向する安定的関係の要因は,確かに信

頼といくつかの点で統計的に有意な相関関係を有することが明らかになった｡しかし,そ

れは必ずしも取引相手が機会主義的行動をとらないであろうとか,取引相手が必要十分な

能力を有しているといったことについての信頼ではなく,社会的なレベルにおける関係の

不変性への期待という意味での抽象度の高い信頼であった｡なお,機会主義的行動をとら

ないであろうとか,取引相手が必要十分な能力を有しているといった意味での信頼は,鼠

織間コントロールとの関係が強いことが後の第4ステップでの分析から明らかとなる｡

一方,第4節では阻織闇取引の関係性とコントロールとの関係について個別に分析を行

う｡鼠織闇取引における市場性あるいは安定性を志向するそれぞれの因子が,具体的にど

のようなコントロール活動と強い関係を持っているのであろうか,ということが本節での

中心的議論となる｡分析の結果,阻織を隔てたコントロール活動の実施は,市場的関係を

志向する要因といくつかの点でプラスの相関をもつことが明らかとなった｡逆に,安定的

関係を志向する因子とコントロール活動は,ほとんどの項目で無関係であったが,サプラ

イヤーの新規獲得などの探索活動といった点についてはマイナスの相関をもつことが明ら

かとなった｡

第4節まで,組織間取引の関係性,信頼,コントロールといった分析の鍵となる三つの

概念について,それぞれ個別にはいくつか要素間の関係性を取り扱うが,続く第5節では,

敗績間取引の関係性,信頼,コントロールの関係を統合的に分析する｡

6.2 組織間取引の関係性の分類とその特徴の分析

本節では,組織間の関係性について考察する｡組織間における関係性とは,バイヤーと

サプライヤーとの取引の中で両者がどのような関係を構築しようとしているかということ
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である｡組織間関係の関係性を示す特性は,一つには短期契約に基づいた市場ベースの取

引があり,もう一つは取引の長期継続性を志向する安定的な取引関係である｡繰り返し述

べているように,近年の組織間管理会計研究においては,このような組織間取引のコント

ロール問題に注目が集まり,短期的な取引関係におけるコントロール･メカニズムとして

の市揚(価格メカニズム)と継続的な取引関係における信頼(社会的メカニズム)という対立

項で議論されている｡

まず,分析の出発点として,質問調査票の項目からサプライヤーとの取引の基本方針に

ついて尋ねた記述統計の結果を表6.1に示している｡従来から,わが国のサプライヤー関

係は欧米に比べて長期継続的性質を有するといった見方があった｡表6.1の結果によれば,

｢取引が開始されれば､継続的な取引が基本である｣及び ｢取引の契約期間は短期のほうが

好ましい (逆転項目)｣という二つの設問項目において3点以上 (5点リッカートスケー

ル)の平均値を得ている｡

一方で,｢市場原理にもとづき,その都度安価のサプライヤーと最適な購買を行う｣や ｢他

のサプライヤーとの取引の可能性を常に探索する｣といった項目についても3点以上 (5

点リッカートスケール)の平均値を得ている｡それゆえ,わが国のバイヤーは,サプライ

ヤーとの取引において,必ずしも一度限りの関係ではなく,長期継続性を視野に入れた取

引方針を有する場合が多い｡とはいえ,価格メカニズムを軽視しているわけではなく,そ

れと同程度に他のサプライヤーとの取引機会を探索する傾向にある｡

さらに,歴史的な経緯から戦後,特に自動車産業においてはバイヤーからサプライヤーへ

と資本や技術の伝播がなされたということからわが国のサプライヤー関係が強固であると

いったことがしばしばいわれている｡本調査結果からも,｢将来に向けて既存サプライヤー

を育成する｣といった設問項目に関しては比較的高い平均値 (5点リッカートスケールで

平均値3.46)を示している｡しかしながら,この点について本調査結果からは ｢継続的に

取引のあるサプライヤーには､必要に応じて資本の投入や人材の派遣を行う｣といった項

目については,相対的に低い値 (5点リッカートスケールで平均値1.99)を示している｡
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表 6.1:取引の基本方針 :記述統計

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

市場原理にもとづき,その都度安価のサプライヤー 3.51 1.138 1 5 74

と最適な購買を行う

取引が開始されれば､継続的な取引が基本である

他のサプライヤーとの取引の可能性を常に探索する

取引の契約期間は短期のほうが好ましい(氏)

継続的に取引のあるサプライヤーには､必要に応じ

て資本の投入や人材の派遣を行う

1

2

1

1

4

5

9

人ソ一

4

2

5

1

(X)

7

9

1

0

0

0

1

0

9

4

9

0

0

6

9

4

4

3

1

将来に向けて既存サプライヤーを育成する 3.46 0月68 1

4

4

4

3

7

7

7

7

5

5

5

5

(氏)は逆転項目を指し,表中の数値は尺度の逆転後の数値である｡

次に,上記項目について,探索的因子分析を行い,バイヤーがサプライヤーとの取引に

おいてどのような関係性の構築を志向しているのか,その潜在要因を探索する｡分析の前

にまず分析対象となる変数セットを見直した｡既述のように,｢継続的に取引のあるサプラ

イヤーには､必要に応じて資本の投入や人材の派遣を行う｣という項目については平均値

が極めて低く,フロア効果が生じていることから,本項目を以降の分析から除外した｡残

りの5つの項目に対して主因子法による探索的因子分析を行った｡まず,プロマックス回

転による因子分析を行った結果,表6.2と同等の因子パターンを特定することが出来たが,

因子の相関係数が0.08と極めて低かったことから,バリマックス回転による分析を再度行

い,回転後の因子負荷量などの結果を以下の表6.2に示している｡また因子数は,固有値

の減退状況 (固有値 1以上)と因子の解釈可能性を検討し,3因子構造を仮定している｡

第-因子としては,取引において経済合理性を求め,市場メカニズムに基づいた取引を

基本方針としてあげる二つの項目が該当することから,市場的関係を志向する取引パター

ンを表す因子として ｢市場的関係｣因子と呼称する｡

次に第二因子は,取引開始段階からスポット的な取引よりは長期継続的な取引を志向す

る二つの項目から成っている｡そのため,この第二因子を安定的な取引関係を志向する ｢安
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定的関係｣因子とよぶ｡第三因子は,一つの項目から成る因子であり,サプライヤーの教

育を志向する因子であり,｢育成的関係｣因子とする｡

既存文献でもしばしば述べられていたように,取引の基本方針として市場原理を重視す

る取引パターンと取引の長期継続性を志向する取引パターンの二つが識別され,第三因子

としてのサプライヤーの教育を志向するパターンよりも高い固有値を示している｡そこで,

本章における分析の出発点として,この ｢市場的関係志向｣因子と ｢安定的関係志向｣因

子に注目し,さらなる分析を行っていく｡

表6.2:組織間取引の関係性 :因子分析結果

市場的関係 安定的関係 育成的関係 共通性

市場原理にもとづき,その都度安価のサプライヤー 0,723

と最適な購買を行う

他のサプライヤーとの取引の可能性を常に探索する 0.623

取引が開始されれば､継続的な取引が基本である 0.654 0.457

取引の契約期間は短期のほうが好ましい (R) 0.486 0.273

将来に向けて既存サプライヤーを育成する 0.583 0.343

固有値 1.478 1.318 1.055 3.851

因子寄与率 19.26 14.46 9.061 42.788

主因子法,バリマックス回転による｡共通因子を除き,因子負荷量が0.40以上のみを記載

固有値,累横寄与率の右端のセルにはそれぞれの異境値を記載

組織間取引におけるバイヤーの基本方針に内在する要因として,市場的関係を志向する

因子と安定的な関係を志向する因子が抽出されたことは,既存研究の知見とも整合的な結

果であるC既存研究では,価格メカニズムを重視した距離を隔てたドライな関係(アームズ

レングスな関係)と取引の長期継続性を重視する継続的関係が対照的な関係としてあげら

れていた｡本分析での市場的関係を志向する因子と安定的関係を志向する因子も,アーム

ズレングスな関係と継続的関係のそれぞれの規定要因として解釈されるのが妥当である｡
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ただ,両因子の関係性について,両因子は無相関 (r-0.035,pIValue-0.77)1であ

り,二つの取引関係は相互に独立な性質を有すると解釈可能である｡あるバイヤー企業に

おいて,特定のサプライヤーと安定的に長期的な取引を行おうという意図と,市場原理を

重視した取引を行おうという意図は必ずしも相反するとは限らないということになるD

そのため,既存研究のように,これら二つの概念を対立概念として扱うことには注意が

必要である｡組織間取引の関係性を規定する要因として,少なくとも既存研究の知見と整

合的な二つの因子は上記の因子分析から特定できたが,ケースの分布形状を上記の結果か

ら解釈することはできない｡そこで次に,因子分析から抽出した二つの因子得点を用いて

クラスター分析を行うO図6.1は,縦軸に市場的関係志向の因子得点の高低を示し,横軸

に安定的関係志向の因子得点の高低を示したものである｡分析の結果を図6.1に当てはめ

ることによって,サンプル企業のケースの分布が明らかになると考えられる｡

図6.1:クラスター分析の枠組み

セル3 セル1

市場的関係志向:High 市場的関係志向:High

安定的関係志向:Low 安定的関係志向:High

セル4 セル2

市場的関係志向:Low 市場的関係志向:Low

安定的関係志向:Low 安定的関係志向:High
縦軸 :市場的関係志向のHigh-Low,横軸 :安定的関係志向のHigh-Low

表6.3にクラスター分析の結果を示す｡まず,クラスタ-1に分類されたケースの平均

値は,市場的関係因子が0.80,安定的関係志向が0.58と共にプラスの値を示している｡ク

ラスタ-2は,市場的関係因子が10.74,安定的関係志向が0.20,クラスタ-3は市場的関

係因子が0.36,安定的関係志向が-0.69となり,両者は対照的な関係を示している｡最後に

1因子解析の手法としてバリマックス回転を用いているために両者の相関が極めて低いことは当然であるよ

うに思われるが,既述のようにプロマックス回転時の結果 (因子間相関;r=0.081)を措まえてバリマック
ス回転を採用する手続きを行った｡
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クラスター4は,市場的関係因子が-0.94,安定的関係志向が-2.62と双方の因子ともにマイ

ナスの値を示している｡

表 6.3:クラスター分析結果

クラスタ-1 クラスター2 クラスタ-3 クラスター4

市場的関係志向 0.80 -0.74 0.36 -0.94

安定的関係志向 0.58 0.20 -0.69 -2.62

ケース数 20 31 22 1

次に,ケース数 (表6.3)は,クラスタ-1には20社,クラスタ-2には31社,クラス

タ-3には22社,クラスター4には1社が分類される｡市場的関係因子,安定的関係志向

ともに低い値を示すセル4に分類されたケース数が1社であるが,それ以外のクラスタ-

1から3には概ね均等にサンプルケースが分布している｡

0

市
場
的
関
係
志
向

■ !●■
1 ′ '言,●▲●■一 一■■
▲× ′:/ -▲▲▲ ▲▲ I

-3 -2 -1 0 1 2

安定的関係志向

図6.2:クラスター分析結果のプロット図
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そこで,ケース数が 1社であるために以降の統計的推測には用いることができないクラ

スター4に分類されたケースは以降の分析では除外し,クラスタ-1に該当するケースを

安定的関係と市場的関係の双方の特性を兼ね備えた混合型とし,クラスタ-2に該当する

ケースを安定的関係,クラスタ-3に該当するケースを市場的関係と名付けて以降の検討

を行う｡

なお,この分析結果を,図6.1に当てはめ,それぞれのサンプルケースをプロットした

ものが図6.2である｡

クラスター分析の妥当性をチェックするために,もともと因子分析に利用したそれぞれ

の項目の平均値をクラスターごとに比較したものが表6.4であるO各カテゴリー間の平均

値は,全ての項目において0.1%レベルで統計的に有意である｡これらから,クラスター分

析の当てはまりがよいと考えられる｡また,全ての項目において最も高い平均値を示すの

が,混合型クラスターであることは非常に興味深い点である｡

表 6.4:クラスタごとの平均値の比較

市場的関係 混合型 安定的関係 ANOⅥ4F

市場原理にもとづき,その都度安価のサプライヤー 3.86 4.55 2.68 37.85***

と最適な購買を行う

他のサプライヤーとの取引の可能性を常に探索する 4A1 4.60 3.52 31.83***

取引が開始されれば､継続的な取引が基本である 3,32 4.70 4.13 31.10… *

取引の契約期間は短期のほうが好ましい(氏) 2.91 4.00 3.94 12.01'**

ケース数 22 20 31

***0.1%レベルで有意

6.3 組織間取引の関係性と信頼との関係についての分析結果

本節では,ここまで議論してきた組織間信頼と取引の関係性についての質問票調査デー

タを用いた分析を行う｡本論文の第2章において議論したように,そもそも信頼とは多義

的な意味合いをもつ概念である｡ここでは,信頼の対象とその源泉が,個人や企業の特定
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の相手にあるのか,一般的なシステムにあるのか,または社会的な規範にあるのかという

点から組織間信頼を構成した概念モデルを用いて,取引の関係性との関連を分析する｡

表6,5:組織間信頼の構成概念

信頼対象とその内容 平均値 標準偏差 N 質問項目

対個人信頼

(機会主義) 3.18 0.603 73 間5(9)(13)

(柔軟な対応) 2.19 0.696 74 間5(15)

対企業信頼

(重要度と依存) 3.65 0.588 74 間5(6)(7)(14)

(評価) 3,24 0.632 74 間5(2)(12)

システム信頼

(認証システム) 3.62 0.840 74 間5(5)

社会的信頼

(関係の不変性) 3.08 0.672 74 間5(1)(8)(ll)

本節で用いる組織間信頼の構成概念の項目とその記述統計を表6.5に示す｡対個人信頼

は,サプライヤーの担当者個人に対する信頼性の認識である｡対個人信頼の第-要素であ

る ｢機会主義｣とは,サプライヤーの担当者個人の機会主義的行動に対する危倶の程度の

なさを示している｡対個人信頼のもう一つの要素である ｢柔軟な行動｣とは,サプライヤー

の担当者個人が協調的行動に対してどの程度柔軟に対応してくれるかを示している｡対企

業信頼の ｢重要度と依存｣とは,現在のサプライヤーがどの程度必要不可欠な存在である

かを示している｡一方で対企業信頼の ｢評価｣とは,現在のサプライヤーがどの程度優れ

ているか,バイヤーの評価を示している｡システム信頼は,取引における認証システムに

対する安心の程度である｡社会的信頼は,実に多様な意味をもつが,ここでは関係の不変

性に対する期待の程度を測定している｡また,第3章で述べたように,質問票の設計段階

では,これらに加えて社会的信頼として ｢評判に対する信頼｣を想定していたが,得られ

たデータの一部に天井効果が見られ,データの正規性が侵されているために分析からは除
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外した｡また,それぞれ,第3章における分析結果をもとにした合成変数を用いる｡

分析には,組織間信頼を構成するそれぞれの変数と,取引の関係性因子との相関分析を

採用する｡本章第2節でその特徴付けを行ったように,取引の関係性因子には,市場的関

係を志向する因子と安定的関係を志向する因子を用いた｡

相関分析の結果を表6.6に示し,まず分析結果から述べる｡なお,表6.6の数値は,ピア

ソンの相関係数を記載している｡表対個人信頼の二つの要素(｢機会主義｣と ｢柔軟な対
応｣)そしてシステム信頼については,市場的関係･安定的関係のどちらとも相関関係が確

認されなかった｡次に対企業信頼に関しては,サプライヤーの ｢評価｣はどちらの因子と

も関連が確認されなかったが,サプライヤーに対する ｢重要度と依存｣の認識と安定的関

係には正の相関を確認した｡また ｢関係の不変性｣-の期待と安定的関係にも正の相関関

係を確認した｡

表 6.6:信頼と関係性の相関分析

信頼対象とその内容 市場的関係 安定的関係 N

対個人信頼

(機会主義) 0.12 0.19 73

(柔軟な行動) -0.04 -0.37 74

対企業信頼

(重要度と依存) -0.08 0.37*** 74

(評価) 0.19 0.13 74

システム信頼

(認証システム) 0.12 0.16 74

社会レベル

(関係の不変性) 0.17 0.24** 74

***1%レベルで有意,**5%レベルで有意

次に表6.6の分析結果についての解釈を行う｡まず全体を通して,すべての信頼の構成

要素と市場的関係については,全く統計的に有意な相関係数は確認されなかった｡その反
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面,安定的関係に関して統計的に有意な相関関係を確認できたのは,対企業信頼の ｢重要

度と依存｣と社会的信頼の ｢関係の不変性｣である｡市場的関係の志向よりも安定的関係

を志向することの方が,信頼と関係が強いということは既存研究とも整合的な結果だとい

えよう｡

次に個別の関係についてみていく｡一つ目は,対企業信頼の ｢重要度と依存｣と安定的

関係の正の相関関係である｡バイヤーがサプライヤーと安定的に取引したいという要因の

一つには,取引のあるサプライヤーが自社にとって重要かつ不可欠な存在だという認識が

あるからだと解釈できる｡もう一つの社会的信頼の一つの要素として設定した ｢関係の不

変性｣と安定的関係の正の相関関係については同義反復であるために当然の結果であろう｡

しかし,この点に関しては,他の構成要素と安定的関係との相関関係が十分に認められ

なかったことと合わせて考察を行う必要があろう｡というのも,既存の阻織間信頼の多く

の研究においてはほぼ例外なく長期的関係性に対する期待という要因と合わせて議論され,

他の要因について結果が出ていない点,すなわち安定的関係に対するこれらの下位変数の

関係が異なる点に注意が必要である｡

組織間信頼の他の構成要素はどのような要因と関係があるのかを明らかにするために,

次節では本論文における三つ目の鍵概念である組織間コントロールとの関係についてみて

い く｡

6.4 組織間コントロールについて

本節での分析は,主に組織間コントロール活動が信頼とどのような関係にあるかを明ら

かにすることを目的とするQここでは,Ittneretal.(1999)に基づいて,阻織間コントロー

ルの一つとしてサプライヤーの選別とモニタリングを取り上げる｡

まず,サプライヤーの選別とモニタリングに利用される情報の利用度合いに関する質問

項目によってクラスタ分析を行い,サンプル全体をコントロールにおける情報の利用度の

高いグループと低いグループの二つに区分した｡分析に用いた変数は,表6.7にある10項
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目である｡各項目はサプライヤーの選別とモニタリングのために,それぞれの情報をどの

程度利用しているかを問い,測定尺度は,｢全 く利用していない｣から ｢十分に利用してい

る｣までの5段階リッカートスケールを採用した｡

なお,市場的関係,混合型,安定的関係のどれにも属さなかった1社については,コン

トロール利用度の低いグループに含まれることが確認された｡

表 6.7:選別とモニタリングの利用

選別とモニタリングに Highグループ (N-56) Lowグループ(N-18)

利用される情報 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 七億

財務諸表に関する情報 4.09 0.745 2.67

資本関係に関する情報 3.21 1.022 2.50

納期の遵守状況に関する情報 4.64 0.520 3.44

在庫水準に関する情報 2.86 0.883 2.22

部品の技術水準に関する情報 4.27 0.842 3.56

品質管理体制に関する情報 4.63 0.489 3.78

生産工程に関する情報 3.91 0.859 3.06

部品単位での原価情報 3.84 0.910 3.28

部品の材料費に関する情報 3.86 0.923 3,06

部品の加工費に関する情報 3.93 1.006 3.22

0.907 6.68***

0.618 3.57***

0.705 6.66*++

0.647 2.81+++

0.984 3.00***

0.732 5.63***

0.873 3.66***

0.826 2.33**

0.725 3.36***

0.732 2.75***

***は1%,**は5%レベルで有意｡

全ての項目についてクラスター分析を行った結果,表6.7にあるように,相対的に情報利

用度の高いグループ (Higbグループ)は56社,情報利用度の低いグループ (Lowグルー

プ)は18社であった｡High グループもLowグループも各項目別に見れば,その傾向は一

貫しており,とりわけサプライヤーの在庫水準に関する情報の利用度だけは,Highグルー

プにおいても平均値で3を下回る結果となった｡また,Lowグループにおいて利用度の高

い情報は,サプライヤーの品質管理体制と部品の技術水準に関する情報であり,平均値で

3.5を上回っている｡全体としてバイヤーはサプライヤーに関する様々な情報を選別やモニ

タリングに利用する程度は高いといえよう｡

表6.7にあるように,｢部品単位での原価情報｣以外全ての項目に関して1%レベルでの有
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意差を確認できた｡｢部品単位での原価情報｣については5%水準での有意差であった｡ク

ラスタ分析の結果としては,妥当性が高く当てはまりの良い結果であるといえるであろう｡

ただ,｢資本関係に関する情報｣については,グループ間の等分散性を確認することができ

なかった｡一般にt検定や分散分析は頑健性の高い手法だといわれているが,Wiucoxonの

順位和検定を採用してIIigh グループとLowグループの平均値について差の検定を行った

ところ,上記と全く同じ結果をなることを確認した｡

次に,これらの分類が,組織間取引の分類とどのような関係にあるかを示したものが,吹

の表6,8である｡まず,表6.8では,本章第2節で取り上げた取引関係の三つの分類につい

てのクロス表を示したものである｡それぞれのセルの度数と割合から,コントロール利用

度が高いグループに関しては安定的関係が最も割合が大きく,コントロールの利用度の低

いグループに関しても安定的関係が最も割合が大きい｡しかし,独立性の検定からはそれ

ぞれの割合に統計的に有意な差は確認されず (x2-0.464,df-2,p-0.793),両者は

独立的な関係にあるといえる｡

表 6.8:クラスター分析結果とクロス表

市場的関係 混合型 安定的関係 合計

コントロール利用度 18 15 23 56

High 24.7% 20.5% 31.5% 76.7%

コントロール利用度 4 5 8 17

Low 5.5% 6.8% ll.0% 23.3%

合計 22 20 31 73

30.1% 27.4% 42.5% 100.0%

ただ,それぞれの因子について対照的な関係がみられた点もあり,安定的関係を志向する

因子に対して新規サプライヤーを探索するといった活動は負の相関(r--o･26,p-0･023)

を示し,市場的関係を志向する因子に対しては正の相関(r-0.32,p-0.006)を示し
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た｡同様に,複社発注を行うといった活動は安定的関係を志向する因子に対して負の相関

(r--0.23,p-0.046)を示し,市場的関係を志向する因子に対しては正の相関(r-0.19,

p-0.094)を示した｡特に市場的関係においては,コスト低減要請も積極的に行われてお

り (相関係数r--0.30,p-0.009),多様な形態を伴いながらで価格メカニズムを重視し

ていることがうかがえる｡

次に選別とモニタリングの情報の利用と信頼との関係について検定を行ったところ,吹

のような結果がみられた (表6.9)｡まず,全体的な傾向としては,対個人信頼 (柔軟な行

動)以外の全ての信頼の平均値は,コントロール情報の利用度の高いグループが低いグルー

プを上回っている｡また,対個人信頼 (機会主義)と対企業信頼 (評価)の二つで統計的

に有意な差が確認された｡

表6.9:信頼とコントロール (選別とモニタリング)

Highグループ(N-56) Lowグループ(N-18)

信頼 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 七億

対個人信頼 (横合主義) 3.25 0.576 2.67

対個人信頼 (柔軟な行動) 2.18 0.690 2.22

対企業信頼 (重要度と依存) 3.67 0.560 3.59

対企業信頼 (評価) 3.31 0.615 3

システム信頼 (認証システム) 3.7 0.851 3.39

社会的信頼 (取引の継続性) 3.12 0.712 2.94

0.639 1.93+

0.732 -2.30

0.642 0,51

0.642 1.86*

0.778 1.36

0.527 0.96

事は10%レベルで有意｡

これらの分析結果を解釈すれば,まず対個人信頼 (機会主義)に関しては,最も平均値

の差が大きく出た項目である｡これは,サプライヤーに関する情報をしっかりとモニタリ

ングし選別に利用しているほど,バイヤーはサプライヤーの担当者が情報を隠したり,自

社にとって都合の悪いような機会主義的行動をとらないであろうという信頼が高いことを

意味している｡また,対企業信頼に関しても,コントロールのための情報の利用度が高い

ほど,現在のサプライヤーの能力に対する評価は高いことを意味している｡
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なお,t検定に際しては,それぞれの従属変数についてのグループの正規性や等分散性を

確認しているが2,念のためWiucoxonの順位和検定を行った結果,同じく10%水準で対

個人信頼 (機会主義)と対企業信頼 (評価)に統計的に有意な差が確認された｡

これらの点に関しては,バイヤー自身でしっかりとモニタリングした上で選別を行い,信

頼性のあるサプライヤーとの関係を維持しているからかもしれないし,あるいはモニタリ

ングがしっかりできているために,例えサプライヤーが機会主義的行動をとったとしてもそ

のことを察知できるためと解釈可能かもしれない0-万,今回の調査対象がバイヤー企業

であるために推論の域をでないが,バイヤーからモニタリングされているとサプライヤー

が認識することでサプライヤーもまた信頼に足る行動,すなわち機会主義的行動や利己的

な行動を自発的に抑制したり,自社能力を高めようという努力をするためかもしれない｡

6.5 組織間取引の関係性,信頼,コントロールの関係の分析

これまで,組織間取引の関係性,信頼,コントロールのそれぞれについて個別に分析を

行ってきた｡ここでは,組織間信頼に対する魁織間コントロールと関係性の分類を総合的

に分析するために,コントロールと関係性のそれぞれの個別の要因とあわせて,両者の相

互作用を分析するモデルを構築する｡

分析には,一般線形モデル3を採用する｡ここまで用いてきた,組織間コントロール (高一

低)と組織間取引の関係性 (市場的関係-混合型一安定的関係)というカテゴリ変数を要因

として,組戚間信頼に対するそれぞれの要因の影響を分析する｡また,制御変数として協

力会の有無を示すダミー変数と業種ダミーをモデルに導入した｡

分析の結果は,表6.10に示すとおりである｡取引の関係性により影響を考慮しても,前

節での分析結果と同様に,対個人信頼 (機会主義)及び対企業信額 (評価)は組織間コン

トロール要因による相違が確認される｡また,対個人信頼 (機会主義)については,協力

2等分散性の検定においては ｢グループ間でデータの分散は互いに等しい｣という帰無仮説を棄却できない
ことを確認した

3モデルの構築については,lttneretaL.(1999)によって採用された｢股線形モデル (GeneralLinearModel:
GLM)を参考に行った｡
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会の有無についての影響もみられた｡

ただ,モデルの当てはまりを示す修正済みの決定係数が極端に低い値(R12-0.06-0.18)

を示している｡そのため,組織間信頼の規定要因を解明するためのモデルとしての当ては

まりは低く,組織間コントロールと取引の関係性の二つとここであげた制御変数のみから,

組織間信頼の程度を十分に説明することができないことを意味している｡しかし,分析目

的である組織間コントロールと関係性について,それぞれの主効果と交互作用について検

討することは可能であり,その結果について次に述べる｡

阻織問コントロール (CON)と信頼との間で有意な関係を兄いだせたのは,やはり対個

人信頼 (機会主義)と対企業信頼の評価であった｡この点は,上に述べた同様のt検定の

結果とも一致する.取引の関係性 (REL)と組織間コントロール (CON)との交互作用に

ついては,全く確認できなかった｡参考までに,統計的な結果の出た従属変数については

章末に図を示している｡

これらによると,機会主義的行動の抑制の影響について,組織間コントロールの高いグ

ループと低いグループの間での相違は,混合型及び安定的関係において差が顕著に見られ

る.その一方で市場的関係においては,それほど組織間コントロールの高低によって影響

を受けていないようである｡

一方で,対企業信頼の評価については,それぞれに組織間コントロールの高いグループ

と低いグループの問での相違の程度 (傾きの大きさ)が異なっている｡ただ,あくまでも

統計的な有意差が確認できたのは,コントロールの高低の影響のみであり,関係性の相違

についてはその限りではない｡

以上のように,本論文の第一の研究課題に対する答えとして,ある種の信頼のタイプ (こ

こでは,個人に対する機会主義的行動の危倶とサプライヤーの能力に対する評価)は,コ

ントロールによって促進される性質をもつのではないかと考えられる｡
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対個人信頼 対個人信頼 対企業信頼 対企業信頼 システム信頼 社会的信頼

(機会主義) (柔軟な対応) (重要性と依存) (評価) (認証システム) (関係の不変性)

取引の関係性 :REL

組織間コントロール :CON

CON*REL

協力会ダミー

電気機器ダミー

輸送用機器ダミー

0.97 0.30 0A4

0.10* 0.93 0.80

0.58 0.39 0.73

0.05** 0.97 0.78

0.24 0.11 0.Ol***

0.88 0.13 0.01***

0.80 0.29 0.35

0.04** 0.11 0.43

0.11 0.89 0,87

0.59 0.19 0.19

0.15 0.68 0.89

0,31 0.93 0.62

0.15 0.10 0.18

1.38 0.91 1.85

0.22 0.51 0.13

73 73 73

0.14 0.10 0.06

1.29 0.93 0.53

0.26 0.49 0.83

73 73 73

それぞれの値は,p-valueを示しているが,1%レベルは***,5%レベルは**,10%レベルは*を付した｡
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第7章 信頼とコントロールが組織間取引に与

える影響の分析

7.1 分析目的と背景

これまで組織間取引の関係性と信頼,コントロールという三者の関係を分析してきた｡

既存研究における信頼とコントロールに関する対立する二つの知見,すなわち信頼がコン

トロールを不要にするのか,あるいはコントロールが信頼を促進するのかといった本論文

における第-の研究課題については,前章での分析結果からは信頼のタイプごとに異なる

結果となった｡

ここでは,本論文の鍵概念である信頼とコントロールが組織間取引の結果としてどのよ

うな成果をもたらすのか,という問題について分析する｡上記のような結果から,第二の

研究課題である組織間取引において信頼とコントロールがもたらす影響の分析においても,

信頼のタイプ別の検討とコントロールの影響を同時に分析枠組みに取り込む必要がある｡

これまで既存研究では,信頼が取引相手の機会主義的な行動に対する危倶を弱める役割

をもつために,取引コストを削減するという主張が多くなされてきた｡しかし,第一の研

究課題に対する分析結果から,組織間コントロールがサプライヤーに対する信頼性の評価

や機会主義的行動の抑制のために利用されるならば,その限りではないだろう｡他にも,信

頼の役割としては,組織間での学習効果やコンフリクトの低減によって組織間取引にとっ

てプラスの成果が大きいというのがこれまでの研究から得られる知見である｡

このような背景から,本章では信頼とコントロールが組織間取引の成果に与える影響に

ついての分析を行う際に,阻織間取引の結果として次のような項目を取り上げる｡まず第
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-の分析として,言葉通り組織間取引の成否を意味する成果に対する影響,そして次に第

二の分析として取引コストに対する影響である｡またこれ以外に第三の分析として,サプ

ライヤーに関する情報をどの程度正確にバイヤーが把握しているのか,情報の正確性に対

する影響を分析する｡最後に第四の分析として,製品品質に対する影響を取り上げる｡

以下では,質問票調査で得られたデータを用いて,上に述べたような組織間取引の結果

に関して,バイヤーからサプライヤーに対する信頼とコントロールを表す変数がどのよう

な影響を与えているのかを重回帰分析によって推定する｡それぞれの従属変数については

それぞれ該当する節でその特徴付けを行うこととし,本節以下では,まず各分析に共通す

る変数である独立変数について説明する｡

7.2 独立変数の特徴と操作化

組織間信頼

以降の分析においては,共通の独立変数を用いる｡まず,組織間信頼については,ここ

まで行ってきた分析と同様に六つの下位変数から構成される｡改めて六つの下位変数とは,

対個人信頼 (機会主義,柔軟な対応),対企業信頼 (重要性と依存,評価),システム信頼,

社会的信頼である｡これらは,本論文全体を通しての鍵概念であるが,これまでに繰り返

し概念説明を行ってきたためにここでは項目のみを挙げ,詳細な説明は省略する｡

組織間コントロール

次に,分析の鍵となるもう一つの概念である組織間コントロールの特徴について述べる｡

前章までの分析において組織間コントロール概念は,サプライヤーの選別とモニタリング

のみに焦点をあててきた｡これまで組織間コントロール概念の意味するところは,サプライ

ヤー側の多様な情報をバイヤーがどの程度,診断的に利用しているかということであった｡
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ここでは,組織間コントロールの概念をより広く捉え,バイヤーとサプライヤーとの間

でどのようなインタラクティブな情報利用が行われているのかという点に焦点をあてる｡

周知のように原価企画などでは製品の開発段階から製品のコンセプトや仕様についてバイ

ヤーとサプライヤー間で情報の共有が行われ,製品開発の初期段階からサプライヤーを巻

き込んだ活動 (デザイン･イン)が行われる｡単に部品を納入するだけでなく,このよう

に製品の開発から製造までの段階で業務を有効かつ効率的に行うにはこれらの情報が組織

の枠を隔てて共有されることが重要である｡最終製品を効率的かつ有効に開発,製造する

ためには,今やサプライヤーとの協調的行動はバイヤーにとって必要不可欠なものである

といえよう｡そのため,協調的な行動を促進するためにバイヤーは単にサプライヤーを選

別し評価するだけでなく,バイヤーからサプライヤーに対して行われる影響活動をここで

は組織間コントロールと定義する｡

ただし,必ずしもインタラクティブな情報の利用と診断的な情報の利用は明確に区別さ

れるものではない｡そのため,本分析では組織間コントロールの下位変数として,バイヤー

からサプライヤーに提供される情報特性の相違に注目して,｢製品情報の提供｣｢目標値の

設定｣｢改善策の提案｣という三つの下位変数を設定した｡これらに共通する点としては,

バイヤーからサプライヤーに情報が与えられることによって,サプライヤー側で何らかの

反応を必要とするため,サプライヤーに対する影響をもつということである｡

それぞれの下位変数は,下記の表7.1にある10項目から構成され,次のような変数の定

義と操作化を行った｡それぞれの測定尺度については,｢全く提示 (提案)していない｣か

ら ｢経常的に提示 (提案)している｣までの5段階のリッカートスケールを用いた｡

まず,第一は製品に関する情報の提供である｡さらには,次期の製品情報の提供などは

将来的にサプライヤーの投資意思などを検討する材料にもなりえる｡なお ｢製品情報の提

供｣については,表7.1の三つの項目によって測定され,同一項目としての内的整合性を

示す信頼性係数 (α)は,0.81と十分に高い値を示した｡
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表 7.1:組織間コン トロール (バイヤーか らの影響活動):記述統計結果

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

製品情報の提供 (α=0.81)

次期以降の製品開発情報 3.26 1.171

製品コンセプトに関する情報 3.24 1.070

製品仕様に関する情報 3.72 1.027

目標値の設定 (α≡0.62)

納品の不良品率の目標値 4.47 0.831

原価低減に関する目標値 4.23 0.890

2 5 74

2 5 73

改善策の提案 (α≡0.86)

生産プロセスの改善策

品質改善策

コスト低減策

部品の機能の改善策

在庫管理の改善策

材料の改善策

l

1

2

1

1

1

0

7

6

0

5

6

5

3

1

5

2

8

9

8

8

0

1

0

0

0

0

1

1

1

1

1

3

3

1

6

4

1

9

5

9

2

3

4

3

3

2

3

m

m

m

74

74

7

5

5

5

5

5

5

第二に,目標値に関する情報の提供である｡これは,バイヤーか らサプライヤーへ と目

標値の通達がどの程度行われているのかを示す変数である｡目標 となる財務数値 (原価)

だけでな く非財務的な目標値 として品質水準に関する目標値なども考察の対象 とした｡双

方 とも高い平均値を示 し1,バイヤーからのこのような目標設定は多 くの企業で頻繁に行わ

れていることがうかがえる｡なお,本項 目の αは,0.62である｡

第三は,サプライヤーに対する ｢改善策の提案｣であるO これは,バイヤーがサプライ

ヤーの生産管理上の問題点などについての改善提案をどの程度行っているかを示す変数で,

ここでも財務情報だけでな く非財務情報 もその検討範囲に含めた｡ これら五つの項目につ

いての平均値をみれば,いずれもある程度高い値を得ている｡先に述べた ｢目標値の設定｣

や前章の分析で用いた選別やモニタリングの仕阻みが従来の管理会計における伝統的なコ

1本論文では,これまで各変数の特性値について,厳密にデータの頑健性を確認してきた｡しかし,ここで,
目標値の設定に関する二つの項目はいずれも天井効果が現れている｡そのため,ここでも以降のパラメトリッ
クな検定からこれら2項目を除外した上で分析を実行することが望ましい｡しかしながら,本分析におけるこ
れら二つの項目の概念的な重要性から採用した｡ところで,このことは一方で,かなりの高い割合でバイヤー
側からサプライヤーへとこのような目標値の通達が行われているという実態を示したものでもある｡
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ントロール概念に類似したものである一方,このような改善活動は,コントロールという

よりは阻織の枠を超えた支援的な活動に近い｡ただ,このような活動も最終製品に負荷さ

れる原価の低減につながるために,バイヤーとサプライヤーの目標一致を支える仕組みの

一部であると考えられる｡

このように,本論文では ｢組織間コントロール｣という概念をかなり広範な意味で用い

ている.それは一つには阻織間コントロールあるいは組織間マネジメント コントロールと

いう概念が国際的な学会を通じても未だ統一的に確立きれた概念ではなく,本論文の第一

章でも述べたように多様な意味で用いられているという理由による｡そしてもう一つ,よ

り重要な理由としては,組織間コントロールと呼ばれる活動は,従来からの伝統的な鼠織

内における階層的 (あるいは官僚的)なコントロールとは異なる組織間コントロール固有

の活動実態があると考えられるためであるO

以上,本分析における組織間コントロールを構成する三つの下位変数について述べたが,

これらは以下の表7.2の因子分析結果も参考にした上で構成されたものでもある｡

表 7.2:組織間コントロールに関する因子分析結果

改善提案 製品情報 目標設定 共通性

材料の改善策 0.73

在庫管理の改善策 0.72

コスト低減策 0.66

部品の機能の改善策 0.64

生産プロセスの改善策 0.58

品質改善策 0.58

0.51

0.81

0.58

0.63

0.42 0.33

0.60

製品コンセプトに関する情報 0.86 0.42

次期以降の製品開発情報 0.67 0.49

製品仕様に関する情報 0.65 0.54

納品の不良品率の目標値 0.77 0.67

原価低減に関する目標値 0.55 0.56

固有値 2.84 1.96 1.34 6.13

寄与率 25.79 17.78 12.2 55.76

主因子法,バリマックス回転による｡共通因子を除き,因子負荷量が0.40以上のみを記載

固有値,累積寄与率の右端のセルにはそれぞれの累積値を記載
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その他の制御変数

本分析においては,信頼とコントロールが取引の結果変数 (従属変数)に与える影響を

分析することが目的である｡ここでは,その他の変数として産業による相違を制御変数と

して用いる｡本調査の対象となった産業は,機械,電気機器,輸送用機器,精密機器の4

つの業種である｡そのため,分析には電気機器,輸送用機器､精密機器についてダミー変

数 (0,1)を用いた｡

7.3 分析1:成果に対する影響の分析

第-の分析は,阻織間における信頼とコントロールが取引の成果に与える影響の分析で

ある｡分析に用いた独立変数は,上に述べた通りであり,従属変数の阻織闇取引の ｢成果｣

は次のような項目からなる｡それぞれの項目別の記述統計は,表7.3に示したとおりであ

る｡重回帰モデルの従属変数としては,全ての項目からなる合成変数2としての ｢全体成

果｣,製品のコス ト低減と開発コストの低減の2項目を合成した ｢コス ト低減｣,そして

｢開発時間の短縮｣｢製品品質の向上｣｢製品魅力の向上｣についてはそれぞれ単一の項目を

用いている｡なお,｢全体成果｣に含まれる五つの項目の信頼性係数は0.83であり,｢コスト

低減｣の二つの項目の信頼性係数は0.64である｡

表 7.3:分析 1の従属変数 :成果に関する変数

項目 平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

全体成果 (α=0.83)

製品コストの低減

開発コストの低減

開発時間の短縮

製品品質の向上

製品魅力の向上

1

l

1

2

1

5

8

6

3

3

1

6

2

1

0

9

8

9

7

9

0

0

0

0

0

9

1

7

4

0

8

0

0

6

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

7

7

7

7

7

5

5

5

5

5

2合成変数は,五つの項目全ての単純平均値を利用した｡本分析での他の変数についても同様の方法を採用
している｡
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表 7A:分析 1の重回帰分析結果

全体成果 コスト低減 開発時間 製品品質 製品魅力

定数項 2.20*** 2.79***

対個人信頼 (機会主義) 0.12 0.06

対個人信頼 (柔軟な対応) -0.20** -0.22**

対企業信頼 (重要度と依存) 0.18* 0.05

対企業信頼 (評価) 0.08 0.07

システム信頼 (認証システム) 0.02 0.08

社会的信頼 (関係の不変性) -0.06 -0.05

1.27 1.70** 4.67***

0.00 0.23* ー0.10

-0.08 -0.17 0,02

0.18 0.46*** -0.27**

0.08 0.09 _0.21

0.01 -0.07 -0.12

0.02 -0.14 0.37榊

製品情報の提供 0.23** 0.18* 0.32*** 0.17 -0.04

目標値の設定 0.36*** 0.35*** 0.25** 0.19* 0.16

改善策の提案 0.27*** 0.24** 0.29** 0.11 0.02

電気機器 (業種ダミー) 0.42*'' 0.41*… 0.48*** -0.18 0.13

輸送用機器 (業種ダミー) 0.16 0,19 0.10 -0.14 0.13

精密機巻 (業種ダミー) 0.03 0,08 -0.14 -0.01 -0.04

F 6.46*** 4.23*** 5.19*** 3.51*** 1.45

R12 0.48 0.35 0AI 0.30 0.07

'**1%レベルで有意,**5%レベルで有意,*10%レベルで有意

表7.4が,鼠織間取引の成果を従属変数とする重回帰分析の結果である｡想定した全て

の独立変数を投入する強制投入法を採用した3｡まず,分析結果を概観してみると,組織間

コントロールに関する三つの変数と成果の間に統計的に有意な正の効果を多く示している｡

このような傾向は,｢全体成果｣｢コスト低減｣｢開発時間｣の三つの従属変数に関して特に

強く見られる｡逆に,｢製品晶質｣や ｢製品魅力｣といった変数に対する組織間コントロー

ルの影響は,それほど大きくなく,｢目標値の設定｣が ｢製品品質｣に若干の正の影響をも

たらしているだけである｡

3この際,全ての変数についてVIF(VarianceInflationFactor)値が 2未満であることを確認した｡な
お,本章の以下の全ての重回帰分析についても強制投入法を用い,同様のVIF値の基準によって多重共線性
のチェックを行っている｡
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一方,組織間信頼の方はと言えば,対個人信頼における ｢柔軟な対応｣は ｢全体成果｣と

｢コスト低減｣に負の効果をもたらしている｡また対企業信頼の ｢重要度と依存｣は,製品

品質に対しては正の効果を持つ一方で,｢製品魅力｣に対しては負の影響をもっている｡た

だし,｢製品魅力｣を従属変数とする重回帰モデルは,修正済み決定係数やF値から判断し

て,製品魅力の向上について,組織間の信頼とコントロールによる説明力は相対的に低い｡

これらの結果について解釈を加えていく｡まず,組織間コントロールの ｢製品情報の提

供｣が最も大きな影響を与えている ｢開発時間｣に着目すれば,バイヤーの最終製品につ

いてサプライヤーと製品についての情報共有が行われているほどに,製品開発はスムーズ

に行われているということであろう｡本分析では,情報提供のタイミング (開発のどの段

階で情報が提供されるのか)については明らかではないが,既存の原価企画や組織間コス

トマネジメントの文献でも言われているように,製品コストの大部分が決定されるという

開発段階からの情報共有によって,コスト低減などを含めた全体的な効果をもたらすので

あろう｡

また,組織間コントロールの三つ目の下位変数である ｢目標値の設定｣は,｢コスト低減｣

や ｢全体成果｣に大きな影響をもつ｡これは,バイヤーからのコストプレッシャーの強さ

を伺わせる｡しかし,その一方で,同じ ｢コスト低減｣や ｢全体成果｣といった従属変数

にはバイヤーからの改善策の提案も同時に大きな影響をもっている｡このことから,一方

的に目標値を設定するといったコントロール手段だけでなく,その一方でバイヤーからの

支援があることも重要な成功要因なのかもしれない｡

次に,対個人信頼の ｢柔軟な対応｣は,｢全体成果｣と ｢コスト低減｣に対して,負の効

果となっている｡この点は解釈の仕方が困難である｡｢柔軟な対応｣とは,何か問題 (コス

ト増加,品質問題,納期の遅れなど)が生じたとしても,サプライヤーの担当者の努力が

不足しているからではなく,十分柔軟に期待通りの対応をしてくれているんだといった期

待を示す変数4であるoこのような結果の解釈としては阻織間協働において,バイヤー･サ

4質問項目自体は,｢納期遅れが生じた際に,サプライヤーの担当者の努力でなんとかできたのではないかと
思うことがある｣といった項目の逆転スケールを利用している｡
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プライヤーともに問題が生じた際には,共にその問題解決に乗り出す姿勢が重要であるこ

とを示唆している｡

もう一つ特徴的な分析結果として,対企業間信頼の ｢重要度と依存｣と製品品質の向上

との間に正の効果を発見したDバイヤーにとって必要不可欠な技術や製造能力などを有す

るサプライヤーとの取引は,製品品質にとって正の効果がある｡推測の域をでないが,コス

ト低減などの影響が見られないのは,バイヤーにとって重要で代替不可能なサプライヤー

ほど,依存度が高まり,価格交渉力などのパワーが弱まるからではないかと考えられる｡

7.4 分析2:取引コストに対する影響の分析

続いて,組織間における信頼とコントロールが取引コストに与える影響を分析する｡取

引コストの概念は,これまでの管理会計研究で主に扱ってきたコスト概念よりも広範な概

念を示す｡それは,取引相手の機会主義的行動 (あるいは機会主義的行動への懸念)の故

に生じる非効率性といえる｡そのため,取引コストの測定は,実務において困難なだけで

はなく,研究者にとっても非常に換作化のしにくい概念の一つである｡

筆者の知る限り,取引コスト概念の操作化を行った例はそれほど多くはない｡例外とし

て,DyerandChu(2003)などがあげられるが,彼らに共通する点としては,取引コスト

概念の操作化に時間の概念を導入していることである｡本分析においては,取引において

バイヤー･サプライヤー間での契約締結や交渉,調整,監視といった活動に付随する取引

コストの中から,モニタリングと調整に要した時間に焦点をあてて,これらをプロキシと

して操作化する｡従属変数として用いる変数について,それぞれの項目別の記述統計を表

7.5に示す｡

測定に用いた尺度は5段階リッカートスケールによる｡まず,モニタリングに関しては,

サプライヤーの所へ出向き,製造工程などを慎重にチェックする頻度あるいは品質の事前

のチェックなどを行う頻度を測定した｡これらの多くはサプライヤーの選別の段階におい
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ても行われるモニタリング活動であるために,事前のモニタリング･コストともいえよう｡

表 7.5:バイヤーからの情報提供

項目 平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

取引コスト｢合計ユ(α-0･84)

サプライヤーへの訪問や助言に費やした時間や費用 3.26 0.861 2 5 74

+モニタリング･コスト+調整コストの各項目

モニタリング･コスト(α=0.88)

サプライヤー本社や工場へ頻繁に足を運ぶ (製造前段階)

サプライヤーの製造工程を注意深く見学する(製造前段階)

品質水準を満たしているか検査を何度も行う(製造前段階)

3.46 1.009

3.61 1.133

3.76 1.120

調整コスト(α=0,71)

サプライヤーとの調整に要した時間は極めて多い(企画段階)

サプライヤーとの調整に要した時間は極めて多い(設計段階)

サプライヤーとの調整に要した時間は極めて多い(製造段階)

3.08 0.903

3.45 0.909

3.30 0.877

取引コストを構成するもう一つの側面は,調整のためのコストとして,企画段階,設計

段階,製造段階において調整に要した時間によって測定している｡事前のモニタリングコ

ストに対して,こちらはサプライヤー決定後の調整活動であるために事後的な取引コスト

と言い換えることもできる｡

表7.5から,記述統計の結果,全体としてほどの平均値もある程度高い数値を示してい

るといえる｡また,事前モニタリングと事後的な調整について比較してみれば,事後的な

調整に比べ,事前モニタリングを積極的に実施している傾向にある｡

では,これらを従属変数とした重回帰モデルの結果を表7.6に示す｡
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表 7.6:分析2の重回帰分析結果

取引コスト[合計]モニタリング 調整

定数項 3.58***

対個人信頼 (機会主義) -0.01

対個人信頼 (柔軟な対応) -0.18*

対企業信頼 (重要度と依存) 0.02

対企業信頼 (評価) 0.06

システム信頼 (認証システム) -0.04

社会的信頼 (関係の不変性) -0.04

3.43*** 3.48***

-0.01 0.00

_0.13 -0.23*

0.01 0.02

0.09 0.06

-0.01 0.02

0.02 -0.10

製品情報の提供 0.15

目標設定 0.29***

改善捷案 0.39***

0.11 0.ll

0.35*** 0.05

0.30** 0.37***

電気機器 (業種ダミー) 0.18

輸送用機器 (業種ダミー) 0.22

精密機器 (業種ダミー) 0.10

0.03 0,27*

0.11 0.25

0.07 0.ll

F 3.19*** 2.29** 1.97**

R-2 0.27 0.18 0.14

***1%レベルで有意,**5%レベルで有意,*10%レベルで有意

分析の結果,狙織間コントロールの ｢目標設定｣は,｢取引コス ト[合計]｣と ｢モニタリ

ング｣に統計的に有意な正の影響をもち,｢改善提案｣は全ての従属変数と同じく正の影響

をもつことが明らかとなった｡バイヤーからのコントロール活動が増えるほど,サプライ

ヤーとの間でのインタラクションが増えるために,取引コス ト増大の要因となっている｡

一方,阻織間信頼は,対個人信頼 (柔軟な対応)がここでも ｢取引コス ト【合計]｣と ｢調

整｣に負の関係をもつ｡以上の結果を総じて,組織間コントロールと取引コス トとの間に

は強い関係性が確認されたが,組織間信頼 と取引コストとの間にはそれほど多くの関連性

を発見することはできなかった｡唯一,サプライヤーの担当者の柔軟な対応という項目に

ついてのみ負の関係が確認された｡

これらについての解釈とその理由付けとしての解釈は非常に困難であるが,成果変数に

対しても負の影響をもつという前節で得られた結果を含めて解釈するなら,サプライヤー
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担当者が自発的に協調的行動を選んでくれるだろうと期待 (信頼)していることは,確か

に取引コストを引き下げる要因となる可能性がある｡

その一方で,組織間のコントロール活動は当然ながら取引コストの増大要因となる｡し

かし分析1の結果もあわせて考えれば,バイヤーからサプライヤーに対する目標の提示や

改善策の指示などが適切に行われるならば,組織間協働の成果として現れてくるのかもし

れない｡

7.5 分析3:情報の正確性に対する影響の分析

ここでは,｢情報の正確性｣を従属変数に用いて,信頼とコントロールとの関係を分析す

る｡｢情報の正確性｣とは,バイヤーがサプライヤーに関する情報をどの程度正確に把握

しているのかを測定した変数である｡組織管理会計研究では,しばしばコスト情報などを

含む情報共有が組織間協働にとって重要視されている｡また,坂口 (2004)では,わが国

のバイヤーが積極的にサプライヤーの情報収集を行っている状況についての経験的なデー

タを示している｡ここでは,これらの既存研究からの知見をさらに深めるためにも,バイ

ヤーはサプライヤーに関する情報についてどの程度正確に把握しているのか,そしてそれ

はサプライヤーに対する信頼を反映しているのかという点について若干の分析を行う｡

まず,従属変数には,情報の特性にもとづいて三つの分類を用いた｡各項目の記述統計

結果について,表7.7に示す｡一般情報は,サプライヤーの財務諸表や資本関係などに関

する情報であり,比較的オープンになりやすい情報である｡表7.7の平均値を見ても,あ

る程度の平均値の高さがうかがえる｡

次に,原価情報と生産管理情報は,生産管理上重要であると思われる項目を設定し,財

杏(原価)情報と非財務情報として区分を行った｡一般情報に比べてサプライヤーの内部情

報であるために,企業の外部者からは見えにくい情報であるといえる｡そのため,それぞ

れの各項目についての平均値にはある程度のばらつきがみられる｡

特に高い平均値を示したのは,納期遵守情報に関する項目であるが,バイヤーにとって
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も測定しやすい項目である｡次に高い平均値を得たのは,品質管理体制についての情報で

あり,他にもほとんどの項目において,平均値で3以上を得ており,サプライヤーの内部

情報についてバイヤーはある程度正確に把握していることがうかがえる0-万,サプライ

ヤーの在庫水準に関する情報についての平均値が唯一,3を下回っている｡

表 7.7:従属変数 (分析3):情報の正確性

平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

一般情報の正確性 (α≡0.68)

財務諸表に関する情報

資本関係に関する情報

3.62 0.917 2 5 74

3.59 1.072 2 5 74

生産管理情報の正確性 (α≡0.73)

納期の遵守状況に関する情報

在庫水準に関する情報

部品の技術水準に関する情報

品質管理体制に関する情報

生産工程に関する情報

2

2

2

2

2

4

1

9

6

7

4

0

3

7

5

8

8

()0

7

7

0

0

0

0

0

0

6

1

2

9

2

9

8

1

6

4

2

3

4

3

4

4

4

4

4

7

7

7

7

7

5

5

5

5

5

原価情報の正確性 (α≡0.91)

部品単位での原価情報

部品の材料費に関する情報

部晶の加工費に関する情報

4

4

4

7

7

7

5

5

5

全体 (α=0.84)

この点について若干の解釈を加えるなら,サプライヤーの在庫水準に関する情報は,他

の項目に対してバイヤーにとっての最終製品の成果にとって直接的な関係が相対的に薄い

と考えられるからかもしれない｡それぞれの合成変数についての信頼性係数は,一般情報

の正確性がα=0.73,生産管理情報の正確性がα=0.73,原価情報の正確性がα-0.91,

これら全てを含めた全体の情報の正確性については,α=0.84となる｡なお,生産管理情

報についての納期の遵守状況に関する情報については,天井効果を示しているために,信
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頼性係数の測定と以降の分析からは除外している｡

次に,情報の正確性について,｢全体｣｢一般情報｣｢生産管理情報｣｢原価情報｣のそれぞ

れを従属変数とした重回帰分析の結果を表7.8に示す｡分析結果について,まず全てのモ

デルについてある程度の高さの修正済みの決定係数を得ることができ,中でも ｢全体｣モ

デル及び ｢生産管理情報｣モデルについては,モデルの当てはまりは高いと言える｡

表 7.8:分析3の重回帰分析結果

全体 一般情報 生産管理情報 原価情報

定数項

対個人信頼 (横会主義)

対個人信頼 (柔軟な対応)

対企業信頼 (重要度と依存)

対企業信頼 (評価)

システム信頼 (認証システム)

社会的信頼 (関係の不変性)

2.96*** 2.31**

0.04 0.03

0.03 0.03

-0.08 -0.18

0,06 0.15

0.10 0.05

0.05 0.17

3.19*** 3.26***

0.11 -0.02

-0.03 0.05

0.04 0.01

0.01 -0.05

-0.02 0.16

0.05 -0.10

製品情報の提供 0.15 0.23** 0.22** -0.06

目標設定 0.34*** 0.33*** 0.28*** 0.15

改善提案 0.46*** 0,11 0.46*** 0.50***

電気機器 (業種ダミー) 0.14 0.32** -0.14 -0.01

輸送用機器 (業種ダミー) 0.25糊 0.37*** 0.07 0.02

精密機器 (業種ダミー) 0.09 0.09 _0.01 0.08

F 7.048+8 3.31*** 6.09*** 2.95**+

RI2 0.51 0.28 0,46 0.25

***1%レベルで有意,**5%レベルで有意,*10%レベルで有意

個別の独立変数との関係をみると,ここでも狙織間コントロールに関する三つの項目が

情報の正確性に正の影響を与えている｡ただし,｢原価情報の正確性｣については,組織間

コントロールの ｢改善提案｣のみと強い関係を持つことが明らかとなった｡その一方で,組

織間信頼に関してはどの項目とも統計的に有意な関係を確認できなかった｡

120



以上の分析結果の解釈としては,バイヤーからサプライヤーに対して積極的に情報を提

供しているほど,バイヤーはサプライヤーの内部情報について正確な把握が可能となるこ

とを示唆しているO特にこのような傾向は,生産管理に関する非財務情報について強くみ

てとれることであり,原価情報については必ずしもそうではない｡サプライヤーにとって

収益性の確保に重要だと思われる原価情報については,目標の設定といったコントロール

の方法ではなく,サプライヤー内部の生産プロセスに深く関わる改善策の提案などのよう

な活動を実施することによって見えてくるのではないかと考えられる0

そして,興味深い点は組織間信頼のいずれとも統計的に有意な結果がみられないことで

ある｡この結果だけから判断することが困難である点は否めないが,必ずしもバイヤーは

サプライヤーを信頼して,サプライヤーの情報を正確だと確信しているわけではないこと

を示唆しているのかもしれない｡上記と総じて,信頼というよりはむしろコントロールを

することによって正確な情報の把握が可能となるのではないだろうかa

7.6 分析4:製品品質に対する影響の分析

最後に,近年,社会的にも大きな問題となっている品質問題についても若干の分析と考

察を加えておこう｡本章でこれまで行ってきた分析と同様に,阻織問における信頼とコン

トロールを独立変数として,サプライヤーの部品に起因する晶質問題の増加を従属変数と

した重回帰モデルを考えてみる｡

従属変数は,以下の表7.9にあるように1項目のみである｡本尺度も,他の従属変数と

同様に ｢全く異なる｣から ｢全くそのとおり｣の5段階のリッカートスケールで測定され

た｡尺度の変換は行わず,項目値が高いほどにサプライヤーの部品を原因とした晶質問題

が増加しているということになるO
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表 7.9:品質問題

項目 平均値 標準偏差 最小値 最大値 N

サプライヤーの部品に起因する晶質問題の増加 3.07 0.881 2 5 74

表 7.10:分析4の重回帰分析結果

定数項 4,67***

対個人信頼 (機会主義) -0.10

対個人倍頼 (柔軟な対応) 0.02

対企業信頼 (重要度と依存) -0.27**

対企業信頼 (評価) -0.21

システム信頼 (認証システム) -0.12

社会的信頼 (関係の不変性) 0.37**

製品情報の捷供 -0.04

目標設定 0.16

改善提案 0.02

電気機器 (業種ダミー) 0.13

輸送用機器 (業種ダミー) 0.13

精密機器 (業種ダミー) -0.04

F 1.45

R-2 0.07

重回帰分析の結果は,表7.10のとおりであるOまず,阻織間コントロールとの統計的に

有意な関係は全く確認されないことに気づく｡一方で,組戚間信頼については,対企業信

頼 (重要度と依存)とは負の関係にあるのに対して,社会的信頼と正の関係にある｡本論

文において,社会的信頼 とは,関係の強さや取引の長期性に意味を限定してもちいている

変数である｡このような結果について解釈を加えるなら,バイヤーにとって重要なサプラ

イヤーとの関係は製品品質の向上に寄与する可能性を示す一方で,限られたサプライヤー

との間で構築された関係性の強さは品質悪化の原因になりうることを示唆している｡
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ただし,本分析においては,重回帰モデルの当てはまりの良さを示す修正済みの決定係

敬 (R12)の値が極めて低いことに注意が必要であり,サプライヤーとの関係における品質

問題を説明するには他にもいくつかの要因が存在することがうかがわれる｡

7.7 分析結果の要約

ここまで,魁織間における信頼とコントロールを二つの鍵概念として,第6章では両者

の関係,第7章では,阻織間取引の結果に対する影響を分析してきた｡本節では,以上の

分析結果を要約し,そのインプリケーションを考察する｡

組織間の関係性とその特徴

本論文の第6章での分析から,組織間の関係性を規定する要因として市場的関係を志向

する因子と安定的関係を志向する因子の二つを確認することができたO市場的関係を志向

する因子とは,市場における価格メカニズムを重視した関係であり,より安価な製品を供

給してくれるサプライヤーとの取引を望む傾向を示す因子である｡一方の安定的関係を志

向する因子とは,取引の長期安定性を望む傾向を示す因子である｡

さらに,それぞれの関係性の特徴としては市場的関係を志向する因子は,組織間信頼の

各項目とは無相関であり,いくつかのコントロール活動と正の相関をもち,コスト意識､価

格システムに対する意識の高さを表している｡わが国のバイヤーでは,このような特性は

複社発注活動やコスト低減の要請といった活動実態と強い相関関係にあり,欧米の研究で

述べられているような入札価格制度とは異なる形態を伴っていることを示唆している｡

一九 安定的関係を志向する因子は,組織間信頼の一部と正の相関をもち､探索的活動

とは負の相関を示した｡信頼という観点からは,サプライヤーに対する重要性の認識や継

続的関係の期待など,両者の関係性の強さを表している｡

以上,組織間の関係性とその特徴は,必ずしも既存研究で述べられている全ての変数を

考慮している訳ではないが,意味合いとしては既存研究と整合性をもつ結果である｡しか

123



しながら,第6章での分析から明らかになったより重要な点としては,これらの関係性の

規定要因は相互排他的でなく､共存可能だということである｡すなわち,限定された特定

のサプライヤーとの長期継続的な関係を望みながらも,同時にそのサプライヤーと市場性

を重視した関係の構築を目指しているケースも多く見られた｡

組織間における信頼とコントロール

次に,第6章のもう一つの分析結果として,信頼とコントロールとの関係についての結

果を整理する｡ここでは,コントロール実施の高いグループと低いグループ間で一部の組

織間信頼の程度に統計的に有意な差が見られた｡これは,サプライヤーの評価と選別を積

極的に行っている企業ほど,サプライヤー企業の能力に対する評価が高いこと,そしてサ

プライヤー担当者の機会主義的行動に対する危倶が低いことを意味している｡また,この

結果に組織間の関係性を導入した結果についてもこれと同様に二つのタイプの信頼で有意

差を確認した｡

ここで,先に述べたように安定的関係を志向するグループにおいて,サプライヤー企業

に対して重要性と依存を関係の長期性を示す信頼と正の相関関係にあったことを総合して

考察すれば,以下の表7.11のようにまとめられる｡

表 7.ll:関係性,信頼,コントロールのまとめ

対個人信頼 対企業信頼 システム信頼 社会的信頼

機会主義 柔軟な対応 重要性と依存 評価 認証システム 関係の不変性

安定的関係 (+)

コントロール (+) (+)

(+)

表7.11は,それぞれの要因の下での信頼の程度を (+)で示している5｡これまで既存

研究が,｢市場的関係｣対 ｢安定的関係｣という枠組みに対して,それぞれ ｢コントロール｣

5ここでは,機会主義という項目については,コントロールが機会主義的行動への危倶を抑制するという意
味で用いている｡
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対 ｢信頼｣という構図で議論してきたのに対して,ここでの結果はより複雑な関係を示し

ている｡

組織間取引の結果に及ぼす効果

最後に,信頼とコントロールが組織間取引の結果に及ぼす影響についての分析結果を整

理する｡ここでは,組織間信頼の各項目が組織間取引の結果に及ぼす影響といったものを

特定することが困難であった｡その反面,組織間コントロールは組織間取引において大き

な影響を及ぼしていることが分かる｡なお,第6章の分析では,サプライヤーに対するモニ

タリングと選別のみを取り上げたが,第7章での分析では,バイヤーによるサプライヤー

への影響活動に焦点を当てた｡その結果をまとめると以下のようになる｡従属変数が複数

設定されている重回帰分析については,それぞれの変数の全体を表す変数との関係性につ

いて記述している｡

表 7.12:組織間コントロールの取引結果に対する影響

製品情報の提供 目標値の設定 改善策の提案

全体成果 (+) (+) (+)

取引コスト (+) (+)

情報の正確性 (+) (+)

バイヤーからサプライヤーへの積極的な影響活動としての狙織間コントロールは,取引

の成果に対して正の効果をもつことが明らかになった一方で,組織間コントロールは,同

時に取引コストの増大要因ともなっている｡それゆえ,バイヤーにとってサプライヤーに

対するこれらのコントロール活動はモニタリング･コストなどを増大させる負担の一つと

なっているが,サプライヤーに対するモニタリングと適切な改善策の提案は阻織間取引の

成果を促進すると考えられる｡
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